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(57)【要約】
【課題】より消費電力の低く、発光効率の高い高機能及
び高信頼性を有する発光素子及び発光装置を提供するこ
とを目的とする。
【解決手段】発光素子は、一対の電極層間に混合原子価
化合物を含む有機発光材料を有する発光層が設けられた
ＥＬ層を有する。混合原子価化合物は、ある化合物にお
いて、その構成する元素の価数が複数存在する状態を混
合原子価状態といい、そのような化合物を混合原子価化
合物という。混合原子価化合物は電荷移動性や、発光色
に影響を与え、そのような発光素子を具備した発光装置
は、消費電力の低い高信頼性であり、かつ多彩な発光色
を有する高画質な発光装置とすることができる。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
第１の電極層及び第２の電極層間に、混合原子価化合物を含む有機発光材料を有する発光
層
を設けることを特徴とする発光素子。
【請求項２】
第１の電極層及び第２の電極層間に、ホスト材料及びゲスト材料を含む有機発光材料を有
する発光層が設けられ、
前記ホスト材料が混合原子価化合物であることを特徴とする発光素子。
【請求項３】
第１の電極層及び第２の電極層間に、ホスト材料及びゲスト材料を含む有機発光材料を有
する発光層が設けられ、
前記ゲスト材料が混合原子価化合物であることを特徴とする発光素子。
【請求項４】
第１の電極層及び第２の電極層間に、ホスト材料及びゲスト材料を含む有機発光材料を有
する発光層が設けられ、
前記ホスト材料及び前記ゲスト材料が混合原子価化合物であることを特徴とする発光素子
。
【請求項５】
請求項１乃至４のいずれか一項において、前記発光層の前記第１の電極層側及び前記第２
の電極層側の少なくとも一方に混合原子価化合物を含む機能層を設けることを特徴とする
発光素子。
【請求項６】
請求項１乃至５のいずれか一項において、前記混合原子価化合物は遷移金属元素を有する
ことを特徴とする発光素子。
【請求項７】
請求項１乃至５のいずれか一項において、前記混合原子価化合物は希土類金属元素を有す
ることを特徴とする発光素子。
【請求項８】
請求項１乃至７のいずれか一項において、前記混合原子価化合物を構成する一元素は複数
の価数を有することを特徴とする発光素子。
【請求項９】
請求項１乃至７のいずれか一項において、前記混合原子価化合物を構成する複数の元素は
それぞれ複数の価数を有することを特徴とする発光素子。
【請求項１０】
第１の電極層及び第２の電極層間に、混合原子価化合物を含む有機発光材料を有する発光
層が設けられた発光素子を有することを特徴とする発光装置。
【請求項１１】
第１の電極層及び第２の電極層間に、ホスト材料及びゲスト材料を含む有機発光材料を有
する発光層が設けられた発光素子を有し、
前記ホスト材料が混合原子価化合物であることを特徴とする発光装置。
【請求項１２】
第１の電極層及び第２の電極層間に、ホスト材料及びゲスト材料を含む有機発光材料を有
する発光層が設けられた発光素子を有し、
前記ゲスト材料が混合原子価化合物であることを特徴とする発光装置。
【請求項１３】
第１の電極層及び第２の電極層間に、ホスト材料及びゲスト材料を含む有機発光材料を有
する発光層が設けられた発光素子を有し、
前記ホスト材料及び前記ゲスト材料が混合原子価化合物であることを特徴とする発光装置
。
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【請求項１４】
請求項１０乃至１３のいずれか一項において、前記発光層の前記第１の電極層側及び前記
第２の電極層側の少なくとも一方に混合原子価化合物を含む機能層を設けることを特徴と
する発光装置。
【請求項１５】
請求項１０乃至１４のいずれか一項において、前記混合原子価化合物は遷移金属元素を有
することを特徴とする発光装置。
【請求項１６】
請求項１０乃至１４のいずれか一項において、前記混合原子価化合物は希土類金属元素を
有することを特徴とする発光装置。
【請求項１７】
請求項１０乃至１６のいずれか一項において、前記混合原子価化合物を構成する一元素は
複数の価数を有することを特徴とする発光装置。
【請求項１８】
請求項１０乃至１６のいずれか一項において、前記混合原子価化合物を構成する複数の元
素はそれぞれ複数の価数を有することを特徴とする発光装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、発光素子及び発光装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
有機化合物は無機化合物に比べて、材料系が多様であり、分子設計により様々な機能を有
する材料を合成できる可能性がある。これらの利点から、近年、機能性有機材料を用いた
フォトエレクトロニクスやエレクトロニクスに注目が集まっている。
【０００３】
例えば、有機化合物を機能性有機材料として用いたエレクトロニクスデバイスの例として
、太陽電池や発光素子、有機トランジスタ等が挙げられる。これらは有機化合物の電気物
性および光物性を利用したデバイスであり、特に発光素子（エレクトロルミネセンス（以
下、「ＥＬ」ともいう。）素子）はめざましい発展を見せている。
【０００４】
このような発光素子に関しては、その素子特性を向上させる上で、材料に依存した問題が
多く、これらを克服するために素子構造の改良や材料開発等が行われている。
【０００５】
発光素子において、発光効率などの素子特性向上のため、発光層の他、正孔輸送層や電子
輸送層などを積層し、機能分離させた素子構造が研究されている（例えば、特許文献１参
照。）。
【特許文献１】特開２００４－１５２６４１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
しかし、上記のような発光素子は、駆動電圧が高いといった問題があり、さらなる改良が
望まれている。また、多様な発光色を得るために発光色の微細な色度調整も必要とされて
いる。
【０００７】
本発明では、このような問題を鑑み、発光素子の駆動電圧を下げ、かつ微細な色度調整を
行い多様な発光色を得ることを目的とする。そして、より消費電力の低く、高機能及び高
信頼性を有する発光素子及び発光装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
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本発明における発光素子は、一対の電極層間に混合原子価化合物を含む有機発光材料を有
する発光層が設けられたＥＬ層を有することを特徴とする。本発明において、一対の電極
層間に設けられた発光層及び機能層の積層をＥＬ層とよぶ。また、本発明を用いて、発光
装置を作製することができる。
【０００９】
本発明を用いることのできる発光装置には、発光素子と薄膜トランジスタ（以下、ＴＦＴ
（Ｔｈｉｎ　ｆｉｌｍ　ｔｒａｎｓｉｓｔｏｒ）ともいう）とが接続された発光装置など
がある。
【００１０】
また、ＥＬ層は、機能分離された機能層を含んでいてもよく、混合原子価化合物を含む有
機発光材料を有する発光層と機能層との積層構造であってもよい。この場合、機能層にも
混合原子価化合物を含む構成であってもよい。
【００１１】
混合原子価錯体は混合原子価化合物の一種であり、混合原子価状態を有する錯体である。
本発明では、混合原子価化合物として混合原子価錯体を用いることができる。以下、混合
原子価状態、及び混合原子価錯体を含む混合原子価化合物について詳細に述べる。
【００１２】
ある化合物において、その構成する同一元素の価数が複数存在する状態を混合原子価状態
といい、そのような化合物を混合原子価化合物という。例えば、ＭＸという化合物におい
て、Ｍの価数が＋ｎ、＋ｍ（ｎ≠ｍ）というように複数存在する状態である。価数の種類
は、３種類以上あってもよい。
【００１３】
具体的な価数の例として、＋１、＋２価の混合状態や、＋２、＋３価の混合状態の場合が
あり、＋１、＋２、＋３価の混合状態を有するものがある。また混合する価数は、連続す
る価数でなくともよく、＋１と＋３価というように離れている値の組み合わせを有する場
合もある。さらに一つの化合物において、２つ以上の元素が混合原子価状態を有する場合
もある。例えば上記ＭＸであればＸの価数が－ａ、－ｂ価（ａ≠ｂ）、Ｍの価数が＋ｎ、
＋ｍ（ｎ≠ｍ）の場合である。本発明で用いられる混合原子価化合物は、有機化合物及び
無機化合物がある。また、化合物の組成式が、非化学量論的であってもよい。
【００１４】
その化合物を作製、合成する条件によって、混合原子価状態にすることができ、またその
状態（例えば価数の割合）を制御することができる。例えば、合成温度、目的の化合物を
合成するときの原材料の種類や混合量などがある。薄膜を成膜する際の状態（真空蒸着等
などの成膜方法）にも由来する。また、酸化物や硫化物などでは欠陥によって生じる場合
やある元素をドープすることで得られる場合がある。この原子価状態にはその状態によっ
て２つのタイプがあり、無秩序型と秩序型に分けられる。無秩序型は＋ｎ価と＋ｍ価を有
する元素（＋ｎ価を有する原子及び＋ｍ価を有する原子）がその化合物中でランダムに分
布されている。一方、秩序型はランダムではなく＋ｎ価を有する原子及び＋ｍ価を有する
原子の同一元素が一定の場所（サイト）に整列をしている。例えば化合物中で、あるサイ
トには＋ｎ価の原子のみ、別のサイトには＋ｍ価の原子のみといった状態を取っている。
ホッピング伝導では無秩序型が好ましいと考えられる。このような混合原子価化合物には
超伝導物質、センサーなど興味深い特性を有する材料が多い。
【００１５】
発光素子の発光機構は、一対の電極間にＥＬ層を挟んで電圧を印加することにより、陰極
から注入された電子および陽極から注入された正孔（以下、電子及び正孔をキャリアとも
いう）が発光層の発光中心で再結合して分子励起子を形成し、その分子励起子が基底状態
に戻る際にエネルギーを放出して発光するといわれている。励起状態には一重項励起状態
と三重項励起状態が知られ、発光はどちらの励起状態を経ても可能であると考えられてい
る。
【００１６】
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混合原子価化合物は、異なる価数を有することからホッピング伝導（Ｐｏｏｌ－Ｆｒｅｎ
ｋｅｌ伝導と呼ぶ場合もある）する。よって、このホッピング伝導により電荷（キャリア
）移動性を向上させることができる。従って混合原子価化合物を素子の発光層に有するこ
とにより、発光素子を低電圧で駆動することができるため、低消費電力化が達成でき、信
頼性も向上する。
【００１７】
また、価数は発光色に影響を与える。従って、価数により発光色を変化させることができ
るので、価数の種類や比率を制御することによって、発光色の色度を調整することができ
る。さらに、補色同士を混色として白色発光を行うこともできる。従って発光色の選択性
が広がり、そのような発光素子を用いた発光装置においては、多色な発光色を有する高画
質な発光装置とすることができる。
【００１８】
このような原子価状態はようするに酸化状態が複数ある状態であり、価数揺動とも言われ
る。混合原子価状態をとることができる化合物として、複数の価数が存在できる遷移金属
と希土類金属で構成される化合物があるが、特に硫化物、酸化物などのカルコゲナイド化
合物やハロゲン化合物など周期表では１３～１７族で構成される化合物で混合原子価状態
は現れ、またそれらの複合した化合物でも同様に混合原子価状態をとることができる。材
料の組み合わせは自由に設定でき、目的の色や効果を得られるようにする。混合原子価化
合物を含む有機発光材料が発光機能を有していればよい。具体的には実施の形態１で示す
材料を用いて本発明を用いた本実施の形態の混合原子価化合物を含む有機発光材料を有す
る発光層を形成することができる。
【００１９】
発光素子の有する機能層としては、電極よりキャリアを注入する注入層（電子注入層、正
孔注入層）、また注入されたキャリアを発光層まで輸送する輸送層（電子輸送層、正孔輸
送層）などを用いる。本発明において、このような発光が生じる（発光領域である）発光
層以外の機能層を有していてもよい。もちろん、上記機能層を複数有してもよく、さらに
機能層自身を異なる薄膜の積層による積層としてもよい（例えば電子輸送層を複数層積層
するなどしてもよい）。
【００２０】
本発明の発光素子の一形態は、第１の電極層及び第２の電極層間に、混合原子価化合物を
含む有機発光材料を有する発光層を設ける。
【００２１】
本発明の発光素子の一形態は、第１の電極層及び第２の電極層間に、ホスト材料及びゲス
ト材料を含む有機発光材料を有する発光層が設けられ、ホスト材料が混合原子価化合物で
ある。
【００２２】
本発明の発光素子の一形態は、第１の電極層及び第２の電極層間に、ホスト材料及びゲス
ト材料を含む有機発光材料を有する発光層が設けられ、ゲスト材料が混合原子価化合物で
ある。
【００２３】
本発明の発光素子の一形態は、第１の電極層及び第２の電極層間に、ホスト材料及びゲス
ト材料を含む有機発光材料を有する発光層が設けられ、ホスト材料及びゲスト材料が混合
原子価化合物である。
【００２４】
本発明の発光装置の一形態は、第１の電極層及び第２の電極層間に、混合原子価化合物を
含む有機発光材料を有する発光層が設けられた発光素子を有する。
【００２５】
本発明の発光装置の一形態は、第１の電極層及び第２の電極層間に、ホスト材料及びゲス
ト材料を含む有機発光材料を有する発光層が設けられた発光素子を有し、ホスト材料が混
合原子価化合物である。
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【００２６】
本発明の発光装置の一形態は、第１の電極層及び第２の電極層間に、ホスト材料及びゲス
ト材料を含む有機発光材料を有する発光層が設けられた発光素子を有し、ゲスト材料が混
合原子価化合物である。
【００２７】
本発明の発光装置の一形態は、第１の電極層及び第２の電極層間に、ホスト材料及びゲス
ト材料を含む有機発光材料を有する発光層が設けられた発光素子を有し、ホスト材料及び
ゲスト材料が混合原子価化合物である。
【００２８】
上記構成において、発光層の第１の電極層側及び第２の電極層側の少なくとも一方に混合
原子価化合物を含む機能層を設けてもよい。
【発明の効果】
【００２９】
本発明における発光素子は、一対の電極層間に混合原子価化合物を含む有機発光材料を有
する発光層が設けられたＥＬ層を有することにより、発光層の電子輸送性が向上する。よ
って、発光素子の低電圧駆動が可能になり、低消費電力化が達成でき、信頼性も向上する
。
【００３０】
また、価数によって発光色も変化するので、価数の種類や比率を制御することによって、
発光色の色度を調整することができる。さらに、補色同士を混色として白色発光を行うこ
ともできる。従って発光素子の発光色の選択性が広がる。そのような発光素子を用いた発
光装置においては、多彩な発光色を有する高画質な発光装置とすることができる。
【００３１】
よって、本発明を用いた発光素子を具備した発光装置は、消費電力の低い高信頼性であり
、かつ多彩な発光色を有する高画質な発光装置とすることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３２】
本発明の実施の形態について、図面を用いて詳細に説明する。但し、本発明は以下の説明
に限定されず、本発明の趣旨及びその範囲から逸脱することなくその形態及び詳細を様々
に変更し得ることは当業者であれば容易に理解される。従って、本発明は以下に示す実施
の形態の記載内容に限定して解釈されるものではない。なお、以下に説明する本発明の構
成において、同一部分又は同様な機能を有する部分には同一の符号を異なる図面間で共通
して用い、その繰り返しの説明は省略する。
【００３３】
（実施の形態１）
本実施の形態は、駆動電圧が低く低消費電力であり、かつ微細な色度調整を可能とした発
光素子を提供することを目的とする。本実施の形態における発光素子を、図１乃至図５を
用いて詳細に説明する。
【００３４】
本発明における発光素子は、一対の電極層間に混合原子価化合物を含む有機発光材料を有
する発光層が設けられたＥＬ層を有することを特徴とする。
【００３５】
図１に、第１の電極層６０及び第２の電極層８０の間に、発光層５１を有するＥＬ層７０
が設けられた発光素子を示す。図１の発光素子はＥＬ層に機能層を有していない構成のた
め、ＥＬ層７０と発光層５１は同じ層を示す。本発明では、発光層５１に混合原子価化合
物を含む有機発光材料を有する。
【００３６】
ある化合物において、その構成する同一元素の価数が複数存在する状態を混合原子価状態
といい、そのような化合物を混合原子価化合物という。例えば、ＭＸという化合物におい
て、Ｍの価数が＋ｎ、＋ｍ（ｎ≠ｍ）というように複数存在する状態である。価数の種類
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は、３種類以上あってもよい。
【００３７】
具体的な価数の例として、＋１、＋２価の混合状態や、＋２、＋３価の混合状態の場合が
あり、＋１、＋２、＋３価の混合状態を有するものがある。また混合する価数は、連続す
る価数でなくともよく、＋１と＋３価というように離れている値の組み合わせを有する場
合もある。さらに一つの化合物において、２つ以上の元素が混合原子価状態を有する場合
もある。例えば上記ＭＸであればＸの価数が－ａ、－ｂ価（ａ≠ｂ）、Ｍの価数が＋ｎ、
＋ｍ（ｎ≠ｍ）の場合である。本発明で用いられる混合原子価化合物は、有機化合物及び
無機化合物がある。また、化合物の組成式が、非化学量論的であってもよい。
【００３８】
その化合物を作製、合成する条件によって、混合原子価状態にすることができ、またその
状態（例えば価数の割合）を制御することができる。例えば、合成温度、目的の化合物を
合成するときの原材料の種類や混合量などがある。薄膜を成膜する際の状態（真空蒸着等
などの成膜方法）にも由来する。また、酸化物や硫化物などでは欠陥によって生じる場合
やある元素をドープすることで得られる場合がある。この原子価状態にはその状態によっ
て２つのタイプがあり、無秩序型と秩序型に分けられる。無秩序型は＋ｎ価と＋ｍ価を有
する元素（＋ｎ価を有する原子及び＋ｍ価を有する原子）がその化合物中でランダムに分
布されている。一方、秩序型はランダムではなく＋ｎ価を有する原子及び＋ｍ価を有する
原子の同一元素が一定の場所（サイト）に整列をしている。例えば化合物中で、あるサイ
トには＋ｎ価の原子のみ、別のサイトには＋ｍ価の原子のみといった状態を取っている。
ホッピング伝導では無秩序型が好ましいと考えられる。このような混合原子価化合物には
超伝導物質、センサーなど興味深い特性を有する材料が多い。
【００３９】
発光素子の発光機構は、一対の電極間にＥＬ層を挟んで電圧を印加することにより、陰極
から注入された電子および陽極から注入された正孔（以下、電子及び正孔をキャリアとも
いう）が発光層の発光中心で再結合して分子励起子を形成し、その分子励起子が基底状態
に戻る際にエネルギーを放出して発光するといわれている。励起状態には一重項励起状態
と三重項励起状態が知られ、発光はどちらの励起状態を経ても可能であると考えられてい
る。また、有機発光素子（有機ＥＬ素子）における電荷移動機構はホッピング伝導である
と言われる。
【００４０】
混合原子価化合物は、異なる価数を有することからホッピング伝導する。本発明の混合原
子価化合物におけるホッピング伝導の理論図を図３に示す。図３は、＋ｎ価の原子Ｍ（Ａ
）と＋（ｎ＋１）価の原子Ｍ（Ｂ）との間での電子交換反応である。原子Ｍ（Ａ）は、価
数が＋ｎであるため、Ｍｎ＋（Ａ）であり、準位３０に電子３２を有している。一方原子
Ｍ（Ｂ）は、価数が＋（ｎ＋１）であるため、Ｍｎ＋１（Ｂ）であり、準位３１に電子を
有していない。
【００４１】
電子３２は励起され、Ｍ（Ａ）の準位３０より矢印３３のようにＭ（Ｂ）の準位３１に飛
び移り、ホッピング伝導となる（図３（Ａ）参照。）。ホッピング伝導後、原子Ｍ（Ａ）
の準位３０には電子を有さず、原子Ｍ（Ａ）は、＋（ｎ＋１）価の原子Ｍｎ＋１（Ａ）と
なる。一方、原子Ｍ（Ｂ）の準位３１には電子３２を有し、＋ｎ価の原子Ｍｎ（Ｂ）とな
る（図３（Ｂ）参照。）。このようにホッピング伝導が生じる。
【００４２】
よって、このホッピング伝導により電荷（キャリア）移動性を向上させることができる。
従って混合原子価化合物を含む有機発光材料を素子の発光層に有することにより、発光素
子を低電圧で駆動することができるため、低消費電力化が達成でき、信頼性も向上する。
【００４３】
また、価数は発光色に影響を与える。従って、価数により発光色を変化させることができ
るので、価数の種類や比率を制御することによって、発光色の色度を調整することができ
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る。さらに、補色同士を混色として白色発光を行うこともできる。従って発光色の選択性
が広がり、そのような発光素子を用いた発光装置においては、多色な発光色を有する高画
質な発光装置とすることができる。
【００４４】
発光層は、複数の材料を組み合わせることによって形成することができ、本明細書におい
ては、マトリクスとなる材料をホスト材料、マトリクス中に分散される材料をゲスト材料
とよぶ。ホスト材料にゲスト材料を添加することによってより高効率及び高輝度な発光が
得られる。発光層がホスト材料とゲスト材料とで構成される場合、ホスト材料及びゲスト
材料の少なくとも一方が混合原子価化合物であればよい。
【００４５】
ホスト材料が混合原子価化合物である場合、ホッピング伝導により電荷移動性が高いホス
ト材料から、効率よくエネルギーがゲスト材料に移動し、発光を得ることができるため、
発光素子を低電圧で駆動することができる。
【００４６】
一方ゲスト材料が混合原子価である場合、発光に寄与するゲスト材料が複数の価数を有し
ている混合原子価状態なために、発光が単色ではなく、発光色の波長スペクトルはよりブ
ロードなものや、２波長以上のピークを有するものとなる。従って、発光素子の発光色の
色度を調整することができる。さらに、補色同士を混色として白色発光を行うこともでき
る。従って発光色の選択性が広がる。
【００４７】
ホスト材料及び混合原子価化合物であるゲスト材料を含む有機発光材料を有する発光層が
設けられた発光素子における発光機構の理論図を図４に示す。ひとつの発光機構として電
極から注入された電子と正孔が母体分子で電荷再結合が起こる。図４において、ホスト材
料はＨＯＭＯ準位である準位２３とＬＵＭＯ準位である準位２４を有し、正孔２０と電子
２１の再結合により励起エネルギー２２が生じる。ゲスト材料は混合原子価化合物である
ため、＋ｎ価の原子Ｍ（Ｃ）と＋（ｎ＋１）価の原子Ｍ（Ｄ）という複数の価数の原子を
有するゲスト材料である。
【００４８】
原子Ｍ（Ｃ）は、価数が＋ｎであるため、Ｍｎ＋（Ｃ）であり、準位２５ａ、２５ｂ、準
位間のエネルギーギャップＥｇ１を有している。一方、原子Ｍ（Ｄ）は、価数が＋（ｎ＋
１）であるため、Ｍｎ＋１（Ｄ）であり、準位２６ａ、２６ｂ、準位間のエネルギーギャ
ップＥｇ２を有している。
【００４９】
励起エネルギー２２がＭｎ＋（Ｃ）及びＭｎ＋１（Ｄ）へエネルギー移動し、Ｍｎ＋（Ｃ
）はエネルギーｈν１として発光し、Ｍｎ＋１（Ｄ）はエネルギーｈν２として発光し、
ゲスト材料が発光する。その際、Ｍｎ＋（Ｃ）とＭｎ＋１（Ｄ）が共に発光することから
ゲスト材料から得られる波長は、１つだけではなく２つの波長の光が得られ、結果、発光
波長のスペクトルがブロード、もしくは２つのピークを有することになる。ここではエネ
ルギー移動する機構が２タイプ（双極子－双極子相互作用であるフェルスタ機構と電子交
換相互作用であるデクスター機構）あるため、特に区別することなく簡易的に図示するが
、励起機構としても１重項、２重項の２タイプが考えられる。
【００５０】
従って複数の価数を有する混合原子価化合物を有する有機発光材料を有する発光層におい
ては、複数の波長を有する発光が得られ、ブロードな発光スペクトル、２波長以上のピー
クを有するスペクトルとすることができる。従って低消費電力で、かつ発光色の色度調整
及び混色発光によって、多彩な発光色を選択することができる。
【００５１】
もちろん、ホスト材料及びゲスト材料両方に混合原子価化合物を用いてもよい。この場合
、ホスト材料においては、高い電荷移動性によりゲスト材料にエネルギーを効率よく移動
でき、さらに、ゲスト材料は複数の価数において発光を行うので、その発光は、ブロード
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な発光スペクトル、２波長以上のピークを有するスペクトルとすることができる。従って
低消費電力で、かつ発光色の色度調整及び混色発光によって、多彩な発光色を選択するこ
とができる。
【００５２】
このような原子価状態はようするに酸化状態が複数ある状態であり、価数揺動とも言われ
る。本発明の発光層に用いることのできる混合原子価状態をとることができる化合物とし
て、複数の価数が存在できる遷移金属と希土類金属で構成される化合物がある。周期表で
遷移金属元素と呼ばれる３～１２族、希土類金属元素と呼ばれるランタノイド元素、アク
チノイド元素、さらに１３足元素があげられる。前記金属元素は、金属錯体の中心金属と
して前記金属元素を有する場合や、置換基として前記金属元素を有している場合が考えら
れる。特に硫化物、酸化物などのカルコゲナイド化合物やハロゲン化合物など周期表では
１３～１７族で構成される化合物で混合原子価状態は現れ、またそれらの複合した化合物
でも同様に混合原子価状態をとることができる。混合原子価化合物において、原子価を複
数とることができる金属元素は、単数でもよいが、複数の金属元素を含んでいてもよい。
材料の組み合わせは自由に設定でき、目的の色や効果を得られるようにする。混合原子価
化合物を含む有機発光材料が発光機能を有していればよい。
【００５３】
発光素子の有する機能層としては、電極よりキャリアを注入する注入層（電子注入層、正
孔注入層）、また注入されたキャリアを発光層まで輸送する輸送層（電子輸送層、正孔輸
送層）などを用いる。本発明において、このような発光が生じる（発光領域である）発光
層以外に、機能層を有していてもよい。もちろん、上記機能層を複数有してもよく、さら
に機能層自身を異なる薄膜の積層による積層としてもよい（例えば電子輸送層を複数層積
層するなどしてもよい）。
【００５４】
本発明の発光素子が機能層を有する場合、その機能層にも混合原子価化合物を用いること
ができる。発光素子において機能層を有する構成の例を図５に示す。図５（Ａ）乃至（Ｄ
）に、第１の電極層６０と第２の電極層８０の間に機能層及び発光層５１を有するＥＬ層
７０が設けられた発光素子を示す。
【００５５】
図５（Ａ）乃至（Ｄ）においては第１の電極層６０の電位が、第２の電極層８０の電位よ
り高い場合である。図５（Ａ）は機能層として混合原子価化合物を含む正孔輸送層５２が
第１の電極層６０と混合原子価化合物を含む有機発光材料を有する発光層５１の間に設け
られている。正孔輸送層５２は正孔注入層であってもよい。
【００５６】
図５（Ｂ）は機能層として混合原子価化合物を含む電子輸送層５３が混合原子価化合物を
含む有機発光材料を有する発光層５１と第２の電極層８０との間に設けられている。電子
輸送層５３は電子注入層であってもよい。
【００５７】
図５（Ｃ）は機能層として混合原子価化合物を含む有機発光材料を有する発光層５１を挟
んで第１の電極層６０と接して正孔輸送層５２が、第２の電極層８０と接して電子輸送層
５３がそれぞれ設けられている。機能層である正孔輸送層５２及び電子輸送層５３のどち
らか一方、あるいは正孔輸送層５２及び電子輸送層５３の両方に混合原子価化合物が含ま
れていてもよい。
【００５８】
図５（Ｄ）は機能層として正孔注入層５４、正孔輸送層５２、電子輸送層５３、電子注入
層５５を設けた構成である。第１の電極層６０と混合原子価化合物を含む有機発光材料を
有する発光層５１の間に第１の電極層６０側から正孔注入層５４、正孔輸送層５２が設け
られ、発光層５１と第２の電極層８０との間に発光層５１側から電子輸送層５３、電子注
入層５５が設けられている。前述のように正孔注入層５４、正孔輸送層５２、電子輸送層
５３、電子注入層５５の機能層うち、少なくとも一層において混合原子価化合物を含む構
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成であってもよく、もちろん複数層混合原子価化合物を含む構成としてもよく、上記４層
すべてに混合原子価化合物を含む構成としてもよい。
【００５９】
機能層に含まれる混合原子価状態を有する元素には遷移金属、希土類金属がある。例えば
、ユウロピウム（Ｅｕ）であれば、＋２価と＋３価が存在する。混合原子価化合物には、
金属酸化物や金属硫化物のような金属カルコゲナイドなどがある。例えば酸化モリブデン
（ＭｏＯ３）は、モリブデン（Ｍｏ）の価数は＋３価だけではなく、＋２価と＋３価とが
共存する状態で化合物が形成されている。
【００６０】
このような複数の価数を有する酸化モリブデンを図５（Ｄ）に示すような発光素子の正孔
注入層５４に用いれば、正孔注入性が向上し低電力化とすることができる。
【００６１】
化合物が混合原子価状態であるかどうかは、光学的方法、電気化学的方法、Ｘ線結晶学的
方法などのいくつかの手法で調べることができる。例えば、メスバウアー、磁化率や、Ｘ
線吸収端構造（ＸＡＮＥＳ）、Ｘ線吸収微細構造（ＸＡＦＳ）などの観測原子の化合物中
における吸収状態によって、有する価数が複数存在することを観測することができる。ま
た、高精細なＸ線解析、Ｘ線光電子分光法（ＸＰＳ）、オージェ電子分光法（ＡＥＳ）な
どにより混合原子価状態を判断することができる。
【００６２】
本発明の発光素子の他の構成を、図２に示す。
【００６３】
図２は発光素子の素子構造であり、第１の電極層８７０と第２の電極層８５０との間に、
ＥＬ層８６０が挟持されている発光素子である。ＥＬ層８６０は、図示した通り、第１の
層８０４、第２の層８０３、第３の層８０２から構成されている。図２において第２の層
８０３は発光層であり、第１の層８０４及び第３の層８０２は機能層である。図２（Ａ）
乃至（Ｄ）において、発光層である第２の層８０３に混合原子価化合物を含む有機発光材
料を有して形成する。もちろん機能層である第１の層８０４及び第２の層８０２にも混合
原子価化合物を用いてもよい。
【００６４】
発光層５１、及び第２の層８０３について説明する。発光層は発光機能を担う層であり、
混合原子価化合物を含む有機発光材料として発光性の有機化合物を含む。また、無機化合
物を含む構成であってもよい。発光層は、膜厚は１０ｎｍ～１００ｎｍ程度が好ましい。
【００６５】
本発明の発光層に用いることのできる混合原子価化合物は、具体的には、ＣｕＰｃ、Ｇａ
ｑ３、ＧａＭｑＣｌ、Ａｌｑ３、Ａｌｍｑ３、ＢＡｌｑ２、Ａｌｐｈ３、Ａｌｐｑ３、Ｉ
ｎｑ３、Ｉｒ（ｐｐｙ）２（ａｃａｃ）、ビス［２－（４’，６’－ジフルオロフェニル
）ピリジナト－Ｎ，Ｃ２’］イリジウム（ＩＩＩ）ピコリナート（略称：ＦＩｒｐｉｃ）
、トリス（２－フェニルピリジナト－Ｎ，Ｃ２’）イリジウム（ＩＩＩ）（略称：Ｉｒ（
ｐｐｙ）３）、Ｅｕ（ＴＴＡ）３（ｐｈｅｎ）、Ｔｂ（ａｃａｃ）３、Ｔｂ（ａｃａｃ）

３ｐｈｅｎ、Ｄｙ（ＴＴＦＡ）３（ｐｈｅｎ）、（２，３，７，８，１２，１３，１７，
１８－オクタエチル－２１Ｈ，２３Ｈ－ポルフィリナト）白金（ＩＩ）（略称：ＰｔＯＥ
Ｐ）、Ｅｕ（ＤＢＭ）３（ｐｈｅｎ）、Ｐｔ（ｔｈｐｙ）２、Ｉｒ（ｐｐｒ）３、ｂｔｐ

２Ｉｒ（ａｃａｃ）、ＺｎＢＯＸ、ＺｎＰＢＴ、Ｚｎ（ＯＸＺ）２、ＺｎＰＢＯ、ＴｉＯ
Ｐｃ、ＰｂＰｃ、Ｙｂｑ３、Ｎｄｑ３、Ｅｒｑ３などがある。これらに限らず、錯体であ
れば中心金属（混合原子価状態を有する）の周りの配位子を変えれば様々な混合原子価が
得られ、本発明の発光層に用いることができる。
【００６６】
また混合原子価化合物をホスト材料として用いる場合、用いることのできるゲスト材料と
しては目的の発光色によって材料を選択できる。例えば、Ｇａｑ３、Ｉｎｑ３、Ｐｂｑ３

、Ｎｄｑ３、Ｅｒｑ３のようなホスト材料を用いる場合、ゲスト材料として、Ｎ，Ｎ’－
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ジメチルキナクリドン（ＤＭＱｄ）、ＤＰＱｄ、４－（ジシアノメチレン）－２－メチル
－［ｐ－（ジメチルアミノ）スチリル］－４Ｈ－ピラン（略称：ＤＣＭ１）、４－（ジシ
アノメチレン）－２－メチル－６－［２－（ジュロリジン－９－イル）エテニル］－４Ｈ
－ピラン（略称：ＤＣＭ２）などを用いることができる。
【００６７】
また混合原子価化合物をゲスト材料として用いる場合、例えば、ＰｔＯＥＰやＩｒ（ｐｐ
ｙ）３などをゲスト材料として用いる場合、ホスト材料として、Ａｌｑ３、ＮＰＢ、ＴＰ
Ｄなどを用いることができる。
【００６８】
また、本発明の発光層においては、上述した混合原子価化合物を含む有機発光材料だけで
なく、さらに他の有機化合物、あるいは無機化合物が添加されていてもよい。添加できる
有機化合物としては、例えば、ＴＤＡＴＡ、ＭＴＤＡＴＡ、ｍ－ＭＴＤＡＢ、ＴＰＤ、Ｎ
ＰＢ、ルブレン、ＤＮＴＰＤ、ＴＣＴＡ、Ａｌｑ３、Ａｌｍｑ３、ＢｅＢｑ２、ＢＡｌｑ
、Ｚｎ（ＢＯＸ）２、Ｚｎ（ＢＴＺ）２、ＢＰｈｅｎ、ＢＣＰ、ＰＢＤ、ＯＸＤ－７、Ｔ
ＰＢＩ、ＴＡＺ、ｐ－ＥｔＴＡＺ、ＤＮＡ、ｔ－ＢｕＤＮＡ、ＤＰＶＢｉなどの他、４，
４’－ビス（Ｎ－カルバゾリル）ビフェニル（略称：ＣＢＰ）、１，３，５－トリス［４
－（Ｎ－カルバゾリル）フェニル］ベンゼン（略称：ＴＣＰＢ）などを用いることができ
るが、これらに限定されることはない。なお、このように有機化合物以外に添加する有機
化合物は、有機化合物を効率良く発光させるため、有機化合物の励起エネルギーよりも大
きい励起エネルギーを有し、かつ有機化合物よりも多く添加されていることが好ましい（
それにより、有機化合物の濃度消光を防ぐことができる）。あるいはまた、他の機能とし
て、有機化合物と共に発光を示してもよい（それにより、白色発光なども可能となる）。
【００６９】
発光層を一重項励起発光材料の他、金属錯体などを含む三重項励起材料を用いても良い。
例えば、赤色の発光性の画素、緑色の発光性の画素及び青色の発光性の画素のうち、輝度
半減時間が比較的短い赤色の発光性の画素を三重項励起発光材料で形成し、他を一重項励
起発光材料で形成する。三重項励起発光材料は発光効率が良いので、同じ輝度を得るのに
消費電力が少なくて済むという特徴がある。すなわち、赤色画素に適用した場合、発光素
子に流す電流量が少なくて済むので、信頼性を向上させることができる。低消費電力化と
して、赤色の発光性の画素と緑色の発光性の画素とを三重項励起発光材料で形成し、青色
の発光性の画素を一重項励起発光材料で形成しても良い。人間の視感度が高い緑色の発光
素子も三重項励起発光材料で形成することで、より低消費電力化を図ることができる。
【００７０】
発光層は、発光波長帯の異なる発光層を画素毎に形成して、カラー表示を行う構成として
も良い。典型的には、Ｒ（赤）、Ｇ（緑）、Ｂ（青）の各色に対応した発光層を形成する
。この場合にも、画素の光放射側にその発光波長帯の光を透過するフィルターを設けた構
成とすることで、色純度の向上や、画素部の鏡面化（映り込み）の防止を図ることができ
る。フィルターを設けることで、従来必要であるとされていた円偏光板などを省略するこ
とが可能となり、発光層から放射される光の損失を無くすことができる。さらに、斜方か
ら画素部（表示画面）を見た場合に起こる色調の変化を低減することができる。
【００７１】
なお、発光層は、単層でも、複数積層して形成していてもよい。発光層の層構造は変化し
うるものであり、特定の電子注入領域や発光領域を備えていない代わりに、電子注入用の
電極層を備えたり、発光性の材料を分散させて備えたりする変形は、本発明の趣旨を逸脱
しない範囲において許容されうるものである。
【００７２】
機能層に含まれる混合原子価化合物として、遷移金属や希土類金属の酸化物や硫化物など
を用いることができる。例えば酸化物では、チタン酸ストロンチウム（ＳｒＴｉＯ３）な
どのペロブスカイト型酸化物、マグネタイト（Ｆｅ３Ｏ４）、マンガンフェライト（Ｍｎ
Ｆｅ２Ｏ４）、ニッケルフェライト（ＮｉＦｅ２Ｏ４）などのフェライト材料、ほかにも
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酸化タングステン（ＷＯ３）、酸化バナジウム（Ｖ２Ｏ５）、酸化モリブデン（ＭｏＯ３

）、酸化レニウム（ＲｅＯ３）、酸化ユーロピウム（Ｅｕ３Ｏ４）、チタン酸リチウム（
ＬｉＴｉ２Ｏ４）、酸化マンガン（Ｍｎ３Ｏ４）、酸化コバルト（Ｃｏ３Ｏ４）、酸化ア
ンチモン（Ｓｂ２Ｏ４）、酸化鉛（Ｐｂ３Ｏ４）などがある。硫化物では硫化ユーロピウ
ム（Ｅｕ３Ｓ４）、硫化銅（ＣｕＳ）、硫化ガリウム（ＧａＳ）、硫化タリウム（ＴｌＳ
）などがある、さらに、ハロゲン化合物では弗化銀（Ａｇ２Ｆ）、ハロゲン化インジウム
（ＩｎＦ２、ＩｎＣｌ２、ＩｎＢｒ２、ＩｎＩ２）、塩化タンタル（Ｔａ６Ｃｌ１５）、
塩化タリウム（Ｔｌ４Ｃｌ６）、塩化ガリウム（ＧａＣｌ２）などがある。さらに窒化物
では窒化インジウム（ＩｎＮ）、窒化錫（ＳｎＮ）などや、砒素化物では砒素化ユーロピ
ウム（Ｅｕ３Ａｓ４）などがある。また、白金（Ｐｔ）やパラジウム（Ｐｄ）、ニッケル
（Ｎｉ）、イリジウム（Ｉｒ）、鉄（Ｆｅ）などの金属錯体でも混合原子価状態を有する
。また、銅フタロシアニン（ＣｕＰｃ）、イリジウムフタロシアニン（ＩｒＰｃ）なども
用いることができる。酸化物や硫化物において酸素欠陥や硫黄欠陥となると混合原子価状
態を示すものもあり、またｐ型半導体になるのでホール輸送層に有効であると考えられる
。
【００７３】
第１の層８０４は、第２の層８０３に正孔（ホール）を輸送する機能を担う層である。図
２では第１の層８０４に含まれる正孔注入層（図５における正孔注入層５４）は、正孔注
入性の高い物質を含む層である。モリブデン酸化物（ＭｏＯｘ）やバナジウム酸化物（Ｖ
Ｏｘ）、ルテニウム酸化物（ＲｕＯｘ）、タングステン酸化物（ＷＯｘ）、マンガン酸化
物（ＭｎＯｘ）等を用いることができる。この他、フタロシアニン（略称：Ｈ２Ｐｃ）や
銅フタロシアニン（ＣｕＰＣ）等のフタロシアニン系の化合物、４，４’－ビス［Ｎ－（
４－ジフェニルアミノフェニル）－Ｎ－フェニルアミノ］ビフェニル（略称：ＤＰＡＢ）
、４，４’－ビス（Ｎ－｛４－［Ｎ－（３－メチルフェニル）－Ｎ－フェニルアミノ］フ
ェニル｝－Ｎ－フェニルアミノ）ビフェニル（略称：ＤＮＴＰＤ）等の芳香族アミン化合
物、或いはポリ（エチレンジオキシチオフェン）／ポリ（スチレンスルホン酸）（ＰＥＤ
ＯＴ／ＰＳＳ）等の高分子等によっても第１の層８０４を形成することができる。
【００７４】
また、正孔注入層として、有機化合物と無機化合物とを複合してなる複合材料を用いるこ
とができる。特に、有機化合物と、有機化合物に対して電子受容性を示す無機化合物とを
含む複合材料は、有機化合物と無機化合物との間で電子の授受が行われ、キャリア密度が
増大するため、正孔注入性、正孔輸送性に優れている。
【００７５】
また、正孔注入層として有機化合物と無機化合物とを複合してなる複合材料を用いた場合
、電極層とオーム接触をすることが可能となるため、仕事関数に関わらず電極層を形成す
る材料を選ぶことができる。
【００７６】
複合材料に用いる無機化合物としては、遷移金属の酸化物であることが好ましい。また元
素周期表における第４族乃至第８族に属する金属の酸化物を挙げることができる。具体的
には、酸化バナジウム、酸化ニオブ、酸化タンタル、酸化クロム、酸化モリブデン、酸化
タングステン、酸化マンガン、酸化レニウムは電子受容性が高いため好ましい。中でも特
に、酸化モリブデンは大気中で安定であり、吸湿性が低く、扱いやすいため好ましい。
【００７７】
複合材料に用いる有機化合物としては、芳香族アミン化合物、カルバゾール誘導体、芳香
族炭化水素、高分子化合物（オリゴマー、デンドリマー、ポリマー等）など、種々の化合
物を用いることができる。なお、複合材料に用いる有機化合物としては、正孔輸送性の高
い有機化合物であることが好ましい。具体的には、１０－６ｃｍ２／Ｖｓ以上の正孔移動
度を有する物質であることが好ましい。但し、電子よりも正孔の輸送性の高い物質であれ
ば、これら以外のものを用いてもよい。以下では、複合材料に用いることのできる有機化
合物を具体的に列挙する。
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【００７８】
例えば、芳香族アミン化合物としては、Ｎ，Ｎ’－ジ（ｐ－トリル）－Ｎ，Ｎ’－ジフェ
ニル－ｐ－フェニレンジアミン（略称：ＤＴＤＰＰＡ）、４，４’－ビス［Ｎ－（４－ジ
フェニルアミノフェニル）－Ｎ－フェニルアミノ］ビフェニル（略称：ＤＰＡＢ）、４，
４’－ビス（Ｎ－｛４－［Ｎ－（３－メチルフェニル）－Ｎ－フェニルアミノ］フェニル
｝－Ｎ－フェニルアミノ）ビフェニル（略称：ＤＮＴＰＤ）、１，３，５－トリス［Ｎ－
（４－ジフェニルアミノフェニル）－Ｎ－フェニルアミノ］ベンゼン（略称：ＤＰＡ３Ｂ
）等を挙げることができる。
【００７９】
複合材料に用いることのできるカルバゾール誘導体としては、具体的には、３－［Ｎ－（
９－フェニルカルバゾール－３－イル）－Ｎ－フェニルアミノ］－９－フェニルカルバゾ
ール（略称：ＰＣｚＰＣＡ１）、３，６－ビス［Ｎ－（９－フェニルカルバゾール－３－
イル）－Ｎ－フェニルアミノ］－９－フェニルカルバゾール（略称：ＰＣｚＰＣＡ２）、
３－［Ｎ－（１－ナフチル）－Ｎ－（９－フェニルカルバゾール－３－イル）アミノ］－
９－フェニルカルバゾール（略称：ＰＣｚＰＣＮ１）等を挙げることができる。
【００８０】
また、４，４’－ジ（Ｎ－カルバゾリル）ビフェニル（略称：ＣＢＰ）、１，３，５－ト
リス［４－（Ｎ－カルバゾリル）フェニル］ベンゼン（略称：ＴＣＰＢ）、９－［４－（
Ｎ－カルバゾリル）］フェニル－１０－フェニルアントラセン（略称：ＣｚＰＡ）、１，
４－ビス［４－（Ｎ－カルバゾリル）フェニル］－２，３，５，６－テトラフェニルベン
ゼン等を用いることができる。
【００８１】
また、複合材料に用いることのできる芳香族炭化水素としては、例えば、２－ｔｅｒｔ－
ブチル－９，１０－ジ（２－ナフチル）アントラセン（略称：ｔ－ＢｕＤＮＡ）、２－ｔ
ｅｒｔ－ブチル－９，１０－ジ（１－ナフチル）アントラセン、９，１０－ビス（３，５
－ジフェニルフェニル）アントラセン（略称：ＤＰＰＡ）、２－ｔｅｒｔ－ブチル－９，
１０－ビス（４－フェニルフェニル）アントラセン（略称：ｔ－ＢｕＤＢＡ）、９，１０
－ジ（２－ナフチル）アントラセン（略称：ＤＮＡ）、９，１０－ジフェニルアントラセ
ン（略称：ＤＰＡｎｔｈ）、２－ｔｅｒｔ－ブチルアントラセン（略称：ｔ－ＢｕＡｎｔ
ｈ）、９，１０－ビス（４－メチル－１－ナフチル）アントラセン（略称：ＤＭＮＡ）、
２－ｔｅｒｔ－ブチル－９，１０－ビス［２－（１－ナフチル）フェニル］アントラセン
、９，１０－ビス［２－（１－ナフチル）フェニル］アントラセン、２，３，６，７－テ
トラメチル－９，１０－ジ（１－ナフチル）アントラセン、２，３，６，７－テトラメチ
ル－９，１０－ジ（２－ナフチル）アントラセン、９，９’－ビアントリル、１０，１０
’－ジフェニル－９，９’－ビアントリル、１０，１０’－ビス（２－フェニルフェニル
）－９，９’－ビアントリル、１０，１０’－ビス［（２，３，４，５，６－ペンタフェ
ニル）フェニル］－９，９’－ビアントリル、アントラセン、テトラセン、ルブレン、ペ
リレン、２，５，８，１１－テトラ（ｔｅｒｔ－ブチル）ペリレン等が挙げられる。また
、この他、ペンタセン、コロネン等も用いることができる。このように、１×１０－６ｃ
ｍ２／Ｖｓ以上の正孔移動度を有し、炭素数１４～４２である芳香族炭化水素を用いるこ
とがより好ましい。
【００８２】
なお、複合材料に用いることのできる芳香族炭化水素は、ビニル骨格を有していてもよい
。ビニル基を有している芳香族炭化水素としては、例えば、４，４’－ビス（２，２－ジ
フェニルビニル）ビフェニル（略称：ＤＰＶＢｉ）、９，１０－ビス［４－（２，２－ジ
フェニルビニル）フェニル］アントラセン（略称：ＤＰＶＰＡ）等が挙げられる。
【００８３】
また、ポリ（Ｎ－ビニルカルバゾール）（略称：ＰＶＫ）やポリ（４－ビニルトリフェニ
ルアミン）（略称：ＰＶＴＰＡ）等の高分子化合物を用いることもできる。
【００８４】
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図２では第１の層８０４に含まれる正孔輸送層（図５（Ｄ）における正孔輸送層５２）を
形成する物質としては、正孔輸送性の高い物質、具体的には、芳香族アミン（すなわち、
ベンゼン環－窒素の結合を有するもの）の化合物であることが好ましい。広く用いられて
いる材料として、４，４’－ビス［Ｎ－（３－メチルフェニル）－Ｎ－フェニルアミノ］
ビフェニル、その誘導体である４，４’－ビス［Ｎ－（１－ナフチル）－Ｎ－フェニルア
ミノ］ビフェニル（以下、ＮＰＢと記す）、４，４’，４’’－トリス（Ｎ，Ｎ－ジフェ
ニル－アミノ）トリフェニルアミン、４，４’，４’’－トリス［Ｎ－（３－メチルフェ
ニル）－Ｎ－フェニルアミノ］トリフェニルアミンなどのスターバースト型芳香族アミン
化合物が挙げられる。ここに述べた物質は、主に１０－６ｃｍ２／Ｖｓ以上の正孔移動度
を有する物質である。但し、電子よりも正孔の輸送性の高い物質であれば、これら以外の
ものを用いてもよい。なお、正孔輸送層は、単層のものだけでなく、上記物質の混合層、
あるいは二層以上積層したものであってもよい。
【００８５】
本発明において、第１の層８０４（正孔輸送層、正孔注入層）を、混合原子価を含む機能
層として形成する場合は、第１の層８０４（正孔輸送層、正孔注入層）を、上記混合原子
価化合物を用いて形成する。また上記第１の層８０４（正孔輸送層、正孔注入層）に用い
ることのできる物質と混合原子価化合物とを混合して混合層として用いてもよく、積層構
造としてもよい。
【００８６】
第３の層８０２は、第２の層８０３に電子を輸送、注入する機能を担う層である。図２で
は第３の層８０２に含まれる電子輸送層（図５（Ｄ）における電子輸送層５３）について
説明する。電子輸送層は、電子輸送性の高い物質を用いることができる。例えば、トリス
（８－キノリノラト）アルミニウム（略称：Ａｌｑ）、トリス（４－メチル－８－キノリ
ノラト）アルミニウム（略称：Ａｌｍｑ３）、ビス（１０－ヒドロキシベンゾ［ｈ］キノ
リナト）ベリリウム（略称：ＢｅＢｑ２）、ビス（２－メチル－８－キノリノラト）（４
－フェニルフェノラト）アルミニウム（略称：ＢＡｌｑ）など、キノリン骨格またはベン
ゾキノリン骨格を有する金属錯体等からなる層である。また、この他ビス［２－（２－ヒ
ドロキシフェニル）ベンゾオキサゾラト］亜鉛（略称：Ｚｎ（ＢＯＸ）２）、ビス［２－
（２－ヒドロキシフェニル）ベンゾチアゾラト］亜鉛（略称：Ｚｎ（ＢＴＺ）２）などの
オキサゾール系、チアゾール系配位子を有する金属錯体なども用いることができる。さら
に、金属錯体以外にも、２－（４－ビフェニリル）－５－（４－ｔｅｒｔ－ブチルフェニ
ル）－１，３，４－オキサジアゾール（略称：ＰＢＤ）や、１，３－ビス［５－（ｐ－ｔ
ｅｒｔ－ブチルフェニル）－１，３，４－オキサジアゾール－２－イル］ベンゼン（略称
：ＯＸＤ－７）、３－（４－ビフェニリル）－４－フェニル－５－（４－ｔｅｒｔ－ブチ
ルフェニル）－１，２，４－トリアゾール（略称：ＴＡＺ）、バソフェナントロリン（略
称：ＢＰｈｅｎ）、バソキュプロイン（略称：ＢＣＰ）なども用いることができる。ここ
に述べた物質は、主に１０－６ｃｍ２／Ｖｓ以上の電子移動度を有する物質である。なお
、正孔よりも電子の輸送性の高い物質であれば、上記以外の物質を電子輸送層として用い
ても構わない。また、電子輸送層は、単層のものだけでなく、上記物質からなる層が二層
以上積層したものとしてもよい。
【００８７】
図２では第３の層８０２に含まれる電子注入層（図５（Ｄ）における電子注入層５５）に
ついて説明する。電子注入層は、電子注入性の高い物質を用いることができる。電子注入
層としては、フッ化リチウム（ＬｉＦ）、フッ化セシウム（ＣｓＦ）、フッ化カルシウム
（ＣａＦ２）等のようなアルカリ金属又はアルカリ土類金属又はそれらの化合物を用いる
ことができる。例えば、電子輸送性を有する物質からなる層中にアルカリ金属又はアルカ
リ土類金属又はそれらの化合物を含有させたもの、例えばＡｌｑ中にマグネシウム（Ｍｇ
）を含有させたもの等を用いることができる。なお、電子注入層として、電子輸送性を有
する物質からなる層中にアルカリ金属又はアルカリ土類金属を含有させたものを用いるこ
とにより、電極層からの電子注入が効率良く行われるためより好ましい。
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【００８８】
本発明において、第３の層８０２（電子輸送層、電子注入層）を混合原子価化合物を含む
機能層として形成する場合は、第３の層８０２（電子輸送層、電子注入層）に、上記混合
原子価化合物を含んで形成する。上記第３の層８０２（電子輸送層、電子注入層）に用い
ることのできる物質と混合原子価化合物とを混合して混合層として用いればよく、積層構
造としてもよい。
【００８９】
上記のような材料で形成した発光素子は、順方向にバイアスすることで発光する。発光素
子を用いて形成する表示装置の画素は、単純マトリクス方式、若しくはアクティブマトリ
クス方式で駆動することができる。いずれにしても、個々の画素は、ある特定のタイミン
グで順方向バイアスを印加して発光させることとなるが、ある一定期間は非発光状態とな
っている。この非発光時間に逆方向のバイアスを印加することで発光素子の信頼性を向上
させることができる。発光素子では、一定駆動条件下で発光強度が低下する劣化や、画素
内で非発光領域が拡大して見かけ上輝度が低下する劣化モードがあるが、順方向及び逆方
向にバイアスを印加する交流的な駆動を行うことで、劣化の進行を遅くすることができ、
発光表示装置の信頼性を向上させることができる。また、デジタル駆動、アナログ駆動ど
ちらでも適用可能である。
【００９０】
よって、封止基板にカラーフィルタ（着色層）を形成してもよい。カラーフィルタ（着色
層）は、蒸着法や液滴吐出法によって形成することができ、カラーフィルタ（着色層）を
用いると、高精細な表示を行うこともできる。カラーフィルタ（着色層）により、各ＲＧ
Ｂの発光スペクトルにおいてブロードなピークが鋭いピークになるように補正できるから
である。
【００９１】
単色の発光を示す材料を形成し、カラーフィルタや色変換層を組み合わせることによりフ
ルカラー表示を行うことができる。カラーフィルタ（着色層）や色変換層は、例えば封止
基板に形成し、素子基板へ張り合わせればよい。
【００９２】
もちろん単色発光の表示を行ってもよい。例えば、単色発光を用いてエリアカラータイプ
の表示装置を形成してもよい。エリアカラータイプは、パッシブマトリクス型の表示部が
適しており、主に文字や記号を表示することができる。
【００９３】
第１の電極層８７０及び第２の電極層８５０は仕事関数を考慮して材料を選択する必要が
あり、そして第１の電極層８７０及び第２の電極層８５０は、画素構成によりいずれも陽
極（電位が高い電極層）、又は陰極（電位が低い電極層）となりうる。駆動用トランジス
タの極性がｐチャネル型である場合、図２（Ａ）のように第１の電極層８７０を陽極、第
２の電極層８５０を陰極とするとよい。また、駆動用トランジスタの極性がｎチャネル型
である場合、図２（Ｂ）のように、第１の電極層８７０を陰極、第２の電極層８５０を陽
極とすると好ましい。第１の電極層８７０および第２の電極層８５０に用いることのでき
る材料について述べる。第１の電極層８７０、第２の電極層８５０が陽極として機能する
場合は仕事関数の大きい材料（具体的には４．５ｅＶ以上の材料）が好ましく、第１の電
極層、第２の電極層８５０が陰極として機能する場合は仕事関数の小さい材料（具体的に
は３．５ｅＶ以下の材料）が好ましい。しかしながら、第１の層８０４の正孔注入、正孔
輸送特性や、第３の層８０２の電子注入性、電子輸送特性が優れているため、第１の電極
層８７０、第２の電極層８５０共に、ほとんど仕事関数の制限を受けることなく、種々の
材料を用いることができる。
【００９４】
図２（Ａ）、（Ｂ）における発光素子は、第１の電極層８７０より光を取り出す構造のた
め、第２の電極層８５０は、必ずしも光透光性を有する必要はない。第２の電極層８５０
としては、Ｔｉ、Ｎｉ、Ｗ、Ｃｒ、Ｐｔ、Ｚｎ、Ｓｎ、Ｉｎ、Ｔａ、Ａｌ、Ｃｕ、Ａｕ、
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Ａｇ、Ｍｇ、Ｃａ、ＬｉまたはＭｏから選ばれた元素、またはＴｉＮ、ＴｉＳｉＸＮＹ、
ＷＳｉＸ、ＷＮＸ、ＷＳｉＸＮＹ、ＮｂＮなどの前記元素を主成分とする合金材料もしく
は化合物材料を主成分とする膜またはそれらの積層膜を総膜厚１００ｎｍ～８００ｎｍの
範囲で用いればよい。
【００９５】
また、第２の電極層８５０に第１の電極層８７０で用いる材料のような透光性を有する導
電性材料を用いると、第２の電極層８５０からも光を取り出す構造となり、発光素子から
放射される光は、第１の電極層８７０と第２の電極層８５０との両方より放射される両面
放射構造とすることができる。
【００９６】
なお、第１の電極層８７０や第２の電極層８５０の種類を変えることで、本発明の発光素
子は様々なバリエーションを有する。
【００９７】
図２（Ｂ）は、ＥＬ層８６０が、第１の電極層８７０側から第３の層８０２、第２の層８
０３、第１の層８０４の順で構成されているケースである。
【００９８】
図２（Ｃ）は、図２（Ａ）において、第１の電極層８７０に反射性を有する電極層を用い
、第２の電極層８５０に透光性を有する電極層を用いており、発光素子より放射された光
は第１の電極層８７０で反射され、第２の電極層８５０を透過して放射される。同様に図
２（Ｄ）は、図２（Ｂ）において、第１の電極層８７０に反射性を有する電極層を用い、
第２の電極層８５０に透光性を有する電極層を用いており、発光素子より放射された光は
第１の電極層８７０で反射され、第２の電極層８５０を透過して放射される。
【００９９】
なお、ＥＬ層８６０に有機化合物と無機化合物が混合させて設ける場合、その形成方法と
しては種々の手法を用いることができる。例えば、有機化合物と無機化合物の両方を抵抗
加熱により蒸発させ、共蒸着する手法が挙げられる。その他、有機化合物を抵抗加熱によ
り蒸発させる一方で、無機化合物をエレクトロンビーム（ＥＢ）により蒸発させ、共蒸着
してもよい。また、有機化合物を抵抗加熱により蒸発させると同時に、無機化合物をスパ
ッタリングし、両方を同時に堆積する手法も挙げられる。その他、湿式法により成膜して
もよい。
【０１００】
第１の電極層８７０および第２の電極層８５０の作製方法としては、抵抗加熱による蒸着
法、ＥＢ蒸着法、スパッタリング法、ＣＶＤ法、スピンコート法、印刷法、ディスペンサ
法または液滴吐出法などを用いることができる。
【０１０１】
本実施の形態における発光素子は、一対の電極層間に混合原子価化合物を含む有機発光材
料を有する発光層が設けられたＥＬ層を有することにより、発光層の電子輸送性が向上す
る。よって、発光素子の低電圧駆動が可能になり、低消費電力化が達成でき、信頼性も向
上する。
【０１０２】
また、価数によって発光色も変化するので、価数の種類や比率を制御することによって、
発光色の色度を調整することができる。さらに、補色同士を混色として白色発光を行うこ
ともできる。従って発光素子の発光色の選択性が広がる。そのような発光素子を用いた発
光装置においては、多彩な発光色を有する高画質な発光装置とすることができる。
【０１０３】
よって、本発明を用いた本実施の形態の発光素子を具備した発光装置は、消費電力の低い
高信頼性であり、かつ多彩な発光色を有する高画質な発光装置とすることができる。
【０１０４】
（実施の形態２）
本実施の形態は、本発明に係る複数の発光ユニットを積層した構成の発光素子（以下、積
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層型素子という）の態様について、図２０を参照して説明する。この発光素子は、第１の
電極層と第２の電極層との間に、複数の発光ユニットを有する発光素子である。
【０１０５】
図２０において、第１の電極層５０１と第２の電極層５０２との間には、第１の発光ユニ
ット５１１と第２の発光ユニット５１２が積層されている。第１の電極層５０１と第２の
電極層５０２は実施の形態１と同様なものを適用することができる。また、第１の発光ユ
ニット５１１と第２の発光ユニット５１２は同じ構成であっても異なる構成であってもよ
く、その構成は実施の形態１と同様なものを適用することができる。従って第１の発光ユ
ニット５１１及び第２の発光ユニット５１２に設けられる発光層に混合原子価化合物を含
む有機発光材料を有する構成とすればよい。
【０１０６】
第１の発光ユニット５１１及び第２の発光ユニット５１２には、混合原子価化合物を含む
有機発光材料を有する発光層が設けられている。また、ＥＬ層は、機能分離された機能層
（正孔注入層、正孔輸送層、電子輸送層、電子注入層など）を含んでいてもよく、混合原
子価化合物を含む有機発光材料を有する発光層と機能層との積層構造であってもよい。こ
の場合、機能層にも混合原子価化合物を含む構成であってもよい。
【０１０７】
ある化合物において、その構成する同一元素の価数が複数存在する状態を混合原子価状態
といい、そのような化合物を混合原子価化合物という。例えば、ＭＸという化合物におい
て、Ｍの価数が＋ｎ、＋ｍ（ｎ≠ｍ）というように複数存在する状態である。価数の種類
は、３種類以上あってもよい。
【０１０８】
具体的な価数の例として、＋１、＋２価の混合状態や、＋２、＋３価の混合状態の場合が
あり、＋１、＋２、＋３価の混合状態を有するものがある。また混合する価数は、連続す
る価数でなくともよく、＋１と＋３価というように離れている値の組み合わせを有する場
合もある。さらに一つの化合物において、２つ以上の元素が混合原子価状態を有する場合
もある。例えば上記ＭＸであればＸの価数が－ａ、－ｂ価（ａ≠ｂ）、Ｍの価数が＋ｎ、
＋ｍ（ｎ≠ｍ）の場合である。本発明で用いられる混合原子価化合物は、有機化合物及び
無機化合物がある。また、化合物の組成式が、非化学量論的であってもよい。
【０１０９】
その化合物を作製、合成する条件によって、混合原子価状態にすることができ、またその
状態（例えば価数の割合）を制御することができる。例えば、合成温度、目的の化合物を
合成するときの原材料の種類や混合量などがある。薄膜を成膜する際の状態（真空蒸着等
などの成膜方法）にも由来する。また、酸化物や硫化物などでは欠陥によって生じる場合
やある元素をドープすることで得られる場合がある。この原子価状態にはその状態によっ
て２つのタイプがあり、無秩序型と秩序型に分けられる。無秩序型は＋ｎ価と＋ｍ価を有
する元素（＋ｎ価を有する原子及び＋ｍ価を有する原子）がその化合物中でランダムに分
布されている。一方、秩序型はランダムではなく＋ｎ価を有する原子及び＋ｍ価を有する
原子の同一元素が一定の場所（サイト）に整列をしている。例えば化合物中で、あるサイ
トには＋ｎ価の原子のみ、別のサイトには＋ｍ価の原子のみといった状態を取っている。
ホッピング伝導では無秩序型が好ましいと考えられる。このような混合原子価化合物には
超伝導物質、センサーなど興味深い特性を有する材料が多い。
【０１１０】
混合原子価化合物は、異なる価数を有することからホッピング伝導（Ｐｏｏｌ－Ｆｒｅｎ
ｋｅｌ伝導と呼ぶ場合もある）する。よって、このホッピング伝導により電荷（キャリア
）移動性を向上させることができる。従って混合原子価化合物を素子の発光層に有するこ
とにより、発光素子を低電圧で駆動することができるため、低消費電力化が達成でき、信
頼性も向上する。
【０１１１】
また、価数は発光色に影響を与える。従って、価数により発光色を変化させることができ
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るので、価数の種類や比率を制御することによって、発光色の色度を調整することができ
る。さらに、補色同士を混色として白色発光を行うこともできる。従って発光色の選択性
が広がり、そのような発光素子を用いた発光装置においては、多色な発光色を有する高画
質な発光装置とすることができる。
【０１１２】
このような原子価状態はようするに酸化状態が複数ある状態であり、価数揺動とも言われ
る。本発明の発光層に用いることのできる混合原子価状態をとることができる化合物とし
て、複数の価数が存在できる遷移金属と希土類金属で構成される化合物がある。周期表で
遷移金属元素と呼ばれる３～１２族、希土類金属元素と呼ばれるランタノイド元素、アク
チノイド元素、さらに１３足元素があげられる。前記金属元素は、金属錯体の中心金属と
して前記金属元素を有する場合や、置換基として前記金属元素を有している場合が考えら
れる。特に硫化物、酸化物などのカルコゲナイド化合物やハロゲン化合物など周期表では
１３～１７族で構成される化合物で混合原子価状態は現れ、またそれらの複合した化合物
でも同様に混合原子価状態をとることができる。混合原子価化合物において、原子価を複
数とることができる金属元素は、単数でもよいが、複数の金属元素を含んでいてもよい。
材料の組み合わせは自由に設定でき、目的の色や効果を得られるようにする。混合原子価
化合物を含む有機発光材料が発光機能を有していればよい。具体的には実施の形態１で示
す材料を用いて本発明を用いた本実施の形態の混合原子価化合物を含む有機発光材料を有
する発光層を形成することができる。
【０１１３】
発光層は、複数の材料を組み合わせることによって形成することができ、本明細書におい
ては、マトリクスとなる材料をホスト材料、マトリクス中に分散される材料をゲスト材料
とよぶ。ホスト材料にゲスト材料を添加することによってより高効率及び高輝度な発光が
得られる。発光層がホスト材料とゲスト材料とで構成される場合、ホスト材料及びゲスト
材料の少なくとも一方が混合原子価化合物であればよい。
【０１１４】
ホスト材料が混合原子価化合物である場合、ホッピング伝導により電荷移動性が高いホス
ト材料から、効率よくエネルギーがゲスト材料に移動し、発光を得ることができるため、
発光素子を低電圧で駆動することができる。
【０１１５】
一方ゲスト材料が混合原子価である場合、発光に寄与するゲスト材料が複数の価数を有し
ている混合原子価状態なために、発光が単色ではなく、発光色の波長スペクトルはよりブ
ロードなものや、２波長以上のピークを有するものとなる。従って、発光素子の発光色の
色度を調整することができる。さらに、補色同士を混色として白色発光を行うこともでき
る。従って発光色の選択性が広がる。
【０１１６】
もちろん、ホスト材料及びゲスト材料両方に混合原子価化合物を用いてもよい。この場合
、ホスト材料においては、高い電荷移動性によりゲスト材料にエネルギーを効率よく移動
でき、さらに、ゲスト材料は複数の価数において発光を行うので、その発光は、ブロード
な発光スペクトル、２波長以上のピークを有するスペクトルとすることができる。従って
低消費電力で、かつ発光色の色度調整及び混色発光によって、多彩な発光色を選択するこ
とができる。
【０１１７】
電荷発生層５１３には、有機化合物と金属酸化物の複合材料が含まれている。この有機化
合物と金属酸化物の複合材料は、実施の形態１で示した複合材料であり、有機化合物とＶ

２Ｏ５やＭｏＯ３やＷＯ３等の金属酸化物を含む。有機化合物としては、芳香族アミン化
合物、カルバゾール誘導体、芳香族炭化水素、高分子化合物（オリゴマー、デンドリマー
、ポリマー等）など、種々の化合物を用いることができる。なお、有機化合物としては、
正孔輸送性有機化合物として正孔移動度が１０－６ｃｍ２／Ｖｓ以上であるものを適用す
ることが好ましい。但し、電子よりも正孔の輸送性の高い物質であれば、これら以外のも
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のを用いてもよい。有機化合物と金属酸化物の複合材料は、キャリア注入性、キャリア輸
送性に優れているため、低電圧駆動、低電流駆動を実現することができる。
【０１１８】
なお、電荷発生層５１３は、有機化合物と金属酸化物の複合材料と他の材料とを組み合わ
せて形成してもよい。例えば、有機化合物と金属酸化物の複合材料を含む層と、電子供与
性物質の中から選ばれた一の化合物と電子輸送性の高い化合物とを含む層とを組み合わせ
て形成してもよい。また、有機化合物と金属酸化物の複合材料を含む層と、透明導電膜と
を組み合わせて形成してもよい。
【０１１９】
いずれにしても、第１の発光ユニット５１１と第２の発光ユニット５１２に挟まれる電荷
発生層５１３は、第１の電極層５０１と第２の電極層５０２に電圧を印加したときに、一
方の側の発光ユニットに電子を注入し、他方の側の発光ユニットに正孔を注入するもので
あれば良い。
【０１２０】
本実施の形態では、２つの発光ユニットを有する発光素子について説明したが、同様に、
３つ以上の発光ユニットを積層した発光素子についても、同様に適用することが可能であ
る。本実施の形態に係る発光素子のように、一対の電極間に複数の発光ユニットを電荷発
生層で仕切って配置することで、電流密度を低く保ったまま、高輝度領域での長寿命素子
を実現できる。また、照明を応用例とした場合は、電極材料の抵抗による電圧降下を小さ
くできるので、大面積での均一発光が可能となる。また、低電圧駆動が可能で消費電力が
低くい発光装置を実現することができる。
【０１２１】
なお、本実施の形態は、実施の形態１と適宜組み合わせることが可能である。
【０１２２】
本実施の形態における発光素子は、一対の電極層間に混合原子価化合物を含む有機発光材
料を有する発光層が設けられたＥＬ層を有することにより、発光層の電子輸送性が向上す
る。よって、発光素子の低電圧駆動が可能になり、低消費電力化が達成でき、信頼性も向
上する。
【０１２３】
また、価数によって発光色も変化するので、価数の種類や比率を制御することによって、
発光色の色度を調整することができる。さらに、補色同士を混色として白色発光を行うこ
ともできる。従って発光素子の発光色の選択性が広がる。そのような発光素子を用いた発
光装置においては、多彩な発光色を有する高画質な発光装置とすることができる。
【０１２４】
よって、本発明を用いた本実施の形態の発光素子を具備した発光装置は、消費電力の低い
高信頼性であり、かつ多彩な発光色を有する高画質な発光装置とすることができる。
【０１２５】
（実施の形態３）
本実施の形態では、本発明の発光素子を有する発光装置の一構成例に関して図面を用いて
説明する。より具体的には、発光装置の構成がパッシブマトリクス型の場合に関して示す
。
【０１２６】
発光装置は、第１の方向に延びた第１の電極層７５１ａ、第１の電極層７５１ｂ、第１の
電極層７５１ｃ、第１の電極層７５１ａ、第１の電極層７５１ｂ、第１の電極層７５１ｃ
を覆って設けられたＥＬ層７５２と、第１の方向と垂直な第２の方向に延びた第２の電極
層７５３ａ、第２の電極層７５３ｂ、第２の電極層７５３ａとを有している（図２５（Ａ
）参照。）。ＥＬ層７５２は混合原子価化合物を含む有機発光材料を有する発光層を有し
ている。第１の電極層７５１ａ、第１の電極層７５１ｂ、第１の電極層７５１ｃと第２の
電極層７５３ａ、第２の電極層７５３ｂ、第２の電極層７５３ａとの間にＥＬ層７５２が
設けられている。また、第２の電極層７５３ａ、第２の電極層７５３ｂ、第２の電極層７
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５３ａを覆うように、保護膜として機能する絶縁層７５４を設けている（図２５（Ｂ）参
照。）。なお、隣接する各々のメモリセル間において横方向への電界の影響が懸念される
場合は、各発光素子に設けられたＥＬ層７５２を分離してもよい。
【０１２７】
図２５（Ｃ）は、図２５（Ｂ）の変形例であり、基板７９０上に、第１の電極層７９１ａ
、第１の電極層７９１ｂ、第１の電極層７９１ｃ、機能層を含むＥＬ層７９２、第２の電
極層７９３ｂ、保護層である絶縁層７９４を有している。ＥＬ層７９２は混合原子価化合
物を含む有機発光材料を有する発光層を有している。図２（Ｃ）の第１の電極層７９１ａ
、第１の電極層７９１ｂ、第１の電極層７９１ｃのように、第１の電極層は、テーパーを
有する形状でもよく、曲率半径が連続的に変化する形状でもよい。第１の電極層７９１ａ
、第１の電極層７９１ｂ、第１の電極層７９１ｃのような形状は、液滴吐出法などを用い
て形成することができる。このような曲率を有する曲面であると、積層する絶縁層や導電
層のカバレッジがよい。
【０１２８】
また、第１の電極層の端部を覆うように隔壁（絶縁層）を形成してもよい。隔壁（絶縁層
）は、他の発光素子間を隔てる壁のような役目を果たす。図２６（Ａ）、（Ｂ）に第１の
電極層の端部を隔壁（絶縁層）で覆う構造を示す。
【０１２９】
図２６（Ａ）に示す発光素子の一例は、隔壁となる隔壁（絶縁層）７７５が、第１の電極
層７７１ａ、第１の電極層７７１ｂ、第１の電極層７７１ｃの端部を覆うようにテーパー
を有する形状で形成されている。基板７７０上に設けられた第１の電極層７７１ａ、第１
の電極層７７１ｂ、第１の電極層７７１ｃ上に、隔壁（絶縁層）７７５を形成し、ＥＬ層
７７２、第２の電極層７７３ｂ、絶縁層７７４を形成する。ＥＬ層７７２は混合原子価化
合物を含む有機発光材料を有する発光層を有している。
【０１３０】
図２６（Ｂ）に示す発光素子の一例は、隔壁（絶縁層）７６５が曲率を有し、その曲率半
径が連続的に変化する形状である。基板７６０上に設けられた第１の電極層７６１ａ、第
１の電極層７６１ｂ、第１の電極層７６１ｃ、ＥＬ層７６２、第２の電極層７６３ｂ、絶
縁層７６４が形成される。ＥＬ層７６２は混合原子価化合物を含む有機発光材料を有する
発光層を有している。
【０１３１】
また、隔壁の他の例を図２１に示す。図２１（Ａ）には本発明を適用して作製したパッシ
ブ型の発光装置の斜視図、図２１（Ｂ）には図２１（Ａ）における線Ｘ－Ｙの断面図を示
す。図２１において、基板７８１上には、第１の電極層７８２と第２の電極層７８６との
間にはＥＬ層７８５が設けられている。ＥＬ層７８５は混合原子価化合物を含む有機発光
材料を有する発光層を有している。第１の電極層７８２の端部は絶縁層７８３で覆われて
いる。そして、絶縁層７８３上には隔壁（絶縁層）７８４が設けられている。隔壁（絶縁
層）７８４の側壁は、基板面に近くなるに伴って、一方の側壁と他方の側壁との間隔が狭
くなっていくような傾斜を有する。つまり、隔壁（絶縁層）７８４の短辺方向の断面は、
台形状であり、底辺（絶縁層７８３の面方向と同様の方向を向き、絶縁層７８３と接する
辺）の方が上辺（絶縁層７８３の面方向と同様の方向を向き、絶縁層７８３と接しない辺
）よりも短い。このように、隔壁（絶縁層）７８４を設けることで、静電気等に起因した
発光素子の不良を防ぐことができる。
【０１３２】
本発明を用いて作製された電極層間に設けられたＥＬ層７６２には、混合原子価化合物を
含む有機発光材料を有する発光層が設けられている。また、ＥＬ層は、機能分離された機
能層（正孔注入層、正孔輸送層、電子輸送層、電子注入層など）を含んでいてもよく、混
合原子価化合物を含む有機発光材料を有する発光層と機能層との積層構造であってもよい
。この場合、機能層にも混合原子価化合物を含む構成であってもよい。本発明を用いた本
実施の形態の機能層は、具体的には実施の形態１で示す材料及び方法を用いて形成するこ
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とができる。
【０１３３】
ある化合物において、その構成する同一元素の価数が複数存在する状態を混合原子価状態
といい、そのような化合物を混合原子価化合物という。例えば、ＭＸという化合物におい
て、Ｍの価数が＋ｎ、＋ｍ（ｎ≠ｍ）というように複数存在する状態である。価数の種類
は、３種類以上あってもよい。
【０１３４】
具体的な価数の例として、＋１、＋２価の混合状態や、＋２、＋３価の混合状態の場合が
あり、＋１、＋２、＋３価の混合状態を有するものがある。また混合する価数は、連続す
る価数でなくともよく、＋１と＋３価というように離れている値の組み合わせを有する場
合もある。さらに一つの化合物において、２つ以上の元素が混合原子価状態を有する場合
もある。例えば上記ＭＸであればＸの価数が－ａ、－ｂ価（ａ≠ｂ）、Ｍの価数が＋ｎ、
＋ｍ（ｎ≠ｍ）の場合である。本発明で用いられる混合原子価化合物は、有機化合物及び
無機化合物がある。また、化合物の組成式が、非化学量論的であってもよい。
【０１３５】
その化合物を作製、合成する条件によって、混合原子価状態にすることができ、またその
状態（例えば価数の割合）を制御することができる。例えば、合成温度、目的の化合物を
合成するときの原材料の種類や混合量などがある。薄膜を成膜する際の状態（真空蒸着等
などの成膜方法）にも由来する。また、酸化物や硫化物などでは欠陥によって生じる場合
やある元素をドープすることで得られる場合がある。この原子価状態にはその状態によっ
て２つのタイプがあり、無秩序型と秩序型に分けられる。無秩序型は＋ｎ価と＋ｍ価を有
する元素（＋ｎ価を有する原子及び＋ｍ価を有する原子）がその化合物中でランダムに分
布されている。一方、秩序型はランダムではなく＋ｎ価を有する原子及び＋ｍ価を有する
原子の同一元素が一定の場所（サイト）に整列をしている。例えば化合物中で、あるサイ
トには＋ｎ価の原子のみ、別のサイトには＋ｍ価の原子のみといった状態を取っている。
ホッピング伝導では無秩序型が好ましいと考えられる。このような混合原子価化合物には
超伝導物質、センサーなど興味深い特性を有する材料が多い。
【０１３６】
混合原子価化合物は、異なる価数を有することからホッピング伝導（Ｐｏｏｌ－Ｆｒｅｎ
ｋｅｌ伝導と呼ぶ場合もある）する。よって、このホッピング伝導により電荷（キャリア
）移動性を向上させることができる。従って混合原子価化合物を素子の発光層に有するこ
とにより、発光素子を低電圧で駆動することができるため、低消費電力化が達成でき、信
頼性も向上する。
【０１３７】
また、価数は発光色に影響を与える。従って、価数により発光色を変化させることができ
るので、価数の種類や比率を制御することによって、発光色の色度を調整することができ
る。さらに、補色同士を混色として白色発光を行うこともできる。従って発光色の選択性
が広がり、そのような発光素子を用いた発光装置においては、多色な発光色を有する高画
質な発光装置とすることができる。
【０１３８】
このような原子価状態はようするに酸化状態が複数ある状態であり、価数揺動とも言われ
る。本発明の発光層に用いることのできる混合原子価状態をとることができる化合物とし
て、複数の価数が存在できる遷移金属と希土類金属で構成される化合物がある。周期表で
遷移金属元素と呼ばれる３～１２族、希土類金属元素と呼ばれるランタノイド元素、アク
チノイド元素、さらに１３足元素があげられる。前記金属元素は、金属錯体の中心金属と
して前記金属元素を有する場合や、置換基として前記金属元素を有している場合が考えら
れる。特に硫化物、酸化物などのカルコゲナイド化合物やハロゲン化合物など周期表では
１３～１７族で構成される化合物で混合原子価状態は現れ、またそれらの複合した化合物
でも同様に混合原子価状態をとることができる。混合原子価化合物において、原子価を複
数とることができる金属元素は、単数でもよいが、複数の金属元素を含んでいてもよい。
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材料の組み合わせは自由に設定でき、目的の色や効果を得られるようにする。混合原子価
化合物を含む有機発光材料が発光機能を有していればよい。具体的には実施の形態１で示
す材料を用いて本発明を用いた本実施の形態の混合原子価化合物を含む有機発光材料を有
する発光層を形成することができる。
【０１３９】
発光層は、複数の材料を組み合わせることによって形成することができ、本明細書におい
ては、マトリクスとなる材料をホスト材料、マトリクス中に分散される材料をゲスト材料
とよぶ。ホスト材料にゲスト材料を添加することによってより高効率及び高輝度な発光が
得られる。発光層がホスト材料とゲスト材料とで構成される場合、ホスト材料及びゲスト
材料の少なくとも一方が混合原子価化合物であればよい。
【０１４０】
ホスト材料が混合原子価化合物である場合、ホッピング伝導により電荷移動性が高いホス
ト材料から、効率よくエネルギーがゲスト材料に移動し、発光を得ることができるため、
発光素子を低電圧で駆動することができる。
【０１４１】
一方ゲスト材料が混合原子価である場合、発光に寄与するゲスト材料が複数の価数を有し
ている混合原子価状態なために、発光が単色ではなく、発光色の波長スペクトルはよりブ
ロードなものや、２波長以上のピークを有するものとなる。従って、発光素子の発光色の
色度を調整することができる。さらに、補色同士を混色として白色発光を行うこともでき
る。従って発光色の選択性が広がる。
【０１４２】
もちろん、ホスト材料及びゲスト材料両方に混合原子価化合物を用いてもよい。この場合
、ホスト材料においては、高い電荷移動性によりゲスト材料にエネルギーを効率よく移動
でき、さらに、ゲスト材料は複数の価数において発光を行うので、その発光は、ブロード
な発光スペクトル、２波長以上のピークを有するスペクトルとすることができる。従って
低消費電力で、かつ発光色の色度調整及び混色発光によって、多彩な発光色を選択するこ
とができる。
【０１４３】
基板７５０、基板７６０、基板７７０、基板７８１、基板７９０としては、ガラス基板や
可撓性基板の他、石英基板、シリコン基板、金属基板、ステンレス基板等を用いることが
できる。可撓性基板とは、折り曲げることができる（フレキシブル）基板のことであり、
例えば、ポリカーボネート、ポリアリレート、ポリエーテルスルフォン等からなるプラス
チック基板等が挙げられる。また、フィルム（ポリプロピレン、ポリエステル、ビニル、
ポリフッ化ビニル、塩化ビニルなどからなる）、繊維質な材料からなる紙、基材フィルム
（ポリエステル、ポリアミド、無機蒸着フィルム、紙類等）などを用いることもできる。
また、この他にも、Ｓｉ等の半導体基板上に形成された電界効果トランジスタ（ＦＥＴ）
の上部や、ガラス等の基板上に形成された薄膜トランジスタ（ＴＦＴ（Ｔｈｉｎ　ｆｉｌ
ｍ　ｔｒａｎｓｉｓｔｏｒ）ともいう）の上部に発光素子を設けることができる。
【０１４４】
本実施の形態で示した第１の電極層、第２の電極層、機能層及び発光層を含むＥＬ層の材
料および形成方法は、上記実施の形態１で示した材料および形成方法のいずれかを用いて
同様に行うことができる。
【０１４５】
隔壁（絶縁層）７６５、７７５、７８４としては、酸化珪素、窒化珪素、酸化窒化珪素、
酸化アルミニウム、窒化アルミニウム、酸窒化アルミニウムその他の無機絶縁性材料、又
はアクリル酸、メタクリル酸及びこれらの誘導体、又はポリイミド（ｐｏｌｙｉｍｉｄｅ
）、芳香族ポリアミド、ポリベンゾイミダゾール（ｐｏｌｙｂｅｎｚｉｍｉｄａｚｏｌｅ
）などの耐熱性高分子、又はシロキサン樹脂を用いてもよい。また、ポリビニルアルコー
ル、ポリビニルブチラールなどのビニル樹脂、エポキシ樹脂、フェノール樹脂、ノボラッ
ク樹脂、アクリル樹脂、メラミン樹脂、ウレタン樹脂等の樹脂材料を用いる。また、ベン
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ゾシクロブテン、パリレン、フッ化アリレンエーテル、ポリイミドなどの有機材料、水溶
性ホモポリマーと水溶性共重合体を含む組成物材料等を用いてもよい。作製法としては、
プラズマＣＶＤ法や熱ＣＶＤ法などの気相成長法やスパッタリング法を用いることができ
る。また、液滴吐出法や、印刷法（スクリーン印刷やオフセット印刷などパターンが形成
される方法）を用いることもできる。塗布法で得られる塗布膜やＳＯＧ膜なども用いるこ
とができる。
【０１４６】
また、液滴吐出法により、導電層、絶縁層などを、組成物を吐出し形成した後、その平坦
性を高めるために表面を圧力によってプレスして平坦化してもよい。プレスの方法として
は、ローラー状のものを表面に走査することによって、凹凸を軽減する、平坦な板状な物
で表面をプレスするなどを行ってもよい。プレスする時に、加熱工程を行っても良い。ま
た溶剤等によって表面を軟化、または融解させエアナイフで表面の凹凸部を除去しても良
い。また、ＣＭＰ法を用いて研磨しても良い。この工程は、液滴吐出法によって凹凸が生
じる場合に、その表面の平坦化する場合適用することができる。
【０１４７】
本実施の形態における発光素子は、一対の電極層間に混合原子価化合物を含む有機発光材
料を有する発光層が設けられたＥＬ層を有することにより、発光層の電子輸送性が向上す
る。よって、発光素子の低電圧駆動が可能になり、低消費電力化が達成でき、信頼性も向
上する。
【０１４８】
また、価数によって発光色も変化するので、価数の種類や比率を制御することによって、
発光色の色度を調整することができる。さらに、補色同士を混色として白色発光を行うこ
ともできる。従って発光素子の発光色の選択性が広がる。そのような発光素子を用いた発
光装置においては、多彩な発光色を有する高画質な発光装置とすることができる。
【０１４９】
よって、本発明を用いた本実施の形態の発光素子を具備した発光装置は、消費電力の低い
高信頼性であり、かつ多彩な発光色を有する高画質な発光装置とすることができる。
【０１５０】
（実施の形態４）
本実施の形態では、上記実施の形態２とは異なる構成を有する発光装置について説明する
。具体的には、発光装置の構成がアクティブマトリクス型の場合に関して示す。
【０１５１】
発光装置の上面図を図６（Ａ）に、図６（Ａ）における線Ｅ－Ｆの断面図を図６（Ｂ）に
示す。また、図６（Ｂ）にはＥＬ層３１２、第２の電極層３１３及び絶縁層３１４は省略
され図示されていないが、図６（Ｂ）で示すようにそれぞれ設けられている。ＥＬ層３１
２は混合原子価化合物を含む有機発光材料を有する発光層を有している。
【０１５２】
第１の方向に延びた第１の配線と、第１の方向と垂直な第２の方向に延びた第２の配線と
がマトリクス状に設けられている。また、第１の配線はトランジスタ３１０ａ及びトラン
ジスタ３１０ｂのソース電極層又はドレイン電極層に接続されており、第２の配線はトラ
ンジスタ３１０ａ及びトランジスタ３１０ｂのゲート電極に接続されている。さらに、第
１の配線と接続されていないトランジスタ３１０ａ及びトランジスタ３１０ｂのソース電
極層またはドレイン電極層に、それぞれ第１の電極層３０６ａ及び第１の電極層３０６ｂ
が接続され、それぞれ第１の電極層３０６ａ及び第１の電極層３０６ｂ、ＥＬ層３１２、
第２の電極層３１３の積層構造によって発光素子３１５ａ、発光素子３１５ｂが設けられ
ている。隣接する各々の発光素子の間に隔壁（絶縁層）３０７を設けて、第１の電極層と
隔壁（絶縁層）３０７上にＥＬ層３１２および第２の電極層３１３を積層して設けている
。第２の電極層３１３上に保護層となる絶縁層３１４を有している。また、トランジスタ
３１０ａ、トランジスタ３１０ｂとして、薄膜トランジスタを用いている（図６（Ｂ）参
照。）。
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【０１５３】
図６（Ｂ）の発光素子は基板３００上に設けられており、絶縁層３０１ａ、絶縁層３０１
ｂ、絶縁層３０８、絶縁層３０９、絶縁層３１１、トランジスタ３１０ａを構成する半導
体層３０４ａ、ゲート電極層３０２ａ、ソース電極層又はドレイン電極層を兼ねる配線２
０５ａ、トランジスタ２１０ｂを構成する半導体層３０４ｂ、ゲート電極層３０２ｂを有
している。第１の電極層３０６ａ、第１の電極層３０６ｂ、隔壁（絶縁層）３０７上にＥ
Ｌ層３１２、第２の電極層３１３が形成されている。
【０１５４】
また、図１１に示すように、単結晶半導体基板３５０上に設けられた電界効果トランジス
タ３６０ａ、電界効果トランジスタ３６０ｂに発光素子３６５ａ、発光素子３６５ｂが接
続されていてもよい。ここでは、電界効果トランジスタ３６０ａ及び電界効果トランジス
タ３６０ｂのソース電極層又はドレイン電極層３５５ａ～３５５ｄを覆うように絶縁層３
７０を設け、絶縁層３７０上に第１の電極層３５６ａ、第１の電極層３５６ｂ、隔壁（絶
縁層）３６７、ＥＬ層３６２ａ、ＥＬ層３６２ｂ、第２の電極層３６３で発光素子３６５
ａ、発光素子３６５ｂを構成する。ＥＬ層３６２ａ、ＥＬ層３６２ｂのようにＥＬ層は、
各発光素子のみに、マスク等を用いて選択的に設けてもよい。ＥＬ層３６２ａ、３６２ｂ
は混合原子価化合物を含む有機発光材料を有する発光層を有している。また、図１１に示
す発光装置は、素子分離領域３６８、絶縁層３６９、絶縁層３６１、絶縁層３６４も有し
ている。第１の電極層３５６ａ、第１の電極層３５６ｂ、隔壁３６７上にＥＬ層３６２ａ
、ＥＬ層３６２ｂが形成され、ＥＬ層３６２ａ及びＥＬ層３６２ｂ上に第２の電極層３６
３が形成されている。
【０１５５】
本発明を用いて作製された電極層間に設けられたＥＬ層３１２、３６２ａ、３６２ｂには
、混合原子価化合物を含む有機発光材料を有する発光層が設けられている。また、ＥＬ層
３１２、３６２ａ、３６２ｂは、機能分離された機能層（正孔注入層、正孔輸送層、電子
輸送層、電子注入層など）を含んでいてもよく、混合原子価化合物を含む有機発光材料を
有する発光層と機能層との積層構造であってもよい。この場合、機能層にも混合原子価化
合物を含む構成であってもよい。
【０１５６】
ある化合物において、その構成する同一元素の価数が複数存在する状態を混合原子価状態
といい、そのような化合物を混合原子価化合物という。例えば、ＭＸという化合物におい
て、Ｍの価数が＋ｎ、＋ｍ（ｎ≠ｍ）というように複数存在する状態である。価数の種類
は、３種類以上あってもよい。
【０１５７】
具体的な価数の例として、＋１、＋２価の混合状態や、＋２、＋３価の混合状態の場合が
あり、＋１、＋２、＋３価の混合状態を有するものがある。また混合する価数は、連続す
る価数でなくともよく、＋１と＋３価というように離れている値の組み合わせを有する場
合もある。さらに一つの化合物において、２つ以上の元素が混合原子価状態を有する場合
もある。例えば上記ＭＸであればＸの価数が－ａ、－ｂ価（ａ≠ｂ）、Ｍの価数が＋ｎ、
＋ｍ（ｎ≠ｍ）の場合である。本発明で用いられる混合原子価化合物は、有機化合物及び
無機化合物がある。また、化合物の組成式が、非化学量論的であってもよい。
【０１５８】
その化合物を作製、合成する条件によって、混合原子価状態にすることができ、またその
状態（例えば価数の割合）を制御することができる。例えば、合成温度、目的の化合物を
合成するときの原材料の種類や混合量などがある。薄膜を成膜する際の状態（真空蒸着等
などの成膜方法）にも由来する。また、酸化物や硫化物などでは欠陥によって生じる場合
やある元素をドープすることで得られる場合がある。この原子価状態にはその状態によっ
て２つのタイプがあり、無秩序型と秩序型に分けられる。無秩序型は＋ｎ価と＋ｍ価を有
する元素（＋ｎ価を有する原子及び＋ｍ価を有する原子）がその化合物中でランダムに分
布されている。一方、秩序型はランダムではなく＋ｎ価を有する原子及び＋ｍ価を有する
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原子の同一元素が一定の場所（サイト）に整列をしている。例えば化合物中で、あるサイ
トには＋ｎ価の原子のみ、別のサイトには＋ｍ価の原子のみといった状態を取っている。
ホッピング伝導では無秩序型が好ましいと考えられる。このような混合原子価化合物には
超伝導物質、センサーなど興味深い特性を有する材料が多い。
【０１５９】
混合原子価化合物は、異なる価数を有することからホッピング伝導（Ｐｏｏｌ－Ｆｒｅｎ
ｋｅｌ伝導と呼ぶ場合もある）する。よって、このホッピング伝導により電荷（キャリア
）移動性を向上させることができる。従って混合原子価化合物を素子の発光層に有するこ
とにより、発光素子を低電圧で駆動することができるため、低消費電力化が達成でき、信
頼性も向上する。
【０１６０】
また、価数は発光色に影響を与える。従って、価数により発光色を変化させることができ
るので、価数の種類や比率を制御することによって、発光色の色度を調整することができ
る。さらに、補色同士を混色として白色発光を行うこともできる。従って発光色の選択性
が広がり、そのような発光素子を用いた発光装置においては、多色な発光色を有する高画
質な発光装置とすることができる。
【０１６１】
このような原子価状態はようするに酸化状態が複数ある状態であり、価数揺動とも言われ
る。本発明の発光層に用いることのできる混合原子価状態をとることができる化合物とし
て、複数の価数が存在できる遷移金属と希土類金属で構成される化合物がある。周期表で
遷移金属元素と呼ばれる３～１２族、希土類金属元素と呼ばれるランタノイド元素、アク
チノイド元素、さらに１３足元素があげられる。前記金属元素は、金属錯体の中心金属と
して前記金属元素を有する場合や、置換基として前記金属元素を有している場合が考えら
れる。特に硫化物、酸化物などのカルコゲナイド化合物やハロゲン化合物など周期表では
１３～１７族で構成される化合物で混合原子価状態は現れ、またそれらの複合した化合物
でも同様に混合原子価状態をとることができる。混合原子価化合物において、原子価を複
数とることができる金属元素は、単数でもよいが、複数の金属元素を含んでいてもよい。
材料の組み合わせは自由に設定でき、目的の色や効果を得られるようにする。混合原子価
化合物を含む有機発光材料が発光機能を有していればよい。具体的には実施の形態１で示
す材料を用いて本発明を用いた本実施の形態の混合原子価化合物を含む有機発光材料を有
する発光層を形成することができる。
【０１６２】
発光層は、複数の材料を組み合わせることによって形成することができ、本明細書におい
ては、マトリクスとなる材料をホスト材料、マトリクス中に分散される材料をゲスト材料
とよぶ。ホスト材料にゲスト材料を添加することによってより高効率及び高輝度な発光が
得られる。発光層がホスト材料とゲスト材料とで構成される場合、ホスト材料及びゲスト
材料の少なくとも一方が混合原子価化合物であればよい。
【０１６３】
ホスト材料が混合原子価化合物である場合、ホッピング伝導により電荷移動性が高いホス
ト材料から、効率よくエネルギーがゲスト材料に移動し、発光を得ることができるため、
発光素子を低電圧で駆動することができる。
【０１６４】
一方ゲスト材料が混合原子価である場合、発光に寄与するゲスト材料が複数の価数を有し
ている混合原子価状態なために、発光が単色ではなく、発光色の波長スペクトルはよりブ
ロードなものや、２波長以上のピークを有するものとなる。従って、発光素子の発光色の
色度を調整することができる。さらに、補色同士を混色として白色発光を行うこともでき
る。従って発光色の選択性が広がる。
【０１６５】
もちろん、ホスト材料及びゲスト材料両方に混合原子価化合物を用いてもよい。この場合
、ホスト材料においては、高い電荷移動性によりゲスト材料にエネルギーを効率よく移動
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でき、さらに、ゲスト材料は複数の価数において発光を行うので、その発光は、ブロード
な発光スペクトル、２波長以上のピークを有するスペクトルとすることができる。従って
低消費電力で、かつ発光色の色度調整及び混色発光によって、多彩な発光色を選択するこ
とができる。
【０１６６】
図１１のように、絶縁層３７０を設けて発光素子を形成することによって第１の電極層を
自由に配置することができる。つまり、図６（Ｂ）の構成では、トランジスタ３１０ａ、
トランジスタ３１０ｂのソース電極層又はドレイン電極層を避けた領域に発光素子３１５
ａ、発光素子３１５ｂを設ける必要があったが、上記構成とすることによって、例えば、
トランジスタ３１０ａ、トランジスタ３１０ｂの上方に発光素子３１５ａ、発光素子３１
５ｂを形成することが可能となる。その結果、発光装置７をより高集積化することが可能
となる。
【０１６７】
トランジスタ３１０ａ、トランジスタ３１０ｂはスイッチング素子として機能し得るもの
であれば、どのような構成で設けてもよい。半導体層も非晶質半導体、結晶性半導体、多
結晶半導体、微結晶半導体など様々な半導体を用いることができ、有機化合物を用いて有
機トランジスタを形成してもよい。図６（Ａ）では、絶縁性を有する基板上にプレーナ型
の薄膜トランジスタを設けた例を示しているが、スタガ型や逆スタガ型等の構造でトラン
ジスタを形成することも可能である。
【０１６８】
本実施の形態における発光素子は、一対の電極層間に混合原子価化合物を含む有機発光材
料を有する発光層が設けられたＥＬ層を有することにより、発光層の電子輸送性が向上す
る。よって、発光素子の低電圧駆動が可能になり、低消費電力化が達成でき、信頼性も向
上する。
【０１６９】
また、価数によって発光色も変化するので、価数の種類や比率を制御することによって、
発光色の色度を調整することができる。さらに、補色同士を混色として白色発光を行うこ
ともできる。従って発光素子の発光色の選択性が広がる。そのような発光素子を用いた発
光装置においては、多彩な発光色を有する高画質な発光装置とすることができる。
【０１７０】
よって、本発明を用いた本実施の形態の発光素子を具備した発光装置は、消費電力の低い
高信頼性であり、かつ多彩な発光色を有する高画質な発光装置とすることができる。
【０１７１】
（実施の形態５）
本実施の形態における発光装置の作製方法を、図７、図８、図１６、図１７を用いて詳細
に説明する。
【０１７２】
図１６（Ａ）は本発明に係る表示パネルの構成を示す上面図であり、絶縁表面を有する基
板２７００上に画素２７０２をマトリクス上に配列させた画素部２７０１、走査線側入力
端子２７０３、信号線側入力端子２７０４が形成されている。画素数は種々の規格に従っ
て設ければ良く、ＸＧＡであってＲＧＢを用いたフルカラー表示であれば１０２４×７６
８×３（ＲＧＢ）、ＵＸＧＡであってＲＧＢを用いたフルカラー表示であれば１６００×
１２００×３（ＲＧＢ）、フルスペックハイビジョンに対応させ、ＲＧＢを用いたフルカ
ラー表示であれば１９２０×１０８０×３（ＲＧＢ）とすれば良い。
【０１７３】
画素２７０２は、走査線側入力端子２７０３から延在する走査線と、信号線側入力端子２
７０４から延在する信号線とが交差することで、マトリクス状に配設される。画素２７０
２のそれぞれには、スイッチング素子とそれに接続する画素電極層が備えられている。ス
イッチング素子の代表的な一例はＴＦＴであり、ＴＦＴのゲート電極層側が走査線と、ソ
ース若しくはドレイン側が信号線と接続されることにより、個々の画素を外部から入力す
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る信号によって独立して制御可能としている。
【０１７４】
図１６（Ａ）は、走査線及び信号線へ入力する信号を、外付けの駆動回路により制御する
表示パネルの構成を示しているが、図１７（Ａ）に示すように、ＣＯＧ（Ｃｈｉｐ　ｏｎ
　Ｇｌａｓｓ）方式によりドライバＩＣ２７５１を基板２７００上に実装しても良い。ま
た他の実装形態として、図１７（Ｂ）に示すようなＴＡＢ（Ｔａｐｅ　Ａｕｔｏｍａｔｅ
ｄ　Ｂｏｎｄｉｎｇ）方式を用いてもよい。ドライバＩＣは単結晶半導体基板に形成され
たものでも良いし、ガラス基板上にＴＦＴで回路を形成したものであっても良い。図１７
において、ドライバＩＣ２７５１は、ＦＰＣ（Ｆｌｅｘｉｂｌｅ　ｐｒｉｎｔｅｄ　ｃｉ
ｒｃｕｉｔ）２７５０と接続している。
【０１７５】
また、画素に設けるＴＦＴを結晶性を有する半導体で形成する場合には、図１６（Ｂ）に
示すように走査線側駆動回路３７０２を基板３７００上に形成することもできる。図１６
（Ｂ）において、画素部３７０１は、信号線側入力端子３７０４と接続した図１６（Ａ）
と同様に外付けの駆動回路により制御する。画素に設けるＴＦＴを移動度の高い、多結晶
（微結晶）半導体、単結晶半導体などで形成する場合は、図１６（Ｃ）は、画素部４７０
１、走査線駆動回路４７０２と、信号線駆動回路４７０４を基板４７００上に一体形成す
ることもできる。
【０１７６】
絶縁表面を有する基板１００の上に下地膜として、スパッタリング法、ＰＶＤ法（Ｐｈｙ
ｓｉｃａｌ　Ｖａｐｏｒ　Ｄｅｐｏｓｉｔｉｏｎ）、減圧ＣＶＤ法（ＬＰＣＶＤ法）、ま
たはプラズマＣＶＤ法等のＣＶＤ法（Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｖａｐｏｒ　Ｄｅｐｏｓｉｔｉ
ｏｎ）などにより窒化酸化珪素膜を用いて下地膜１０１ａを１０～２００ｎｍ（好ましく
は５０～１５０ｎｍ）形成し、酸化窒化珪素膜を用いて下地膜１０１ｂを５０～２００ｎ
ｍ（好ましくは１００～１５０ｎｍ）積層する。又はアクリル酸、メタクリル酸及びこれ
らの誘導体、又はポリイミド（ｐｏｌｙｉｍｉｄｅ）、芳香族ポリアミド、ポリベンゾイ
ミダゾール（ｐｏｌｙｂｅｎｚｉｍｉｄａｚｏｌｅ）などの耐熱性高分子、又はシロキサ
ン樹脂を用いてもよい。また、ポリビニルアルコール、ポリビニルブチラールなどのビニ
ル樹脂、エポキシ樹脂、フェノール樹脂、ノボラック樹脂、アクリル樹脂、メラミン樹脂
、ウレタン樹脂等の樹脂材料を用いてもよい。また、ベンゾシクロブテン、パリレン、フ
ッ化アリレンエーテル、ポリイミドなどの有機材料、水溶性ホモポリマーと水溶性共重合
体を含む組成物材料等を用いてもよい。また、オキサゾール樹脂を用いることもでき、例
えば光硬化型ポリベンゾオキサゾールなどを用いることができる。
【０１７７】
また、液滴吐出法や、印刷法（スクリーン印刷やオフセット印刷などパターンが形成され
る方法）、スピンコート法などの塗布法、ディッピング法、ディスペンサ法などを用いる
こともできる。本実施の形態では、プラズマＣＶＤ法を用いて下地膜１０１ａ、下地膜１
０１ｂを形成する。基板１００としてはガラス基板、石英基板やシリコン基板、金属基板
、またはステンレス基板の表面に絶縁膜を形成したものを用いて良い。また、本実施の形
態の処理温度に耐えうる耐熱性を有するプラスチック基板を用いてもよいし、フィルムの
ような可撓性基板を用いても良い。プラスチック基板としてはＰＥＴ（ポリエチレンテレ
フタレート）、ＰＥＮ（ポリエチレンナフタレート）、ＰＥＳ（ポリエーテルサルフォン
）からなる基板、可撓性基板としてはアクリル等の合成樹脂を用いることができる。本実
施の形態で作製する発光装置は、基板１００を通過させて発光素子よりの光を取り出す構
成であるので、基板１００は透光性を有する必要がある。
【０１７８】
下地膜としては、酸化珪素、窒化珪素、酸化窒化珪素、窒化酸化珪素などを用いることが
でき、単層でも２層、３層といった積層構造でもよい。
【０１７９】
次いで、下地膜上に半導体膜を形成する。半導体膜は２５～２００ｎｍ（好ましくは３０
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～１５０ｎｍ）の厚さで各種手段（スパッタ法、ＬＰＣＶＤ法、またはプラズマＣＶＤ法
等）により成膜すればよい。本実施の形態では、非晶質半導体膜を、レーザ結晶化し、結
晶性半導体膜とするものを用いるのが好ましい。
【０１８０】
半導体膜を形成する材料は、シランやゲルマンに代表される半導体材料ガスを用いて気相
成長法やスパッタリング法で作製される非晶質半導体（以下「アモルファス半導体：ＡＳ
」ともいう。）、該非晶質半導体を光エネルギーや熱エネルギーを利用して結晶化させた
多結晶半導体、或いはセミアモルファス（微結晶若しくはマイクロクリスタルとも呼ばれ
る。以下「ＳＡＳ」ともいう。）半導体などを用いることができる。
【０１８１】
ＳＡＳは、非晶質と結晶構造（単結晶、多結晶を含む）の中間的な構造を有し、自由エネ
ルギー的に安定な第３の状態を有する半導体であって、短距離秩序を持ち格子歪みを有す
る結晶質な領域を含んでいる。ＳＡＳは、珪素を含む気体をグロー放電分解（プラズマＣ
ＶＤ）して形成する。珪素を含む気体としては、ＳｉＨ４、その他にもＳｉ２Ｈ６、Ｓｉ
Ｈ２Ｃｌ２、ＳｉＨＣｌ３、ＳｉＣｌ４、ＳｉＦ４などを用いることが可能である。また
Ｆ２、ＧｅＦ４を混合させても良い。この珪素を含む気体をＨ２、又は、Ｈ２とＨｅ、Ａ
ｒ、Ｋｒ、Ｎｅから選ばれた一種または複数種の希ガス元素で希釈しても良い。また、ヘ
リウム、アルゴン、クリプトン、ネオンなどの希ガス元素を含ませて格子歪みをさらに助
長させることで安定性が増し良好なＳＡＳが得られる。また半導体膜としてフッ素系ガス
より形成されるＳＡＳ層に水素系ガスより形成されるＳＡＳ層を積層してもよい。
【０１８２】
非晶質半導体としては、代表的には水素化アモルファスシリコン、結晶性半導体としては
代表的にはポリシリコンなどがあげられる。ポリシリコン（多結晶シリコン）には、８０
０℃以上のプロセス温度を経て形成されるポリシリコンを主材料として用いた所謂高温ポ
リシリコンや、６００℃以下のプロセス温度で形成されるポリシリコンを主材料として用
いた所謂低温ポリシリコン、また結晶化を促進する元素などを添加し結晶化させたポリシ
リコンなどを含んでいる。もちろん、前述したように、セミアモルファス半導体又は半導
体膜の一部に結晶相を含む半導体を用いることもできる。
【０１８３】
半導体膜に、結晶性半導体膜を用いる場合、その結晶性半導体膜の作製方法は、公知の方
法（レーザ結晶化法、熱結晶化法、またはニッケルなどの結晶化を助長する元素を用いた
熱結晶化法等）を用いれば良い。また、ＳＡＳである微結晶半導体をレーザ照射して結晶
化し、結晶性を高めることもできる。結晶化を助長する元素を導入しない場合は、非晶質
半導体膜にレーザ光を照射する前に、窒素雰囲気下５００℃で１時間加熱することによっ
て非晶質半導体膜の含有水素濃度を１×１０２０ａｔｏｍｓ／ｃｍ３以下にまで放出させ
る。これは水素を多く含んだ非晶質半導体膜にレーザ光を照射すると非晶質半導体膜が破
壊されてしまうからである。結晶化のための加熱処理は、加熱炉、レーザ照射、若しくは
ランプから発する光の照射（ランプアニールともいう）などを用いることができる。加熱
方法としてＧＲＴＡ（Ｇａｓ　Ｒａｐｉｄ　Ｔｈｅｒｍａｌ　Ａｎｎｅａｌ）法、ＬＲＴ
Ａ（Ｌａｍｐ　Ｒａｐｉｄ　Ｔｈｅｒｍａｌ　Ａｎｎｅａｌ）法等のＲＴＡ法がある。Ｇ
ＲＴＡとは高温のガスを用いて加熱処理を行う方法であり、ＬＲＴＡとはランプ光により
加熱処理を行う方法である。
【０１８４】
また、非晶質半導体層を結晶化し、結晶性半導体層を形成する結晶化工程で、非晶質半導
体層に結晶化を促進する元素（触媒元素、金属元素とも示す）を添加し、熱処理（５５０
℃～７５０℃で３分～２４時間）により結晶化を行ってもよい。結晶化を助長する元素と
しては、この珪素の結晶化を助長する金属元素としては鉄（Ｆｅ）、ニッケル（Ｎｉ）、
コバルト（Ｃｏ）、ルテニウム（Ｒｕ）、ロジウム（Ｒｈ）、パラジウム（Ｐｄ）、オス
ニウム（Ｏｓ）、イリジウム（Ｉｒ）、白金（Ｐｔ）、銅（Ｃｕ）及び金（Ａｕ）から選
ばれた一種又は複数種類を用いることができる。
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【０１８５】
非晶質半導体膜への金属元素の導入の仕方としては、当該金属元素を非晶質半導体膜の表
面又はその内部に存在させ得る手法であれば特に限定はなく、例えばスパッタ法、ＣＶＤ
法、プラズマ処理法（プラズマＣＶＤ法も含む）、吸着法、金属塩の溶液を塗布する方法
を使用することができる。このうち溶液を用いる方法は簡便であり、金属元素の濃度調整
が容易であるという点で有用である。また、このとき非晶質半導体膜の表面のぬれ性を改
善し、非晶質半導体膜の表面全体に水溶液を行き渡らせるため、酸素雰囲気中でのＵＶ光
の照射、熱酸化法、ヒドロキシラジカルを含むオゾン水又は過酸化水素による処理等によ
り、酸化膜を成膜することが望ましい。
【０１８６】
結晶化を促進する元素を結晶性半導体層から除去、又は軽減するため、結晶性半導体層に
接して、不純物元素を含む半導体層を形成し、ゲッタリングシンクとして機能させる。不
純物元素としては、ｎ型を付与する不純物元素、ｐ型を付与する不純物元素や希ガス元素
などを用いることができ、例えばリン（Ｐ）、窒素（Ｎ）、ヒ素（Ａｓ）、アンチモン（
Ｓｂ）、ビスマス（Ｂｉ）、ボロン（Ｂ）、ヘリウム（Ｈｅ）、ネオン（Ｎｅ）、アルゴ
ン（Ａｒ）、Ｋｒ（クリプトン）、Ｘｅ（キセノン）から選ばれた一種または複数種を用
いることができる。結晶化を促進する元素を含む結晶性半導体層に、希ガス元素を含む半
導体層を形成し、熱処理（５５０℃～７５０℃で３分～２４時間）を行う。結晶性半導体
層中に含まれる結晶化を促進する元素は、希ガス元素を含む半導体層中に移動し、結晶性
半導体層中の結晶化を促進する元素は除去、又は軽減される。その後、ゲッタリングシン
クとなった希ガス元素を含む半導体層を除去する。
【０１８７】
レーザと、半導体膜とを相対的に走査することにより、レーザ照射を行うことができる。
またレーザ照射において、ビームを精度よく重ね合わせたり、レーザ照射開始位置やレー
ザ照射終了位置を制御するため、マーカーを形成することもできる。マーカーは非晶質半
導体膜と同時に、基板上へ形成すればよい。
【０１８８】
レーザ照射を用いる場合、連続発振型のレーザビーム（ＣＷ（ＣＷ：ｃｏｎｔｉｎｕｏｕ
ｓ－ｗａｖｅ）レーザビーム）やパルス発振型のレーザビーム（パルスレーザビーム）を
用いることができる。ここで用いることができるレーザビームは、Ａｒレーザ、Ｋｒレー
ザ、エキシマレーザなどの気体レーザ、単結晶のＹＡＧ、ＹＶＯ４、フォルステライト（
Ｍｇ２ＳｉＯ４）、ＹＡｌＯ３、ＧｄＶＯ４、若しくは多結晶（セラミック）のＹＡＧ、
Ｙ２Ｏ３、ＹＶＯ４、ＹＡｌＯ３、ＧｄＶＯ４に、ドーパントとしてＮｄ、Ｙｂ、Ｃｒ、
Ｔｉ、Ｈｏ、Ｅｒ、Ｔｍ、Ｔａのうち１種または複数種添加されているものを媒質とする
レーザ、ガラスレーザ、ルビーレーザ、アレキサンドライトレーザ、Ｔｉ：サファイアレ
ーザ、銅蒸気レーザまたは金蒸気レーザのうち一種または複数種から発振されるものを用
いることができる。このようなレーザビームの基本波、及びこれらの基本波の第２高調波
から第４高調波のレーザビームを照射することで、大粒径の結晶を得ることができる。例
えば、Ｎｄ：ＹＶＯ４レーザ（基本波１０６４ｎｍ）の第２高調波（５３２ｎｍ）や第３
高調波（３５５ｎｍ）を用いることができる。このレーザは、ＣＷで射出することも、パ
ルス発振で射出することも可能である。ＣＷで射出する場合は、レーザのパワー密度を０
．０１～１００ＭＷ／ｃｍ２程度（好ましくは０．１～１０ＭＷ／ｃｍ２）が必要である
。そして、走査速度を１０～２０００ｃｍ／ｓｅｃ程度として照射する。
【０１８９】
なお、単結晶のＹＡＧ、ＹＶＯ４、フォルステライト（Ｍｇ２ＳｉＯ４）、ＹＡｌＯ３、
ＧｄＶＯ４、若しくは多結晶（セラミック）のＹＡＧ、Ｙ２Ｏ３、ＹＶＯ４、ＹＡｌＯ３

、ＧｄＶＯ４に、ドーパントとしてＮｄ、Ｙｂ、Ｃｒ、Ｔｉ、Ｈｏ、Ｅｒ、Ｔｍ、Ｔａの
うち１種または複数種添加されているものを媒質とするレーザ、Ａｒイオンレーザ、また
はＴｉ：サファイアレーザは、連続発振をさせることが可能であり、Ｑスイッチ動作やモ
ード同期などを行うことによって１０ＭＨｚ以上の発振周波数でパルス発振をさせること
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も可能である。１０ＭＨｚ以上の発振周波数でレーザビームを発振させると、半導体膜が
レーザによって溶融してから固化するまでの間に、次のパルスが半導体膜に照射される。
従って、発振周波数が低いパルスレーザを用いる場合と異なり、半導体膜中において固液
界面を連続的に移動させることができるため、走査方向に向かって連続的に成長した結晶
粒を得ることができる。
【０１９０】
媒質としてセラミック（多結晶）を用いると、短時間かつ低コストで自由な形状に媒質を
形成することが可能である。単結晶を用いる場合、通常、直径数ｍｍ、長さ数十ｍｍの円
柱状の媒質が用いられているが、セラミックを用いる場合はさらに大きいものを作ること
が可能である。
【０１９１】
発光に直接寄与する媒質中のＮｄ、Ｙｂなどのドーパントの濃度は、単結晶中でも多結晶
中でも大きくは変えられないため、濃度を増加させることによるレーザの出力向上にはあ
る程度限界がある。しかしながら、セラミックの場合、単結晶と比較して媒質の大きさを
著しく大きくすることができるため大幅な出力向上ができる。
【０１９２】
さらに、セラミックの場合では、平行六面体形状や直方体形状の媒質を容易に形成するこ
とが可能である。このような形状の媒質を用いて、発振光を媒質の内部でジグザグに進行
させると、発振光路を長くとることができる。そのため、増幅が大きくなり、大出力で発
振させることが可能になる。また、このような形状の媒質から射出されるレーザビームは
射出時の断面形状が四角形状であるため、丸状のビームと比較すると、線状ビームに整形
するのに有利である。このように射出されたレーザビームを、光学系を用いて整形するこ
とによって、短辺の長さ１ｍｍ以下、長辺の長さ数ｍｍ～数ｍの線状ビームを容易に得る
ことが可能となる。また、励起光を媒質に均一に照射することにより、線状ビームは長辺
方向にエネルギー分布の均一なものとなる。またさらにレーザは、半導体膜に対して入射
角θ（０＜θ＜９０度）を持たせて照射させるとよい。レーザの干渉を防止することがで
きるからである。
【０１９３】
この線状ビームを半導体膜に照射することによって、半導体膜の全面をより均一にアニー
ルすることが可能になる。線状ビームの両端まで均一なアニールが必要な場合は、その両
端にスリットを配置し、エネルギーの減衰部を遮光するなどの工夫が必要となる。
【０１９４】
このようにして得られた強度が均一な線状ビームを用いて半導体膜をアニールし、この半
導体膜を用いて発光装置を作製すると、その発光装置の特性は、良好かつ均一である。
【０１９５】
また、希ガスや窒素などの不活性ガス雰囲気中でレーザ光を照射するようにしても良い。
これにより、レーザ光の照射により半導体表面の荒れを抑えることができ、界面準位密度
のばらつきによって生じるしきい値のばらつきを抑えることができる。
【０１９６】
非晶質半導体膜の結晶化は、熱処理とレーザ光照射による結晶化を組み合わせてもよく、
熱処理やレーザ光照射を単独で、複数回行っても良い。
【０１９７】
本実施の形態では、下地膜１０１ｂ上に、非晶質半導体膜を形成し、非晶質半導体膜を結
晶化させることによって結晶性半導体膜を形成する。
【０１９８】
非晶質半導体膜上に形成された酸化膜を除去した後、酸素雰囲気中でのＵＶ光の照射、熱
酸化法、ヒドロキシラジカルを含むオゾン水又は過酸化水素による処理等により、酸化膜
を１ｎｍ～５ｎｍ形成する。本実施の形態では、結晶化を助長する元素としてＮｉを用い
る。Ｎｉ酢酸塩１０ｐｐｍを含有した水溶液をスピンコーティング法により塗布する。
【０１９９】
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本実施の形態では、熱処理をＲＴＡ法により７５０℃で３分間行った後、半導体膜上に形
成される酸化膜を除去し、レーザ光を照射する。非晶質半導体膜は以上の結晶化処理によ
り結晶化し、結晶性半導体膜として形成される。
【０２００】
金属元素を用いた結晶化を行った場合、金属元素を低減、又は除去するためにゲッタリン
グ工程を施す。本実施の形態では、非晶質半導体膜をゲッタリングシンクとして金属元素
を捕獲する。まず、結晶性半導体膜上に酸素雰囲気中でのＵＶ光の照射、熱酸化法、ヒド
ロキシラジカルを含むオゾン水又は過酸化水素による処理等により、酸化膜を形成する。
酸化膜は加熱処理によって厚膜化することが望ましい。次いでプラズマＣＶＤ法（本実施
の形態における条件３５０Ｗ、３５Ｐａ、成膜ガスＳｉＨ４（流量５ｓｃｃｍ）、Ａｒ（
流量１０００ｓｃｃｍ））を用いて、非晶質半導体膜を５０ｎｍの膜厚で形成する。
【０２０１】
その後、ＲＴＡ法により７４４℃で３分間熱処理を行い、金属元素を低減、又は除去する
。熱処理は窒素雰囲気下で行ってもよい。そして、ゲッタリングシンクとなっていた非晶
質半導体膜、及び非晶質半導体膜上に形成された酸化膜をフッ酸等により除去し、金属元
素が低減、又は除去された結晶性半導体膜を得ることができる。本実施の形態では、ゲッ
タリングシンクとなった非晶質半導体膜の除去をＴＭＡＨ（Ｔｅｔｒａｍｅｔｈｙｌ　ａ
ｍｍｏｎｉｕｍ　ｈｙｄｒｏｘｉｄｅ）を用いて行う。
【０２０２】
このようにして得られた半導体膜に対して、薄膜トランジスタのしきい値電圧を制御する
ために微量な不純物元素（ボロンまたはリン）のドーピングを行ってもよい。この不純物
元素のドーピングは、結晶化工程の前の非晶質半導体膜に行ってもよい。非晶質半導体膜
の状態で不純物元素をドーピングすると、その後の結晶化のための加熱処理によって、不
純物の活性化も行うことができる。また、ドーピングの際に生じる欠陥等も改善すること
ができる。
【０２０３】
次に結晶性半導体膜を、所望な形状にエッチング加工し、半導体層を形成する。
【０２０４】
エッチング加工は、プラズマエッチング（ドライエッチング）又はウエットエッチングの
どちらを採用しても良いが、大面積基板を処理するにはプラズマエッチングが適している
。エッチングガスとしては、ＣＦ４、ＮＦ３などのフッ素系、又はＣｌ２、ＢＣｌ３など
の塩素系のガスを用い、ＨｅやＡｒなどの不活性ガスを適宜加えても良い。また、大気圧
放電のエッチング加工を適用すれば、局所的な放電加工も可能であり、基板の全面にマス
ク層を形成する必要はない。
【０２０５】
本発明において、配線層若しくは電極層を形成する導電層や、所定のパターンを形成する
ためのマスク層などを、液滴吐出法のような選択的にパターンを形成できる方法により形
成してもよい。液滴吐出（噴出）法（その方式によっては、インクジェット法とも呼ばれ
る。）は、特定の目的に調合された組成物の液滴を選択的に吐出（噴出）して所定のパタ
ーン（導電層や絶縁層など）を形成することができる。この際、被形成領域にぬれ性や密
着性を制御する処理を行ってもよい。また、パターンが転写、または描写できる方法、例
えば印刷法（スクリーン印刷やオフセット印刷などパターンが形成される方法）、ディス
ペンサ法なども用いることができる。
【０２０６】
本実施の形態において、用いるマスクは、エポキシ樹脂、アクリル樹脂、フェノール樹脂
、ノボラック樹脂、メラミン樹脂、ウレタン樹脂等の樹脂材料を用いる。また、ベンゾシ
クロブテン、パリレン、フッ化アリレンエーテル、透光性を有するポリイミドなどの有機
材料、シロキサン系ポリマー等の重合によってできた化合物材料、水溶性ホモポリマーと
水溶性共重合体を含む組成物材料等を用いることもできる。或いは、ポジ型レジスト、ネ
ガ型レジストなどの感光剤を含む市販のレジスト材料を用いてもよい。液滴吐出法を用い
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る場合、いずれの材料を用いるとしても、その表面張力と粘度は、溶媒の濃度を調整する
、界面活性剤等を加えるなどによって適宜調整する。
【０２０７】
半導体層を覆うゲート絶縁層１０７を形成する。ゲート絶縁層はプラズマＣＶＤ法または
スパッタ法などを用い、厚さを１０～１５０ｎｍとして珪素を含む絶縁膜で形成する。ゲ
ート絶縁層としては、窒化珪素、酸化珪素、酸化窒化珪素、窒化酸化珪素に代表される珪
素の酸化物材料又は窒化物材料等の公知の材料で形成すればよく、積層でも単層でもよい
。また、絶縁層は窒化珪素膜、酸化珪素膜、窒化珪素膜の３層の積層、酸化窒化珪素膜の
単層、２層からなる積層でも良い。
【０２０８】
次いで、ゲート絶縁層１０７上にゲート電極層を形成する。ゲート電極層は、スパッタリ
ング法、蒸着法、ＣＶＤ法等の手法により形成することができる。ゲート電極層はタンタ
ル（Ｔａ）、タングステン（Ｗ）、チタン（Ｔｉ）、モリブデン（Ｍｏ）、アルミニウム
（Ａｌ）、銅（Ｃｕ）、クロム（Ｃｒ）、ネオジウム（Ｎｄ）から選ばれた元素、又は前
記元素を主成分とする合金材料もしくは化合物材料で形成すればよい。また、ゲート電極
層としてリン等の不純物元素をドーピングした多結晶シリコン膜に代表される半導体膜や
、ＡｇＰｄＣｕ合金を用いてもよい。また、ゲート電極層は単層でも積層でもよい。
【０２０９】
本実施の形態ではゲート電極層をテーパー形状を有する様に形成するが、本発明はそれに
限定されず、ゲート電極層を積層構造にして、一層のみがテーパー形状を有し、他方は異
方性エッチングによって垂直な側面を有していてもよい。本実施の形態のように、テーパ
ー角度も積層するゲート電極層間で異なっていても良いし、同一でもよい。テーパー形状
を有することによって、その上に積層する膜の被覆性が向上し、欠陥が軽減されるので信
頼性が向上する。
【０２１０】
ゲート電極層を形成する際のエッチング工程によって、ゲート絶縁層１０７は多少エッチ
ングされ、膜厚が減る（いわゆる膜減り）ことがある。
【０２１１】
半導体層に不純物元素を添加し、不純物領域を形成する。不純物領域は、その濃度を制御
することにより高濃度不純物領域及び低濃度不純物領域とすることができる。低濃度不純
物領域を有する薄膜トランジスタを、ＬＤＤ（Ｌｉｇｈｔ　ｄｏｐｅｄ　ｄｒａｉｎ）構
造と呼ぶ。また低濃度不純物領域は、ゲート電極と重なるように形成することができ、こ
のような薄膜トランジスタを、ＧＯＬＤ（Ｇａｔｅ　Ｏｖｅｒｌａｐｅｄ　ＬＤＤ）構造
と呼ぶ。また薄膜トランジスタの極性は、不純物領域にリン（Ｐ）等を用いることにより
ｎ型とする。ｐ型とする場合は、ボロン（Ｂ）等を添加すればよい。
【０２１２】
本実施の形態では、不純物領域がゲート絶縁層を介してゲート電極層と重なる領域をＬｏ
ｖ領域と示し、不純物領域がゲート絶縁層を介してゲート電極層と重ならない領域をＬｏ
ｆｆ領域と示す。図７では、不純物領域においてハッチングと白地で示されているが、こ
れは、白地部分に不純物元素が添加されていないということを示すのではなく、この領域
の不純物元素の濃度分布がマスクやドーピング条件を反映していることを直感的に理解で
きるようにしたためである。なお、このことは本明細書の他の図面においても同様である
。
【０２１３】
不純物元素を活性化するために加熱処理、強光の照射、又はレーザ光の照射を行ってもよ
い。活性化と同時にゲート絶縁層へのプラズマダメージやゲート絶縁層と半導体層との界
面へのプラズマダメージを回復することができる。
【０２１４】
次いで、ゲート電極層、ゲート絶縁層を覆う第１の層間絶縁層を形成する。本実施の形態
では、絶縁膜１６７と絶縁膜１６８との積層構造とする。絶縁膜１６７及び絶縁膜１６８



(33) JP 2008-182164 A 2008.8.7

10

20

30

40

50

は、スパッタ法、またはプラズマＣＶＤを用いた窒化珪素膜、窒化酸化珪素膜、酸化窒化
珪素膜、酸化珪素膜などを用いることができ、他の珪素を含む絶縁膜を単層または３層以
上の積層構造として用いても良い。
【０２１５】
さらに、窒素雰囲気中で、３００～５５０℃で１～１２時間の熱処理を行い、半導体層を
水素化する工程を行う。好ましくは、４００～５００℃で行う。この工程は層間絶縁層で
ある絶縁膜１６７に含まれる水素により半導体層のダングリングボンドを終端する工程で
ある。本実施の形態では、４１０度（℃）で加熱処理を行う。
【０２１６】
絶縁膜１６７、絶縁膜１６８としては他に窒化アルミニウム（ＡｌＮ）、酸化窒化アルミ
ニウム（ＡｌＯＮ）、窒素含有量が酸素含有量よりも多い窒化酸化アルミニウム（ＡｌＮ
Ｏ）または酸化アルミニウム、ダイアモンドライクカーボン（ＤＬＣ）、窒素含有炭素（
ＣＮ）、ポリシラザン、その他の無機絶縁性材料を含む物質から選ばれた材料で形成する
ことができる。また、シロキサンを含む材料を用いてもよい。また、有機絶縁性材料を用
いてもよく、有機材料としては、ポリイミド、アクリル、ポリアミド、ポリイミドアミド
、レジスト又はベンゾシクロブテンを用いることができる。また、オキサゾール樹脂を用
いることもでき、例えば光硬化型ポリベンゾオキサゾールなどを用いることができる。
【０２１７】
次いで、レジストからなるマスクを用いて絶縁膜１６７、絶縁膜１６８、ゲート絶縁層１
０７に半導体層に達するコンタクトホール（開口）を形成する。開口を覆うように導電膜
を形成し、導電膜をエッチングして各ソース領域又はドレイン領域の一部とそれぞれ電気
的に接続するソース電極層又はドレイン電極層を形成する。ソース電極層又はドレイン電
極層は、ＰＶＤ法、ＣＶＤ法、蒸着法等により導電膜を成膜した後、所望の形状にエッチ
ングして形成することができる。また、液滴吐出法、印刷法、ディスペンサ法、電界メッ
キ法等により、所定の場所に選択的に導電層を形成することができる。更にはリフロー法
、ダマシン法を用いても良い。ソース電極層又はドレイン電極層の材料は、Ａｇ、Ａｕ、
Ｃｕ、Ｎｉ、Ｐｔ、Ｐｄ、Ｉｒ、Ｒｈ、Ｗ、Ａｌ、Ｔａ、Ｍｏ、Ｃｄ、Ｚｎ、Ｆｅ、Ｔｉ
、Ｓｉ、Ｇｅ、Ｚｒ、Ｂａ等の金属又はその合金、若しくはその金属窒化物を用いて形成
する。また、これらの積層構造としても良い。
【０２１８】
以上の工程で周辺駆動回路領域２０４にＬｏｖ領域にｐ型不純物領域を有するｐチャネル
型薄膜トランジスタである薄膜トランジスタ２８５、Ｌｏｖ領域にｎチャネル型不純物領
域を有するｎチャネル型薄膜トランジスタである薄膜トランジスタ２７５を、画素領域２
０６にＬｏｆｆ領域にｎ型不純物領域を有するマルチチャネル型のｎチャネル型薄膜トラ
ンジスタである薄膜トランジスタ２６５、Ｌｏｖ領域にｐ型不純物領域を有するｐチャネ
ル型薄膜トランジスタである薄膜トランジスタ２４５を有するアクティブマトリクス基板
を作製することができる。
【０２１９】
本実施の形態に限定されず、薄膜トランジスタはチャネル形成領域が一つ形成されるシン
グルゲート構造でも、二つ形成されるダブルゲート構造もしくは三つ形成されるトリプル
ゲート構造であっても良い。また、周辺駆動回路領域の薄膜トランジスタも、シングルゲ
ート構造、ダブルゲート構造もしくはトリプルゲート構造であっても良い。
【０２２０】
次に第２の層間絶縁層として絶縁膜１８１を形成する。図７において、スクライブによる
切り離しのための切り離し領域２０１、ＦＰＣの貼り付け部である外部端子接続領域２０
２、周辺部の引き回し配線領域である配線領域２０３、周辺駆動回路領域２０４、画素領
域２０６である。配線領域２０３には配線１７９ａ、配線１７９ｂが設けられ、外部端子
接続領域２０２には、外部端子と接続する端子電極層１７８が設けられている。
【０２２１】
絶縁膜１８１としては酸化珪素、窒化珪素、酸化窒化珪素、窒化酸化珪素、窒化アルミニ
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ウム（ＡｌＮ）、窒素を含む酸化アルミニウム（酸化窒化アルミニウムともいう）（Ａｌ
ＯＮ）、酸素を含む窒化酸化アルミニウム（窒化酸化アルミニウムともいう）（ＡｌＮＯ
）、酸化アルミニウム、ダイアモンドライクカーボン（ＤＬＣ）、窒素含有炭素膜（ＣＮ
）、ＰＳＧ（リンガラス）、ＢＰＳＧ（リンボロンガラス）、アルミナ膜、その他の無機
絶縁性材料を含む物質から選ばれた材料で形成することができる。また、シロキサン樹脂
を用いてもよい。また、有機絶縁性材料を用いてもよく、有機材料としては、感光性、非
感光性どちらでも良く、ポリイミド、アクリル、ポリアミド、ポリイミドアミド、レジス
ト又はベンゾシクロブテン、ポリシラザン、低誘電率（Ｌｏｗ－ｋ）材料を用いることが
できる。また、オキサゾール樹脂を用いることもでき、例えば光硬化型ポリベンゾオキサ
ゾールなどを用いることができる。平坦化のために設ける層間絶縁層としては、耐熱性お
よび絶縁性が高く、且つ、平坦化率の高いものが要求されるので、絶縁膜１８１の形成方
法としては、スピンコート法で代表される塗布法を用いると好ましい。
【０２２２】
絶縁膜１８１は、その他ディップ法、スプレー塗布、ドクターナイフ、ロールコーター、
カーテンコーター、ナイフコーター、ＣＶＤ法、蒸着法等を採用することができる。液滴
吐出法により絶縁膜１８１を形成してもよい。液滴吐出法を用いた場合には材料液を節約
することができる。また、液滴吐出法のようにパターンが転写、または描写できる方法、
例えば印刷法（スクリーン印刷やオフセット印刷などパターンが形成される方法）、ディ
スペンサ法なども用いることができる。
【０２２３】
画素領域２０６の絶縁膜１８１に微細な開口、つまりコンタクトホールを形成する。
【０２２４】
次に、ソース電極層又はドレイン電極層と接するように、第１の電極層１８５（画素電極
層ともいう。）を形成する。第１の電極層１８５は陽極、または陰極として機能し、Ｔｉ
、Ｎｉ、Ｗ、Ｃｒ、Ｐｔ、Ｚｎ、Ｓｎ、Ｉｎ、またはＭｏから選ばれた元素、またはＴｉ
Ｎ、ＴｉＳｉＸＮＹ、ＷＳｉＸ、ＷＮＸ、ＷＳｉＸＮＹ、ＮｂＮなどの前記元素を主成分
とする合金材料もしくは化合物材料を主成分とする膜またはそれらの積層膜を総膜厚１０
０ｎｍ～８００ｎｍの範囲で用いればよい。
【０２２５】
本実施の形態では、発光素子からの光を第１の電極層１８５側から取り出す構造のため、
第１の電極層１８５が透光性を有する。第１の電極層１８５として、透明導電膜を形成し
、所望の形状にエッチングすることで第１の電極層１８５を形成する。
【０２２６】
本発明においては、透光性電極層である第１の電極層１８５に、具体的には透光性を有す
る導電性材料からなる透明導電膜を用いればよく、酸化タングステンを含むインジウム酸
化物、酸化タングステンを含むインジウム亜鉛酸化物、酸化チタンを含むインジウム酸化
物、酸化チタンを含むインジウム錫酸化物などを用いることができる。勿論、インジウム
錫酸化物（ＩＴＯ）、インジウム亜鉛酸化物（ＩＺＯ）、酸化ケイ素を添加したインジウ
ム錫酸化物（ＩＴＳＯ）なども用いることができる。
【０２２７】
また、透光性を有さない金属膜のような材料であっても膜厚を薄く（好ましくは、５ｎｍ
～３０ｎｍ程度の厚さ）して光を透過可能な状態としておくことで、第１の電極層３９６
から光を放射することが可能となる。また、第１の電極層３９６に用いることのできる金
属薄膜としては、チタン、タングステン、ニッケル、金、白金、銀、アルミニウム、マグ
ネシウム、カルシウム、リチウム、およびそれらの合金からなる導電膜などを用いること
ができる。
【０２２８】
第１の電極層１８５は、蒸着法、スパッタ法、ＣＶＤ法、印刷法、ディスペンサ法または
液滴吐出法などを用いて形成することができる。本実施の形態では、第１の電極層１８５
として、酸化タングステンを含むインジウム亜鉛酸化物を用いてスパッタリング法によっ
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て作製する。第１の電極層１８５は、好ましくは総膜厚１００ｎｍ～８００ｎｍの範囲で
用いればよい。
【０２２９】
第１の電極層１８５は、その表面が平坦化されるように、ＣＭＰ法、ポリビニルアルコー
ル系の多孔質体で拭浄し、研磨しても良い。またＣＭＰ法を用いた研磨後に、第１の電極
層１８５の表面に紫外線照射、酸素プラズマ処理などを行ってもよい。
【０２３０】
第１の電極層１８５を形成後、加熱処理を行ってもよい。この加熱処理により、第１の電
極層１８５中に含まれる水分は放出される。よって、第１の電極層１８５は脱ガスなどを
生じないため、第１の電極層上に水分によって劣化しやすい発光材料を形成しても、発光
材料は劣化せず、信頼性の高い発光装置を作製することができる。
【０２３１】
次に、第１の電極層１８５の端部、ソース電極層又はドレイン電極層を覆う絶縁層１８６
（隔壁、障壁などとも呼ばれる）を形成する。
【０２３２】
絶縁層１８６としては酸化珪素、窒化珪素、酸化窒化珪素、窒化酸化珪素などを用いるこ
とができ、単層でも２層、３層といった積層構造でもよい。また、絶縁層１８６の他の材
料として、窒化アルミニウム、酸素含有量が窒素含有量よりも多い酸化窒化アルミニウム
、窒素含有量が酸素含有量よりも多い窒化酸化アルミニウムまたは酸化アルミニウム、ダ
イアモンドライクカーボン（ＤＬＣ）、窒素含有炭素、ポリシラザン、その他の無機絶縁
性材料を含む物質から選ばれた材料で形成することができる。シロキサンを含む材料を用
いてもよい。また、有機絶縁性材料を用いてもよく、有機材料としては、感光性、非感光
性どちらでも良く、ポリイミド、アクリル、ポリアミド、ポリイミドアミド、レジスト又
はベンゾシクロブテン、ポリシラザンを用いることができる。また、オキサゾール樹脂を
用いることもでき、例えば光硬化型ポリベンゾオキサゾールなどを用いることができる。
【０２３３】
絶縁層１８６は、スパッタリング法、ＰＶＤ法（Ｐｈｙｓｉｃａｌ　Ｖａｐｏｒ　Ｄｅｐ
ｏｓｉｔｉｏｎ）、減圧ＣＶＤ法（ＬＰＣＶＤ法）、またはプラズマＣＶＤ法等のＣＶＤ
法（Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｖａｐｏｒ　Ｄｅｐｏｓｉｔｉｏｎ）、また、選択的にパターン
を形成できる液滴吐出法や、パターンが転写または描写できる印刷法（スクリーン印刷や
オフセット印刷などパターンが形成される方法）、ディスペンサ法、その他スピンコート
法などの塗布法、ディッピング法などを用いることもできる。
【０２３４】
所望の形状に加工するエッチング加工は、プラズマエッチング（ドライエッチング）又は
ウエットエッチングのどちらを採用しても良い。大面積基板を処理するにはプラズマエッ
チングが適している。エッチングガスとしては、ＣＦ４、ＮＦ３などのフッ素系のガス、
又はＣｌ２、ＢＣｌ３などの塩素系のガスを用い、ＨｅやＡｒなどの不活性ガスを適宜加
えても良い。また、大気圧放電のエッチング加工を適用すれば、局所的な放電加工も可能
であり、基板の全面にマスク層を形成する必要はない。
【０２３５】
図７（Ａ）に示す接続領域２０５において、第２の電極層と同工程、同材料で形成される
配線層はゲート電極層と同工程、同材料で形成される配線層と電気的に接続する。
【０２３６】
第１の電極層１８５の上にはＥＬ層１８８が形成される。ＥＬ層１８８は混合原子価化合
物を含む有機発光材料を有する発光層を有している。なお、図７では一画素しか図示して
いないが、本実施の形態ではＲ（赤）、Ｇ（緑）、Ｂ（青）の各色に対応したＥＬ層を作
り分けている。ＥＬ層１８８は、実施の形態１で示したように作製すればよい。
【０２３７】
本発明を用いて作製された電極層間に設けられたＥＬ層１８８には、混合原子価化合物を
含む有機発光材料を有する発光層が設けられている。また、ＥＬ層１８８は、機能分離さ
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れた機能層（正孔注入層、正孔輸送層、電子輸送層、電子注入層など）を含んでいてもよ
く、混合原子価化合物を含む有機発光材料を有する発光層と機能層との積層構造であって
もよい。この場合、機能層にも混合原子価化合物を含む構成であってもよい。本発明を用
いた本実施の形態の機能層は、具体的には実施の形態１で示す材料及び方法を用いて形成
することができる。
【０２３８】
ある化合物において、その構成する同一元素の価数が複数存在する状態を混合原子価状態
といい、そのような化合物を混合原子価化合物という。例えば、ＭＸという化合物におい
て、Ｍの価数が＋ｎ、＋ｍ（ｎ≠ｍ）というように複数存在する状態である。価数の種類
は、３種類以上あってもよい。
【０２３９】
具体的な価数の例として、＋１、＋２価の混合状態や、＋２、＋３価の混合状態の場合が
あり、＋１、＋２、＋３価の混合状態を有するものがある。また混合する価数は、連続す
る価数でなくともよく、＋１と＋３価というように離れている値の組み合わせを有する場
合もある。さらに一つの化合物において、２つ以上の元素が混合原子価状態を有する場合
もある。例えば上記ＭＸであればＸの価数が－ａ、－ｂ価（ａ≠ｂ）、Ｍの価数が＋ｎ、
＋ｍ（ｎ≠ｍ）の場合である。本発明で用いられる混合原子価化合物は、有機化合物及び
無機化合物がある。また、化合物の組成式が、非化学量論的であってもよい。
【０２４０】
その化合物を作製、合成する条件によって、混合原子価状態にすることができ、またその
状態（例えば価数の割合）を制御することができる。例えば、合成温度、目的の化合物を
合成するときの原材料の種類や混合量などがある。薄膜を成膜する際の状態（真空蒸着等
などの成膜方法）にも由来する。また、酸化物や硫化物などでは欠陥によって生じる場合
やある元素をドープすることで得られる場合がある。この原子価状態にはその状態によっ
て２つのタイプがあり、無秩序型と秩序型に分けられる。無秩序型は＋ｎ価と＋ｍ価を有
する元素（＋ｎ価を有する原子及び＋ｍ価を有する原子）がその化合物中でランダムに分
布されている。一方、秩序型はランダムではなく＋ｎ価を有する原子及び＋ｍ価を有する
原子の同一元素が一定の場所（サイト）に整列をしている。例えば化合物中で、あるサイ
トには＋ｎ価の原子のみ、別のサイトには＋ｍ価の原子のみといった状態を取っている。
ホッピング伝導では無秩序型が好ましいと考えられる。このような混合原子価化合物には
超伝導物質、センサーなど興味深い特性を有する材料が多い。
【０２４１】
混合原子価化合物は、異なる価数を有することからホッピング伝導（Ｐｏｏｌ－Ｆｒｅｎ
ｋｅｌ伝導と呼ぶ場合もある）する。よって、このホッピング伝導により電荷（キャリア
）移動性を向上させることができる。従って混合原子価化合物を素子の発光層に有するこ
とにより、発光素子を低電圧で駆動することができるため、低消費電力化が達成でき、信
頼性も向上する。
【０２４２】
また、価数は発光色に影響を与える。従って、価数により発光色を変化させることができ
るので、価数の種類や比率を制御することによって、発光色の色度を調整することができ
る。さらに、補色同士を混色として白色発光を行うこともできる。従って発光色の選択性
が広がり、そのような発光素子を用いた発光装置においては、多色な発光色を有する高画
質な発光装置とすることができる。
【０２４３】
このような原子価状態はようするに酸化状態が複数ある状態であり、価数揺動とも言われ
る。本発明の発光層に用いることのできる混合原子価状態をとることができる化合物とし
て、複数の価数が存在できる遷移金属と希土類金属で構成される化合物がある。周期表で
遷移金属元素と呼ばれる３～１２族、希土類金属元素と呼ばれるランタノイド元素、アク
チノイド元素、さらに１３足元素があげられる。前記金属元素は、金属錯体の中心金属と
して前記金属元素を有する場合や、置換基として前記金属元素を有している場合が考えら
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れる。特に硫化物、酸化物などのカルコゲナイド化合物やハロゲン化合物など周期表では
１３～１７族で構成される化合物で混合原子価状態は現れ、またそれらの複合した化合物
でも同様に混合原子価状態をとることができる。混合原子価化合物において、原子価を複
数とることができる金属元素は、単数でもよいが、複数の金属元素を含んでいてもよい。
材料の組み合わせは自由に設定でき、目的の色や効果を得られるようにする。混合原子価
化合物を含む有機発光材料が発光機能を有していればよい。具体的には実施の形態１で示
す材料を用いて本発明を用いた本実施の形態の混合原子価化合物を含む有機発光材料を有
する発光層を形成することができる。
【０２４４】
発光層は、複数の材料を組み合わせることによって形成することができ、本明細書におい
ては、マトリクスとなる材料をホスト材料、マトリクス中に分散される材料をゲスト材料
とよぶ。ホスト材料にゲスト材料を添加することによってより高効率及び高輝度な発光が
得られる。発光層がホスト材料とゲスト材料とで構成される場合、ホスト材料及びゲスト
材料の少なくとも一方が混合原子価化合物であればよい。
【０２４５】
ホスト材料が混合原子価化合物である場合、ホッピング伝導により電荷移動性が高いホス
ト材料から、効率よくエネルギーがゲスト材料に移動し、発光を得ることができるため、
発光素子を低電圧で駆動することができる。
【０２４６】
一方ゲスト材料が混合原子価である場合、発光に寄与するゲスト材料が複数の価数を有し
ている混合原子価状態なために、発光が単色ではなく、発光色の波長スペクトルはよりブ
ロードなものや、２波長以上のピークを有するものとなる。従って、発光素子の発光色の
色度を調整することができる。さらに、補色同士を混色として白色発光を行うこともでき
る。従って発光色の選択性が広がる。
【０２４７】
もちろん、ホスト材料及びゲスト材料両方に混合原子価化合物を用いてもよい。この場合
、ホスト材料においては、高い電荷移動性によりゲスト材料にエネルギーを効率よく移動
でき、さらに、ゲスト材料は複数の価数において発光を行うので、その発光は、ブロード
な発光スペクトル、２波長以上のピークを有するスペクトルとすることができる。従って
低消費電力で、かつ発光色の色度調整及び混色発光によって、多彩な発光色を選択するこ
とができる。
【０２４８】
次に、ＥＬ層１８８の上に導電膜からなる第２の電極層１８９が設けられる。第２の電極
層１８９としては、Ａｌ、Ａｇ、Ｌｉ、Ｃａ、またはこれらの合金や化合物ＭｇＡｇ、Ｍ
ｇＩｎ、ＡｌＬｉ、ＣａＦ２、または窒化カルシウムを用いればよい。こうして第１の電
極層１８５、ＥＬ層１８８及び第２の電極層１８９からなる発光素子１９０が形成される
（図７（Ｂ）参照。）。
【０２４９】
図７に示した本実施の形態の発光装置において、発光素子１９０から発した光は、第１の
電極層１８５側から、図７（Ｂ）中の矢印の方向に透過して射出される。
【０２５０】
本実施の形態では、第２の電極層１８９上にパッシベーション膜（保護膜）として絶縁層
を設けてもよい。このように第２の電極層１８９を覆うようにしてパッシベーション膜を
設けることは有効である。パッシベーション膜としては、窒化珪素、酸化珪素、酸化窒化
珪素、窒化酸化珪素、窒化アルミニウム、酸化窒化アルミニウム、窒素含有量が酸素含有
量よりも多い窒化酸化アルミニウムまたは酸化アルミニウム、ダイアモンドライクカーボ
ン（ＤＬＣ）、窒素含有炭素膜を含む絶縁膜からなり、該絶縁膜を単層もしくは組み合わ
せた積層を用いることができる。又はシロキサン樹脂を用いてもよい。
【０２５１】
この際、カバレッジの良い膜をパッシベーション膜として用いることが好ましく、炭素膜
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、特にＤＬＣ膜を用いることは有効である。ＤＬＣ膜は室温から１００℃以下の温度範囲
で成膜可能であるため、耐熱性の低いＥＬ層１８８の上方にも容易に成膜することができ
る。ＤＬＣ膜は、プラズマＣＶＤ法（代表的には、ＲＦプラズマＣＶＤ法、マイクロ波Ｃ
ＶＤ法、電子サイクロトロン共鳴（ＥＣＲ）ＣＶＤ法、熱フィラメントＣＶＤ法など）、
燃焼炎法、スパッタ法、イオンビーム蒸着法、レーザ蒸着法などで形成することができる
。成膜に用いる反応ガスは、水素ガスと、炭化水素系のガス（例えばＣＨ４、Ｃ２Ｈ２、
Ｃ６Ｈ６など）とを用い、グロー放電によりイオン化し、負の自己バイアスがかかったカ
ソードにイオンを加速衝突させて成膜する。また、ＣＮ膜は反応ガスとしてＣ２Ｈ４ガス
とＮ２ガスとを用いて形成すればよい。ＤＬＣ膜は酸素に対するブロッキング効果が高く
、ＥＬ層１８８の酸化を抑制することが可能である。そのため、この後に続く封止工程を
行う間にＥＬ層１８８が酸化するといった問題を防止できる。
【０２５２】
このように発光素子１９０が形成された基板１００と、封止基板１９５とをシール材１９
２によって固着し、発光素子を封止する（図７参照。）。シール材１９２としては、代表
的には可視光硬化性、紫外線硬化性または熱硬化性の樹脂を用いるのが好ましい。例えば
、ビスフェノールＡ型液状樹脂、ビスフェノールＡ型固形樹脂、含ブロムエポキシ樹脂、
ビスフェノールＦ型樹脂、ビスフェノールＡＤ型樹脂、フェノール型樹脂、クレゾール型
樹脂、ノボラック型樹脂、環状脂肪族エポキシ樹脂、エピビス型エポキシ樹脂、グリシジ
ルエステル樹脂、グリジシルアミン系樹脂、複素環式エポキシ樹脂、変性エポキシ樹脂等
のエポキシ樹脂を用いることができる。なお、シール材で囲まれた領域には充填材１９３
を充填してもよく、窒素雰囲気下で封止することによって、窒素等を封入してもよい。本
実施の形態は、下面射出型のため、充填材１９３は透光性を有する必要はないが、充填材
１９３を透過して光を取り出す構造の場合は、透光性を有する必要がある。代表的には可
視光硬化、紫外線硬化または熱硬化のエポキシ樹脂を用いればよい。以上の工程において
、本実施の形態における、発光素子を用いた表示機能を有する発光装置が完成する。また
充填材は、液状の状態で滴下し、発光装置内に充填することもできる。充填剤として、乾
燥剤などの吸湿性を含む物質を用いると、さらなる吸水効果が得られ、素子の劣化を防ぐ
ことができる。
【０２５３】
ＥＬ表示パネル内には素子の水分による劣化を防ぐため、乾燥剤が設置される。本実施の
形態では、乾燥剤は、画素領域を取り囲むように封止基板に形成された凹部に設置され、
薄型化を妨げない構成とする。また、ゲート配線層に対応する領域にも乾燥剤を形成し、
吸水面積を広く取っているので、吸水効果が高い。また、直接発光しないゲート配線層上
に乾燥剤を形成しているので、光取り出し効率を低下させることもない。
【０２５４】
なお、本実施の形態では、ガラス基板で発光素子を封止した場合を示すが、封止の処理と
は、発光素子を水分から保護するための処理であり、カバー材で機械的に封入する方法、
熱硬化性樹脂又は紫外光硬化性樹脂で封入する方法、金属酸化物や窒化物等のバリア能力
が高い薄膜により封止する方法のいずれかを用いる。カバー材としては、ガラス、セラミ
ックス、プラスチックもしくは金属を用いることができるが、カバー材側に光を放射させ
る場合は透光性でなければならない。また、カバー材と上記発光素子が形成された基板と
は熱硬化性樹脂又は紫外光硬化性樹脂等のシール材を用いて貼り合わせられ、熱処理又は
紫外光照射処理によって樹脂を硬化させて密閉空間を形成する。この密閉空間の中に酸化
バリウムに代表される吸湿材を設けることも有効である。この吸湿材は、シール材の上に
接して設けても良いし、発光素子よりの光を妨げないような、隔壁の上や周辺部に設けて
も良い。さらに、カバー材と発光素子の形成された基板との空間を熱硬化性樹脂若しくは
紫外光硬化性樹脂で充填することも可能である。この場合、熱硬化性樹脂若しくは紫外光
硬化性樹脂の中に酸化バリウムに代表される吸湿材を添加しておくことは有効である。
【０２５５】
図８に、本実施の形態で作製する図７の発光装置において、ソース電極層又はドレイン電
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極層と第１の電極層が直接接して電気的な接続を行うのではなく、配線層を介して接続す
る例を示す。図８の発光装置において、発光素子を駆動する薄膜トランジスタのソース電
極層又はドレイン電極層と、第１の電極層３９５とは配線層１９９を介して電気的に接続
している。また、図８では、配線層１９９の上に第１の電極層３９５が一部積層するよう
に接続しているが、先に第１の電極層３９５を形成し、その第１の電極層３９５上に接す
るように配線層１９９を形成する構成でもよい。
【０２５６】
本実施の形態では、外部端子接続領域２０２において、端子電極層１７８に異方性導電層
１９６によってＦＰＣ１９４を接続し、外部と電気的に接続する構造とする。また発光装
置の上面図である図７（Ａ）で示すように、本実施の形態において作製される発光装置は
信号線駆動回路を有する周辺駆動回路領域２０４、周辺駆動回路領域２０９のほかに、走
査線駆動回路を有する周辺駆動回路領域２０７、周辺駆動回路領域２０８が設けられてい
る。
【０２５７】
本実施の形態では、上記のような回路で形成するが、本発明はこれに限定されず、周辺駆
動回路としてＩＣチップを前述したＣＯＧ方式やＴＡＢ方式によって実装したものでもよ
い。また、ゲート線駆動回路、ソース線駆動回路は複数であっても単数であっても良い。
【０２５８】
また、本発明の発光装置において、画面表示の駆動方法は特に限定されず、例えば、点順
次駆動方法や線順次駆動方法や面順次駆動方法などを用いればよい。代表的には、線順次
駆動方法とし、時分割階調駆動方法や面積階調駆動方法を適宜用いればよい。また、発光
装置のソース線に入力する映像信号は、アナログ信号であってもよいし、デジタル信号で
あってもよく、適宜、映像信号に合わせて駆動回路などを設計すればよい。
【０２５９】
本実施の形態における発光素子は、一対の電極層間に混合原子価化合物を含む有機発光材
料を有する発光層が設けられたＥＬ層を有することにより、発光層の電子輸送性が向上す
る。よって、発光素子の低電圧駆動が可能になり、低消費電力化が達成でき、信頼性も向
上する。
【０２６０】
また、価数によって発光色も変化するので、価数の種類や比率を制御することによって、
発光色の色度を調整することができる。さらに、補色同士を混色として白色発光を行うこ
ともできる。従って発光素子の発光色の選択性が広がる。そのような発光素子を用いた発
光装置においては、多彩な発光色を有する高画質な発光装置とすることができる。
【０２６１】
よって、本発明を用いた本実施の形態の発光素子を具備した発光装置は、消費電力の低い
高信頼性であり、かつ多彩な発光色を有する高画質な発光装置とすることができる。
【０２６２】
（実施の形態６）
本発明を適用して発光素子を有する発光装置を形成することができるが、該発光素子から
発せられる光は、下面放射、上面放射、両面放射のいずれかを行う。本実施の形態では、
両面射出型、上面射出型の例を、図９及び図１９を用いて説明する。本実施の形態は、実
施の形態４で作製した発光装置において、第２の層間絶縁層（絶縁膜１８１）を形成しな
い例を示す。よって、同一部分又は同様な機能を有する部分の繰り返しの説明は省略する
。
【０２６３】
図９に示す発光装置は、素子基板１６００、薄膜トランジスタ１６５５、薄膜トランジス
タ１６６５、薄膜トランジスタ１６７５、薄膜トランジスタ１６８５、第１の電極層１６
１７、ＥＬ層１６１９、第２の電極層１６２０、充填材１６２２、シール材１６３２、絶
縁膜１６０１ａ、絶縁膜１６０１ｂ、ゲート絶縁層１６１０、絶縁膜１６１１、絶縁膜１
６１２、絶縁層１６１４、封止基板１６２５、配線層１６３３、端子電極層１６８１、異



(40) JP 2008-182164 A 2008.8.7

10

20

30

40

50

方性導電層１６８２、ＦＰＣ１６８３によって構成されている。発光装置は、外部端子接
続領域２３２、封止領域２３３、周辺駆動回路領域２３４、画素領域２３６を有している
。充填材１６２２は、液状の組成物の状態で、滴下法によって形成することができる。滴
下法によって充填材が形成された素子基板１６００と封止基板１６２５を張り合わして発
光装置を封止する。ＥＬ層１６１９は混合原子価化合物を含む有機発光材料を有する発光
層を有している。
【０２６４】
本発明を用いて作製された電極層間に設けられたＥＬ層１６１９には、混合原子価化合物
を含む有機発光材料を有する発光層が設けられている。また、ＥＬ層１６１９は、機能分
離された機能層（正孔注入層、正孔輸送層、電子輸送層、電子注入層など）を含んでいて
もよく、混合原子価化合物を含む有機発光材料を有する発光層と機能層との積層構造であ
ってもよい。この場合、機能層にも混合原子価化合物を含む構成であってもよい。本発明
を用いた本実施の形態の機能層は、具体的には実施の形態１で示す材料及び方法を用いて
形成することができる。
【０２６５】
ある化合物において、その構成する同一元素の価数が複数存在する状態を混合原子価状態
といい、そのような化合物を混合原子価化合物という。例えば、ＭＸという化合物におい
て、Ｍの価数が＋ｎ、＋ｍ（ｎ≠ｍ）というように複数存在する状態である。価数の種類
は、３種類以上あってもよい。
【０２６６】
具体的な価数の例として、＋１、＋２価の混合状態や、＋２、＋３価の混合状態の場合が
あり、＋１、＋２、＋３価の混合状態を有するものがある。また混合する価数は、連続す
る価数でなくともよく、＋１と＋３価というように離れている値の組み合わせを有する場
合もある。さらに一つの化合物において、２つ以上の元素が混合原子価状態を有する場合
もある。例えば上記ＭＸであればＸの価数が－ａ、－ｂ価（ａ≠ｂ）、Ｍの価数が＋ｎ、
＋ｍ（ｎ≠ｍ）の場合である。本発明で用いられる混合原子価化合物は、有機化合物及び
無機化合物がある。また、化合物の組成式が、非化学量論的であってもよい。
【０２６７】
その化合物を作製、合成する条件によって、混合原子価状態にすることができ、またその
状態（例えば価数の割合）を制御することができる。例えば、合成温度、目的の化合物を
合成するときの原材料の種類や混合量などがある。薄膜を成膜する際の状態（真空蒸着等
などの成膜方法）にも由来する。また、酸化物や硫化物などでは欠陥によって生じる場合
やある元素をドープすることで得られる場合がある。この原子価状態にはその状態によっ
て２つのタイプがあり、無秩序型と秩序型に分けられる。無秩序型は＋ｎ価と＋ｍ価を有
する元素（＋ｎ価を有する原子及び＋ｍ価を有する原子）がその化合物中でランダムに分
布されている。一方、秩序型はランダムではなく＋ｎ価を有する原子及び＋ｍ価を有する
原子の同一元素が一定の場所（サイト）に整列をしている。例えば化合物中で、あるサイ
トには＋ｎ価の原子のみ、別のサイトには＋ｍ価の原子のみといった状態を取っている。
ホッピング伝導では無秩序型が好ましいと考えられる。このような混合原子価化合物には
超伝導物質、センサーなど興味深い特性を有する材料が多い。
【０２６８】
混合原子価化合物は、異なる価数を有することからホッピング伝導（Ｐｏｏｌ－Ｆｒｅｎ
ｋｅｌ伝導と呼ぶ場合もある）する。よって、このホッピング伝導により電荷（キャリア
）移動性を向上させることができる。従って混合原子価化合物を素子の発光層に有するこ
とにより、発光素子を低電圧で駆動することができるため、低消費電力化が達成でき、信
頼性も向上する。
【０２６９】
また、価数は発光色に影響を与える。従って、価数により発光色を変化させることができ
るので、価数の種類や比率を制御することによって、発光色の色度を調整することができ
る。さらに、補色同士を混色として白色発光を行うこともできる。従って発光色の選択性



(41) JP 2008-182164 A 2008.8.7

10

20

30

40

50

が広がり、そのような発光素子を用いた発光装置においては、多色な発光色を有する高画
質な発光装置とすることができる。
【０２７０】
このような原子価状態はようするに酸化状態が複数ある状態であり、価数揺動とも言われ
る。本発明の発光層に用いることのできる混合原子価状態をとることができる化合物とし
て、複数の価数が存在できる遷移金属と希土類金属で構成される化合物がある。周期表で
遷移金属元素と呼ばれる３～１２族、希土類金属元素と呼ばれるランタノイド元素、アク
チノイド元素、さらに１３足元素があげられる。前記金属元素は、金属錯体の中心金属と
して前記金属元素を有する場合や、置換基として前記金属元素を有している場合が考えら
れる。特に硫化物、酸化物などのカルコゲナイド化合物やハロゲン化合物など周期表では
１３～１７族で構成される化合物で混合原子価状態は現れ、またそれらの複合した化合物
でも同様に混合原子価状態をとることができる。混合原子価化合物において、原子価を複
数とることができる金属元素は、単数でもよいが、複数の金属元素を含んでいてもよい。
材料の組み合わせは自由に設定でき、目的の色や効果を得られるようにする。混合原子価
化合物を含む有機発光材料が発光機能を有していればよい。具体的には実施の形態１で示
す材料を用いて本発明を用いた本実施の形態の混合原子価化合物を含む有機発光材料を有
する発光層を形成することができる。
【０２７１】
発光層は、複数の材料を組み合わせることによって形成することができ、本明細書におい
ては、マトリクスとなる材料をホスト材料、マトリクス中に分散される材料をゲスト材料
とよぶ。ホスト材料にゲスト材料を添加することによってより高効率及び高輝度な発光が
得られる。発光層がホスト材料とゲスト材料とで構成される場合、ホスト材料及びゲスト
材料の少なくとも一方が混合原子価化合物であればよい。
【０２７２】
ホスト材料が混合原子価化合物である場合、ホッピング伝導により電荷移動性が高いホス
ト材料から、効率よくエネルギーがゲスト材料に移動し、発光を得ることができるため、
発光素子を低電圧で駆動することができる。
【０２７３】
一方ゲスト材料が混合原子価である場合、発光に寄与するゲスト材料が複数の価数を有し
ている混合原子価状態なために、発光が単色ではなく、発光色の波長スペクトルはよりブ
ロードなものや、２波長以上のピークを有するものとなる。従って、発光素子の発光色の
色度を調整することができる。さらに、補色同士を混色として白色発光を行うこともでき
る。従って発光色の選択性が広がる。
【０２７４】
もちろん、ホスト材料及びゲスト材料両方に混合原子価化合物を用いてもよい。この場合
、ホスト材料においては、高い電荷移動性によりゲスト材料にエネルギーを効率よく移動
でき、さらに、ゲスト材料は複数の価数において発光を行うので、その発光は、ブロード
な発光スペクトル、２波長以上のピークを有するスペクトルとすることができる。従って
低消費電力で、かつ発光色の色度調整及び混色発光によって、多彩な発光色を選択するこ
とができる。
【０２７５】
図９の発光装置は、両面放射型であり、矢印の方向に素子基板１６００側からも、封止基
板１６２５側からも光を放射する構造である。よって、第１の電極層１６１７及び第２の
電極層１６２０として透光性電極層を用いる。
【０２７６】
本実施の形態においては、透光性電極層である第１の電極層１６１７及び第２の電極層１
６２０に、具体的には透光性を有する導電性材料からなる透明導電膜を用いればよく、酸
化タングステンを含むインジウム酸化物、酸化タングステンを含むインジウム亜鉛酸化物
、酸化チタンを含むインジウム酸化物、酸化チタンを含むインジウム錫酸化物などを用い
ることができる。勿論、インジウム錫酸化物（ＩＴＯ）、インジウム亜鉛酸化物（ＩＺＯ
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）、酸化ケイ素を添加したインジウム錫酸化物（ＩＴＳＯ）なども用いることができる。
【０２７７】
また、透光性を有さない金属膜のような材料であっても膜厚を薄く（好ましくは、５ｎｍ
～３０ｎｍ程度の厚さ）して光を透過可能な状態としておくことで、第１の電極層１６１
７及び第２の電極層１６２０から光を放射することが可能となる。また、第１の電極層１
６１７及び第２の電極層１６２０に用いることのできる金属薄膜としては、チタン、タン
グステン、ニッケル、金、白金、銀、アルミニウム、マグネシウム、カルシウム、リチウ
ム、およびそれらの合金からなる導電膜などを用いることができる。
【０２７８】
以上のように、図９の発光装置は、発光素子１６０５より放射される光が、第１の電極層
１６１７及び第２の電極層１６２０両方を通過して、両面から光を放射する構成となる。
【０２７９】
図１９の発光装置は、矢印の方向に上面射出する構造である。図１９に示す発光装置は、
素子基板１３００、薄膜トランジスタ１３５５、薄膜トランジスタ１３６５、薄膜トラン
ジスタ１３７５、薄膜トランジスタ１３８５、配線層１３２４、第１の電極層１３１７、
ＥＬ層１３１９、第２の電極層１３２０、保護膜１６２１、充填材１３２２、シール材１
３３２、絶縁膜１３０１ａ、絶縁膜１３０１ｂ、ゲート絶縁層１３１０、絶縁膜１３１１
、絶縁膜１３１２、絶縁層１３１４、封止基板１３２５、配線層１３３３、端子電極層１
３８１、異方性導電層１３８２、ＦＰＣ１３８３によって構成されている。ＥＬ層１３１
９は混合原子価化合物を含む有機発光材料を有する発光層を有している。
【０２８０】
図９及び図１９における発光装置において、端子電極層に積層していた絶縁層はエッチン
グによって除去されている。このように端子電極層の周囲に透湿性を有する絶縁層を設け
ない構造であると信頼性がより向上する。図１９において発光装置は、外部端子接続領域
２３２、封止領域２３３、周辺駆動回路領域２３４、画素領域２３６を有している。図１
９の発光装置は、前述の図９で示した両面射出型の発光装置において、第１の電極層１３
１７の下に、反射性を有する金属層である配線層１３２４を形成する。配線層１３２４の
上に透明導電膜である第１の電極層１３１７を形成する。配線層１３２４としては、反射
性を有すればよいので、チタン、タングステン、ニッケル、金、白金、銀、銅、タンタル
、モリブデン、アルミニウム、マグネシウム、カルシウム、リチウム、およびそれらの合
金からなる導電膜などを用いればよい。好ましくは、可視光の領域で反射性が高い物質を
用いることがよく、本実施の形態では、ＴｉＮ膜を用いる。また、第１の電極層１３１７
にも導電膜を用いてもよく、その場合、反射性を有する配線層１３２４は設けなくてもよ
い。
【０２８１】
第１の電極層１３１７及び第２の電極層１３２０に、具体的には透光性を有する導電性材
料からなる透明導電膜を用いればよく、酸化タングステンを含むインジウム酸化物、酸化
タングステンを含むインジウム亜鉛酸化物、酸化チタンを含むインジウム酸化物、酸化チ
タンを含むインジウム錫酸化物などを用いることができる。勿論、インジウム錫酸化物（
ＩＴＯ）、インジウム亜鉛酸化物（ＩＺＯ）、酸化ケイ素を添加したインジウム錫酸化物
（ＩＴＳＯ）なども用いることができる。
【０２８２】
また、透光性を有さない金属膜のような材料であっても膜厚を薄く（好ましくは、５ｎｍ
～３０ｎｍ程度の厚さ）して光を透過可能な状態としておくことで、第２の電極層１６２
０から光を放射することが可能となる。また、第２の電極層１６２０に用いることのでき
る金属薄膜としては、チタン、タングステン、ニッケル、金、白金、銀、アルミニウム、
マグネシウム、カルシウム、リチウム、およびそれらの合金からなる導電膜などを用いる
ことができる。
【０２８３】
発光素子を用いて形成する発光装置の画素は、単純マトリクス方式、若しくはアクティブ
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マトリクス方式で駆動することができる。また、デジタル駆動、アナログ駆動どちらでも
適用可能である。
【０２８４】
封止基板にカラーフィルタ（着色層）を形成してもよい。カラーフィルタ（着色層）は、
蒸着法や液滴吐出法によって形成することができ、カラーフィルタ（着色層）を用いると
、高精細な表示を行うこともできる。カラーフィルタ（着色層）により、各ＲＧＢの発光
スペクトルにおいてブロードなピークが鋭いピークになるように補正できるからである。
【０２８５】
単色の発光を示す材料を形成し、カラーフィルタや色変換層を組み合わせることによりフ
ルカラー表示を行うことができる。カラーフィルタ（着色層）や色変換層は、例えば第２
の基板（封止基板）に形成し、基板へ張り合わせればよい。
【０２８６】
もちろん単色発光の表示を行ってもよい。例えば、単色発光を用いてエリアカラータイプ
の発光装置を形成してもよい。エリアカラータイプは、パッシブマトリクス型の表示部が
適しており、主に文字や記号を表示することができる。
【０２８７】
第１の電極層及び第２の電極層８５０は、蒸着法、スパッタ法、ＣＶＤ法、ＥＢ蒸着法、
印刷法、ディスペンサ法または液滴吐出法などを用いて形成することができる。
【０２８８】
また、第１の電極層８７０および第２の電極層８５０に関しても同様に、抵抗加熱による
蒸着法、ＥＢ蒸着法、スパッタリング、湿式法などを用いることができる。本実施の形態
は、上記の実施の形態１乃至４と自由に組み合わせることが可能である。
【０２８９】
本実施の形態における発光素子は、一対の電極層間に混合原子価化合物を含む有機発光材
料を有する発光層が設けられたＥＬ層を有することにより、発光層の電子輸送性が向上す
る。よって、発光素子の低電圧駆動が可能になり、低消費電力化が達成でき、信頼性も向
上する。
【０２９０】
また、価数によって発光色も変化するので、価数の種類や比率を制御することによって、
発光色の色度を調整することができる。さらに、補色同士を混色として白色発光を行うこ
ともできる。従って発光素子の発光色の選択性が広がる。そのような発光素子を用いた発
光装置においては、多彩な発光色を有する高画質な発光装置とすることができる。
【０２９１】
よって、本発明を用いた本実施の形態の発光素子を具備した発光装置は、消費電力の低い
高信頼性であり、かつ多彩な発光色を有する高画質な発光装置とすることができる。
【０２９２】
（実施の形態７）
本発明の実施の形態を、図１０を用いて説明する。本実施の形態は、実施の形態４で作製
した発光装置において、薄膜トランジスタとしてチャネルエッチ型逆スタガ型薄膜トラン
ジスタを用い、第１の層間絶縁層及び第２の層間絶縁層を形成しない例を示す。よって、
同一部分又は同様な機能を有する部分の繰り返しの説明は省略する。
【０２９３】
図１０に示す発光装置は、基板６００上に、周辺駆動回路領域２５５に、逆スタガ型薄膜
トランジスタ６０１、逆スタガ型薄膜トランジスタ６０２、画素領域２４６に逆スタガ型
薄膜トランジスタ６０３、ゲート絶縁層６０５、絶縁膜６０６、絶縁層６０９、第１の電
極層６０４と、ＥＬ層６０７と、第２の電極層６０８との積層である発光素子６５０、充
填材６１１、封止基板６１０、封止領域にシール材６１２、端子電極層６１３、異方性導
電層６１４、ＦＰＣ６１５が設けられている。ＥＬ層６０７は混合原子価化合物を含む有
機発光材料を有する発光層を有している。
【０２９４】
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本発明を用いて作製された電極層間に設けられたＥＬ層６０７には、混合原子価化合物を
含む有機発光材料を有する発光層が設けられている。また、ＥＬ層６０７は、機能分離さ
れた機能層（正孔注入層、正孔輸送層、電子輸送層、電子注入層など）を含んでいてもよ
く、混合原子価化合物を含む有機発光材料を有する発光層と機能層との積層構造であって
もよい。この場合、機能層にも混合原子価化合物を含む構成であってもよい。本発明を用
いた本実施の形態の機能層は、具体的には実施の形態１で示す材料及び方法を用いて形成
することができる。
【０２９５】
ある化合物において、その構成する同一元素の価数が複数存在する状態を混合原子価状態
といい、そのような化合物を混合原子価化合物という。例えば、ＭＸという化合物におい
て、Ｍの価数が＋ｎ、＋ｍ（ｎ≠ｍ）というように複数存在する状態である。価数の種類
は、３種類以上あってもよい。
【０２９６】
具体的な価数の例として、＋１、＋２価の混合状態や、＋２、＋３価の混合状態の場合が
あり、＋１、＋２、＋３価の混合状態を有するものがある。また混合する価数は、連続す
る価数でなくともよく、＋１と＋３価というように離れている値の組み合わせを有する場
合もある。さらに一つの化合物において、２つ以上の元素が混合原子価状態を有する場合
もある。例えば上記ＭＸであればＸの価数が－ａ、－ｂ価（ａ≠ｂ）、Ｍの価数が＋ｎ、
＋ｍ（ｎ≠ｍ）の場合である。本発明で用いられる混合原子価化合物は、有機化合物及び
無機化合物がある。また、化合物の組成式が、非化学量論的であってもよい。
【０２９７】
その化合物を作製、合成する条件によって、混合原子価状態にすることができ、またその
状態（例えば価数の割合）を制御することができる。例えば、合成温度、目的の化合物を
合成するときの原材料の種類や混合量などがある。薄膜を成膜する際の状態（真空蒸着等
などの成膜方法）にも由来する。また、酸化物や硫化物などでは欠陥によって生じる場合
やある元素をドープすることで得られる場合がある。この原子価状態にはその状態によっ
て２つのタイプがあり、無秩序型と秩序型に分けられる。無秩序型は＋ｎ価と＋ｍ価を有
する元素（＋ｎ価を有する原子及び＋ｍ価を有する原子）がその化合物中でランダムに分
布されている。一方、秩序型はランダムではなく＋ｎ価を有する原子及び＋ｍ価を有する
原子の同一元素が一定の場所（サイト）に整列をしている。例えば化合物中で、あるサイ
トには＋ｎ価の原子のみ、別のサイトには＋ｍ価の原子のみといった状態を取っている。
ホッピング伝導では無秩序型が好ましいと考えられる。このような混合原子価化合物には
超伝導物質、センサーなど興味深い特性を有する材料が多い。
【０２９８】
混合原子価化合物は、異なる価数を有することからホッピング伝導（Ｐｏｏｌ－Ｆｒｅｎ
ｋｅｌ伝導と呼ぶ場合もある）する。よって、このホッピング伝導により電荷（キャリア
）移動性を向上させることができる。従って混合原子価化合物を素子の発光層に有するこ
とにより、発光素子を低電圧で駆動することができるため、低消費電力化が達成でき、信
頼性も向上する。
【０２９９】
また、価数は発光色に影響を与える。従って、価数により発光色を変化させることができ
るので、価数の種類や比率を制御することによって、発光色の色度を調整することができ
る。さらに、補色同士を混色として白色発光を行うこともできる。従って発光色の選択性
が広がり、そのような発光素子を用いた発光装置においては、多色な発光色を有する高画
質な発光装置とすることができる。
【０３００】
このような原子価状態はようするに酸化状態が複数ある状態であり、価数揺動とも言われ
る。本発明の発光層に用いることのできる混合原子価状態をとることができる化合物とし
て、複数の価数が存在できる遷移金属と希土類金属で構成される化合物がある。周期表で
遷移金属元素と呼ばれる３～１２族、希土類金属元素と呼ばれるランタノイド元素、アク
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チノイド元素、さらに１３足元素があげられる。前記金属元素は、金属錯体の中心金属と
して前記金属元素を有する場合や、置換基として前記金属元素を有している場合が考えら
れる。特に硫化物、酸化物などのカルコゲナイド化合物やハロゲン化合物など周期表では
１３～１７族で構成される化合物で混合原子価状態は現れ、またそれらの複合した化合物
でも同様に混合原子価状態をとることができる。混合原子価化合物において、原子価を複
数とることができる金属元素は、単数でもよいが、複数の金属元素を含んでいてもよい。
材料の組み合わせは自由に設定でき、目的の色や効果を得られるようにする。混合原子価
化合物を含む有機発光材料が発光機能を有していればよい。具体的には実施の形態１で示
す材料を用いて本発明を用いた本実施の形態の混合原子価化合物を含む有機発光材料を有
する発光層を形成することができる。
【０３０１】
発光層は、複数の材料を組み合わせることによって形成することができ、本明細書におい
ては、マトリクスとなる材料をホスト材料、マトリクス中に分散される材料をゲスト材料
とよぶ。ホスト材料にゲスト材料を添加することによってより高効率及び高輝度な発光が
得られる。発光層がホスト材料とゲスト材料とで構成される場合、ホスト材料及びゲスト
材料の少なくとも一方が混合原子価化合物であればよい。
【０３０２】
ホスト材料が混合原子価化合物である場合、ホッピング伝導により電荷移動性が高いホス
ト材料から、効率よくエネルギーがゲスト材料に移動し、発光を得ることができるため、
発光素子を低電圧で駆動することができる。
【０３０３】
一方ゲスト材料が混合原子価である場合、発光に寄与するゲスト材料が複数の価数を有し
ている混合原子価状態なために、発光が単色ではなく、発光色の波長スペクトルはよりブ
ロードなものや、２波長以上のピークを有するものとなる。従って、発光素子の発光色の
色度を調整することができる。さらに、補色同士を混色として白色発光を行うこともでき
る。従って発光色の選択性が広がる。
【０３０４】
もちろん、ホスト材料及びゲスト材料両方に混合原子価化合物を用いてもよい。この場合
、ホスト材料においては、高い電荷移動性によりゲスト材料にエネルギーを効率よく移動
でき、さらに、ゲスト材料は複数の価数において発光を行うので、その発光は、ブロード
な発光スペクトル、２波長以上のピークを有するスペクトルとすることができる。従って
低消費電力で、かつ発光色の色度調整及び混色発光によって、多彩な発光色を選択するこ
とができる。
【０３０５】
本実施の形態で作製される逆スタガ型薄膜トランジスタ６０１、逆スタガ型薄膜トランジ
スタ６０２、逆スタガ型薄膜トランジスタ６０３のゲート電極層、ソース電極層、及びド
レイン電極層は液滴吐出法によって形成されている。液滴吐出法は、液状の導電性材料を
有する組成物を吐出し、乾燥や焼成によって固化し、導電層や電極層を形成する方法であ
る。絶縁性材料を含む組成物を吐出し、乾燥や焼成によって固化すれば絶縁層も形成する
ことができる。選択的に導電層や絶縁層などの発光装置の構成物を形成することができる
ので、工程が簡略化し、材料のロスが防げるので、低コストで生産性良く発光装置を作製
することができる。
【０３０６】
液滴吐出法に用いる液滴吐出手段とは、組成物の吐出口を有するノズルや、１つ又は複数
のノズルを具備したヘッド等の液滴を吐出する手段を有するものの総称とする。液滴吐出
手段が具備するノズルの径は、０．０２～１００μｍ（好適には３０μｍ以下）に設定し
、該ノズルから吐出される組成物の吐出量は０．００１ｐｌ～１００ｐｌ（好適には０．
１ｐｌ以上４０ｐｌ以下、より好ましくは１０ｐｌ以下）に設定する。吐出量は、ノズル
の径の大きさに比例して増加する。また、被処理物とノズルの吐出口との距離は、所望の
箇所に滴下するために、出来る限り近づけておくことが好ましく、好適には０．１～３ｍ
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ｍ（好適には１ｍｍ以下）程度に設定する。
【０３０７】
液滴吐出法を用いて膜（絶縁膜、又は導電膜など）を形成する場合、粒子状に加工された
膜材料を含む組成物を吐出し、焼成によって融合や融着接合させ固化することで膜を形成
する。このように導電性材料を含む組成物を吐出し、焼成することによって形成された膜
においては、スパッタ法などで形成した膜が、多くは柱状構造を示すのに対し、多くの粒
界を有する多結晶状態を示すことが多い。
【０３０８】
吐出口から吐出する組成物は、導電性材料を溶媒に溶解又は分散させたものを用いる。導
電性材料とは、Ａｇ、Ａｕ、Ｃｕ、Ｎｉ、Ｐｔ、Ｐｄ、Ｉｒ、Ｒｈ、Ｗ、Ａｌ等の金属、
Ｃｄ、Ｚｎの金属硫化物、Ｆｅ、Ｔｉ、Ｓｉ、Ｇｅ、Ｓｉ、Ｚｒ、Ｂａなどの酸化物、ハ
ロゲン化銀の微粒子又は分散性ナノ粒子に相当する。前記導電性材料はそれらの混合物で
あってもよい。また、透明導電膜は、透光性なので裏面露光時に光を透過してしまうが、
光を透過しない材料と積層体として用いることはできる。これらの透明導電膜として、イ
ンジウム錫酸化物（ＩＴＯ）、インジウム錫酸化物と酸化珪素を含むＩＴＳＯ、有機イン
ジウム、有機スズ、酸化亜鉛、窒化チタン等を用いることができる。また、酸化亜鉛（Ｚ
ｎＯ）を含むインジウム亜鉛酸化物（ＩＺＯ（ｉｎｄｉｕｍ　ｚｉｎｃ　ｏｘｉｄｅ））
、酸化亜鉛（ＺｎＯ）、ＺｎＯにガリウム（Ｇａ）をドープしたもの、酸化スズ（ＳｎＯ

２）、酸化タングステンを含むインジウム酸化物、酸化タングステンを含むインジウム亜
鉛酸化物、酸化チタンを含むインジウム酸化物、酸化チタンを含むインジウム錫酸化物な
ども用いてもよい。但し、吐出口から吐出する組成物は、比抵抗値を考慮して、金、銀、
銅のいずれかの材料を溶媒に溶解又は分散させたものを用いることが好適であり、より好
適には、低抵抗な銀、銅を用いるとよい。但し、銀、銅を用いる場合には、不純物対策の
ため、合わせてバリア膜を設けるとよい。バリア膜としては、窒化珪素膜やニッケルボロ
ン（ＮｉＢ）を用いるとことができる。
【０３０９】
吐出する組成物は、導電性材料を溶媒に溶解又は分散させたものであるが、他にも分散剤
や、熱硬化性樹脂が含まれている。特に熱硬化性樹脂に関しては、焼成時にクラックや不
均一な焼きムラが発生するのを防止する働きを持つ。よって、形成される導電層には、有
機材料が含まれることがある。含まれる有機材料は、加熱温度、雰囲気、時間により異な
る。この有機材料は、金属粒子の熱硬化性樹脂、溶媒、分散剤、及び被覆剤として機能す
る有機樹脂などであり、代表的には、ポリイミド、アクリル、ノボラック樹脂、メラミン
樹脂、フェノール樹脂、エポキシ樹脂、珪素樹脂、フラン樹脂、ジアリルフタレート樹脂
等や、他の有機樹脂が挙げられる。
【０３１０】
また、導電性材料の周りに他の導電性材料がコーティングされ、複数の層になっている粒
子でも良い。例えば、銅の周りにニッケルボロン（ＮｉＢ）がコーティングされ、その周
囲に銀がコーティングされている３層構造の粒子などを用いても良い。溶媒は、酢酸ブチ
ル、酢酸エチル等のエステル類、イソプロピルアルコール、エチルアルコール等のアルコ
ール類、メチルエチルケトン、アセトン等の有機溶剤等、又は水を用いる。組成物の粘度
は２０ｍＰａ・ｓ（ｃｐ）以下が好適であり、これは、乾燥が起こることを防止する、吐
出口から組成物を円滑に吐出するためである。また、組成物の表面張力は、４０ｍＮ／ｍ
以下が好適である。但し、用いる溶媒や、用途に合わせて、組成物の粘度等は適宜調整す
るとよい。一例として、ＩＴＯや、有機インジウム、有機スズを溶媒に溶解又は分散させ
た組成物の粘度は５～２０ｍＰａ・ｓ、銀を溶媒に溶解又は分散させた組成物の粘度は５
～２０ｍＰａ・ｓ、金を溶媒に溶解又は分散させた組成物の粘度は５～２０ｍＰａ・ｓに
設定するとよい。
【０３１１】
また、導電層は、複数の導電性材料を積層しても良い。また、始めに導電性材料として銀
を用いて、液滴吐出法で導電層を形成した後、銅などでめっきを行ってもよい。めっきは
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電気めっきや化学（無電界）めっき法で行えばよい。めっきは、めっきの材料を有する溶
液を満たした容器に基板表面を浸してもよいが、基板を斜め（または垂直）に立てて設置
し、めっきする材料を有する溶液を、基板表面に流すように塗布してもよい。基板を立て
て溶液を塗布するようにめっきを行うと、工程装置が小型化する利点がある。
【０３１２】
各ノズルの径や所望のパターン形状などに依存するが、ノズルの目詰まり防止や高精細な
パターンの作製のため、導電体の粒子の径はなるべく小さい方が好ましく、好適には粒径
０．１μｍ以下の粒子サイズが好ましい。組成物は、電解法、アトマイズ法又は湿式還元
法等の公知の方法で形成されるものであり、その粒子サイズは、一般的に約０．０１～１
０μｍである。但し、ガス中蒸発法で形成すると、分散剤で保護されたナノ分子は約７ｎ
ｍと微細であり、またこのナノ粒子は、被覆剤を用いて各粒子の表面を覆うと、溶剤中に
凝集がなく、室温で安定に分散し、液体とほぼ同じ挙動を示す。従って、被覆剤を用いる
ことが好ましい。
【０３１３】
また、組成物を吐出する工程は、減圧下で行ってもよい。減圧下で行うと、導電体の表面
に酸化膜などが形成されないため好ましい。組成物を吐出後、乾燥と焼成の一方又は両方
の工程を行う。乾燥と焼成の工程は、両工程とも加熱処理の工程であるが、例えば、乾燥
は１００度で３分間、焼成は２００～３５０度で１５分間～６０分間で行うもので、その
目的、温度と時間が異なるものである。乾燥の工程、焼成の工程は、常圧下又は減圧下で
、レーザ光の照射や瞬間熱アニール、加熱炉などにより行う。なお、この加熱処理を行う
タイミングは特に限定されない。乾燥と焼成の工程を良好に行うためには、基板を加熱し
ておいてもよく、そのときの温度は、基板等の材質に依存するが、一般的には１００～８
００度（好ましくは２００～３５０度）とする。本工程により、組成物中の溶媒の揮発、
又は化学的に分散剤を除去するとともに、周囲の樹脂が硬化収縮することで、ナノ粒子間
を接触させ、融合と融着を加速する。
【０３１４】
レーザ光の照射は、連続発振またはパルス発振の気体レーザ又は固体レーザを用いれば良
い。前者の気体レーザとしては、エキシマレーザ、ＹＡＧレーザ等が挙げられ、後者の固
体レーザとしては、Ｃｒ、Ｎｄ等がドーピングされたＹＡＧ、ＹＶＯ４、ＧｄＶＯ４等の
結晶を使ったレーザ等が挙げられる。なお、レーザ光の吸収率の関係から、連続発振のレ
ーザを用いることが好ましい。また、パルス発振と連続発振を組み合わせたレーザ照射方
法を用いてもよい。但し、基板１００の耐熱性に依っては、レーザ光の照射による加熱処
理は、該基板１００を破壊しないように、数マイクロ秒から数十秒の間で瞬間的に行うと
よい。瞬間熱アニール（ＲＴＡ）は、不活性ガスの雰囲気下で、紫外光乃至赤外光を照射
する赤外ランプやハロゲンランプなどを用いて、急激に温度を上昇させ、数分～数マイク
ロ秒の間で瞬間的に熱を加えて行う。この処理は瞬間的に行うために、最表面の薄膜のみ
を加熱することができ、下層の膜には影響を与えない。つまり、プラスチック基板等の耐
熱性が弱い基板にも影響を与えない。
【０３１５】
また、液滴吐出法により、導電層、絶縁層を、液状の組成物を吐出し形成した後、その平
坦性を高めるために表面を圧力によってプレスして平坦化してもよい。プレスの方法とし
ては、ローラー状のものを表面に走査することによって、凹凸を軽減する、平坦な板状な
物で表面をプレスするなどを行えばよい。プレスする時に、加熱工程を行っても良い。ま
た溶剤等によって表面を軟化、または融解させエアナイフで表面の凹凸部を除去しても良
い。また、ＣＭＰ法を用いて研磨しても良い。この工程は、液滴吐出法によって凹凸が生
じる場合に、その表面の平坦化する場合適用することができる。
【０３１６】
本実施の形態では、半導体層として非晶質半導体を用いており、一導電性型を有する半導
体層は必要に応じて形成すればよい。本実施の形態では、半導体層と一導電型を有する半
導体層として非晶質Ｎ型半導体層を積層する。またＮ型半導体層を形成し、Ｎチャネル型
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ＴＦＴのＮＭＯＳ構造、Ｐ型半導体層を形成したＰチャネル型ＴＦＴのＰＭＯＳ構造、Ｎ
チャネル型ＴＦＴとＰチャネル型ＴＦＴとのＣＭＯＳ構造を作製することができる。本実
施の形態では、逆スタガ型薄膜トランジスタ６０１と逆スタガ型薄膜トランジスタ６０３
をＮチャネル型ＴＦＴ、逆スタガ型薄膜トランジスタ６０２をＰチャネル型ＴＦＴで形成
しており、周辺駆動回路領域２５５において、逆スタガ型薄膜トランジスタ６０１と逆ス
タガ型薄膜トランジスタ６０２はＣＭＯＳ構造となっている。
【０３１７】
また、導電性を付与するために、導電性を付与する元素をドーピングによって添加し、不
純物領域を半導体層に形成することで、Ｎチャネル型ＴＦＴ、Ｐチャネル型ＴＦＴを形成
することもできる。Ｎ型半導体層を形成するかわりに、ＰＨ３ガスによるプラズマ処理を
行うことによって、半導体層に導電性を付与してもよい。
【０３１８】
また、半導体として、有機半導体材料を用い、印刷法、スプレー法、スピン塗布法、液滴
吐出法、ディスペンサ法などで形成することができる。この場合、上記エッチング工程が
必要ないため、工程数を削減することが可能である。有機半導体としては、低分子材料、
高分子材料などが用いられ、有機色素、導電性高分子材料などの材料も用いることができ
る。本発明に用いる有機半導体材料としては、その骨格が共役二重結合から構成されるπ
電子共役系の高分子材料が望ましい。代表的には、ポリチオフェン、ポリフルオレン、ポ
リ（３－アルキルチオフェン）、ポリチオフェン誘導体、ペンタセン等の可溶性の高分子
材料を用いることができる。
【０３１９】
本発明に適用できる発光素子の構成は、上記実施の形態で述べたような構成を用いること
ができる。
【０３２０】
本実施の形態は、実施の形態１乃至４とそれぞれと組み合わせて用いることが可能である
。
【０３２１】
本実施の形態における発光素子は、一対の電極層間に混合原子価化合物を含む有機発光材
料を有する発光層が設けられたＥＬ層を有することにより、発光層の電子輸送性が向上す
る。よって、発光素子の低電圧駆動が可能になり、低消費電力化が達成でき、信頼性も向
上する。
【０３２２】
また、価数によって発光色も変化するので、価数の種類や比率を制御することによって、
発光色の色度を調整することができる。さらに、補色同士を混色として白色発光を行うこ
ともできる。従って発光素子の発光色の選択性が広がる。そのような発光素子を用いた発
光装置においては、多彩な発光色を有する高画質な発光装置とすることができる。
【０３２３】
よって、本発明を用いた本実施の形態の発光素子を具備した発光装置は、消費電力の低い
高信頼性であり、かつ多彩な発光色を有する高画質な発光装置とすることができる。
【０３２４】
（実施の形態８）
本発明によって形成される発光装置は表示を行う発光表示装置としても機能でき、本発明
の発光表示装置によって、テレビジョン装置を完成させることができる。図１８はテレビ
ジョン装置（本実施の形態ではＥＬテレビジョン装置）の主要な構成を示すブロック図を
示している。表示パネルには、図１６（Ａ）で示すような構成として画素部のみが形成さ
れて走査線側駆動回路と信号線側駆動回路とが、図１７（Ｂ）のようなＴＡＢ方式により
実装される場合と、図１７（Ａ）のようなＣＯＧ方式により実装される場合と、図１６（
Ｂ）に示すようにＳＡＳでＴＦＴを形成し、画素部と走査線側駆動回路を基板上に一体形
成し信号線側駆動回路を別途ドライバＩＣとして実装する場合、また図１６（Ｃ）のよう
に画素部と信号線側駆動回路と走査線側駆動回路を基板上に一体形成する場合などがある
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が、どのような形態としても良い。
【０３２５】
その他の外部回路の構成として、映像信号の入力側では、チューナ８８４で受信した信号
のうち、映像信号を増幅する映像信号増幅回路８８５と、そこから出力される信号を赤、
緑、青の各色に対応した色信号に変換する映像信号処理回路８８６と、その映像信号をド
ライバＩＣの入力仕様に変換するためのコントロール回路８８７などからなっている。コ
ントロール回路８８７は、走査線側と信号線側にそれぞれ信号が出力する。デジタル駆動
する場合には、信号線側に信号分割回路８８８を設け、入力デジタル信号をｍ個に分割し
て供給する構成としても良い。
【０３２６】
チューナ８８４で受信した信号のうち、音声信号は、音声信号増幅回路８８９に送られ、
その出力は音声信号処理回路８９０を経てスピーカ８９３に供給される。制御回路８９１
は受信局（受信周波数）や音量の制御情報を入力部８９２から受け、チューナ８８４や音
声信号処理回路８９０に信号を送出する。
【０３２７】
表示モジュールを、図１２（Ａ）、（Ｂ）に示すように、筐体に組みこんで、テレビジョ
ン装置を完成させることができる。ＦＰＣまで取り付けられた図７のような表示パネルの
ことを一般的にはＥＬ表示モジュールともいう。よって図７のようなＥＬ表示モジュール
を用いると、ＥＬテレビジョン装置を完成することができる。表示モジュールにより主画
面２００３が形成され、その他付属設備としてスピーカー部２００９、操作スイッチなど
が備えられている。このように、本発明によりテレビジョン装置を完成させることができ
る。
【０３２８】
また、位相差板や偏光板を用いて、外部から入射する光の反射光を遮断するようにしても
よい。また上面放射型の発光装置ならば、隔壁となる絶縁層を着色しブラックマトリクス
として用いてもよい。この隔壁は液滴吐出法などによっても形成することができ、顔料系
の黒色樹脂や、ポリイミドなどの樹脂材料に、カーボンブラック等を混合させてもよく、
その積層でもよい。液滴吐出法によって、異なった材料を同領域に複数回吐出し、隔壁を
形成してもよい。位相差板、位相差板としてはλ／４板、λ／２板を用い、光を制御でき
るように設計すればよい。構成としては、順にＴＦＴ素子基板、発光素子、封止基板（封
止材）、位相差板、位相差板（λ／４板、λ／２板）、偏光板となり、発光素子から放射
された光は、これらを通過し偏光板側より外部に放射される。偏光板、位相差板などは積
層してもよい。この位相差板や偏光板は光が放射される側に設置すればよく、両面放射さ
れる両面放射型の発光装置であれば両方に設置することもできる。また、偏光板の外側に
反射防止膜を有していても良い。これにより、より高繊細で精密な画像を表示することが
できる。
【０３２９】
図１２（Ａ）に示すように、筐体２００１に発光素子を利用した表示用パネル２００２が
組みこまれ、受信機２００５により一般のテレビ放送の受信をはじめ、モデム２００４を
介して有線又は無線による通信ネットワークに接続することにより一方向（送信者から受
信者）又は双方向（送信者と受信者間、又は受信者間同士）の情報通信をすることもでき
る。テレビジョン装置の操作は、筐体に組みこまれたスイッチ又は別体のリモコン操作機
２００６により行うことが可能であり、このリモコン装置にも出力する情報を表示する表
示部２００７が設けられていても良い。
【０３３０】
また、テレビジョン装置にも、主画面２００３の他にサブ画面２００８を第２の表示用パ
ネルで形成し、チャネルや音量などを表示する構成が付加されていても良い。この構成に
おいて、主画面２００３を視野角の優れたＥＬ表示用パネルで形成し、サブ画面を低消費
電力で表示可能な液晶表示用パネルで形成しても良い。また、低消費電力化を優先させる
ためには、主画面２００３を液晶表示用パネルで形成し、サブ画面をＥＬ表示用パネルで



(50) JP 2008-182164 A 2008.8.7

10

20

30

40

50

形成し、サブ画面は点滅可能とする構成としても良い。本発明を用いると、このような大
型基板を用いて、多くのＴＦＴや電子部品を用いても、信頼性の高い発光装置とすること
ができる。
【０３３１】
図１２（Ｂ）は例えば２０～８０インチの大型の表示部を有するテレビジョン装置であり
、筐体２０１０、操作部であるキーボード部２０１２、表示部２０１１、スピーカー部２
０１３等を含む。本発明は、表示部２０１１の作製に適用される。図１２（Ｂ）の表示部
は、わん曲可能な物質を用いているので、表示部がわん曲したテレビジョン装置となって
いる。このように表示部の形状を自由に設計することができるので、所望な形状のテレビ
ジョン装置を作製することができる。
【０３３２】
本発明により、消費電力の低い高信頼性であり、かつ多彩な発光色を有する高画質な発光
装置を形成できる。よって、低消費電力で信頼性の高い高画質なテレビジョン装置を作製
することができる。
【０３３３】
勿論、本発明はテレビジョン装置に限定されず、パーソナルコンピュータのモニタをはじ
め、鉄道の駅や空港などにおける情報表示盤や、街頭における広告表示盤など大面積の表
示媒体としても様々な用途に適用することができる。
【０３３４】
本実施の形態は、実施の形態１乃至６とそれぞれと組み合わせて用いることが可能である
。
【０３３５】
（実施の形態９）
本実施の形態を図１３を用いて説明する。本実施の形態は、実施の形態３乃至７で作製す
る発光装置を有するパネルを用いたモジュールの例を示す。
【０３３６】
図１３（Ａ）に示す情報端末のモジュールは、プリント配線基板９８６に、コントローラ
９０１、中央処理装置（ＣＰＵ）９０２、メモリ９１１、電源回路９０３、音声処理回路
９２９及び送受信回路９０４や、その他、抵抗、バッファ、容量素子等の素子が実装され
ている。また、パネル９００がフレキシブル配線基板（ＦＰＣ）９０８を介してプリント
配線基板９８６に接続されている。
【０３３７】
パネル９００には、発光素子が各画素に設けられた画素部９０５と、前記画素部９０５が
有する画素を選択する第１の走査線駆動回路９０６ａ、第２の走査線駆動回路９０６ｂと
、選択された画素にビデオ信号を供給する信号線駆動回路９０７とが設けられている。
【０３３８】
プリント配線基板９８６に備えられたインターフェース（Ｉ／Ｆ）部９０９を介して、各
種制御信号の入出力が行われる。また、アンテナとの間の信号の送受信を行なうためのア
ンテナ用ポート９１０が、プリント配線基板９８６に設けられている。
【０３３９】
なお、本実施の形態ではパネル９００にプリント配線基板９８６がＦＰＣ９０８を介して
接続されているが、必ずしもこの構成に限定されない。ＣＯＧ（Ｃｈｉｐ　ｏｎ　Ｇｌａ
ｓｓ）方式を用い、コントローラ９０１、音声処理回路９２９、メモリ９１１、ＣＰＵ９
０２または電源回路９０３をパネル９００に直接実装させるようにしても良い。また、プ
リント配線基板９８６には、容量素子、バッファ等の各種素子が設けられ、電源電圧や信
号にノイズがのったり、信号の立ち上がりが鈍ったりすることを防いでいる。
【０３４０】
図１３（Ｂ）は、図１３（Ａ）に示したモジュールのブロック図を示す。このモジュール
９９９は、メモリ９１１としてＶＲＡＭ９３２、ＤＲＡＭ９２５、フラッシュメモリ９２
６などが含まれている。ＶＲＡＭ９３２にはパネルに表示する画像のデータが、ＤＲＡＭ
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９２５には画像データまたは音声データが、フラッシュメモリには各種プログラムが記憶
されている。
【０３４１】
電源回路９０３では、パネル９００、コントローラ９０１、ＣＰＵ９０２、音声処理回路
９２９、メモリ９１１、送受信回路９３１に与える電源電圧が生成される。またパネルの
仕様によっては、電源回路９０３に電流源が備えられている場合もある。
【０３４２】
ＣＰＵ９０２は、制御信号生成回路９２０、デコーダ９２１、レジスタ９２２、演算回路
９２３、ＲＡＭ９２４、ＣＰＵ用のインターフェース９３５などを有している。インター
フェース９３５を介してＣＰＵ９０２に入力された各種信号は、一旦レジスタ９２２に保
持された後、演算回路９２３、デコーダ９２１などに入力される。演算回路９２３では、
入力された信号に基づき演算を行ない、各種命令を送る場所を指定する。一方デコーダ９
２１に入力された信号はデコードされ、制御信号生成回路９２０に入力される。制御信号
生成回路９２０は入力された信号に基づき、各種命令を含む信号を生成し、演算回路９２
３において指定された場所、具体的にはメモリ９１１、送受信回路９３１、音声処理回路
９２９、コントローラ９０１などに送る。
【０３４３】
メモリ９１１、送受信回路９３１、音声処理回路９２９、コントローラ９０１は、それぞ
れ受けた命令に従って動作する。以下その動作について簡単に説明する。
【０３４４】
入力手段９３０から入力された信号は、インターフェース９０９を介してプリント配線基
板９８６に実装されたＣＰＵ９０２に送られる。制御信号生成回路９２０は、ポインティ
ングデバイスやキーボードなどの入力手段９３０から送られてきた信号に従い、ＶＲＡＭ
９３２に格納してある画像データを所定のフォーマットに変換し、コントローラ９０１に
送付する。
【０３４５】
コントローラ９０１は、パネルの仕様に合わせてＣＰＵ９０２から送られてきた画像デー
タを含む信号にデータ処理を施し、パネル９００に供給する。またコントローラ９０１は
、電源回路９０３から入力された電源電圧やＣＰＵ９０２から入力された各種信号をもと
に、Ｈｓｙｎｃ信号、Ｖｓｙｎｃ信号、クロック信号ＣＬＫ、交流電圧（ＡＣ　Ｃｏｎｔ
）、切り替え信号Ｌ／Ｒを生成し、パネル９００に供給する。
【０３４６】
送受信回路９０４では、アンテナ９３３において電波として送受信される信号が処理され
ており、具体的にはアイソレータ、バンドパスフィルタ、ＶＣＯ（Ｖｏｌｔａｇｅ　Ｃｏ
ｎｔｒｏｌｌｅｄ　Ｏｓｃｉｌｌａｔｏｒ）、ＬＰＦ（Ｌｏｗ　Ｐａｓｓ　Ｆｉｌｔｅｒ
）、カプラ、バランなどの高周波回路を含んでいる。送受信回路９０４において送受信さ
れる信号のうち音声情報を含む信号が、ＣＰＵ９０２からの命令に従って、音声処理回路
９２９に送られる。
【０３４７】
ＣＰＵ９０２の命令に従って送られてきた音声情報を含む信号は、音声処理回路９２９に
おいて音声信号に復調され、スピーカー９２８に送られる。またマイク９２７から送られ
てきた音声信号は、音声処理回路９２９において変調され、ＣＰＵ９０２からの命令に従
って、送受信回路９０４に送られる。
【０３４８】
コントローラ９０１、ＣＰＵ９０２、電源回路９０３、音声処理回路９２９、メモリ９１
１を、本実施の形態のパッケージとして実装することができる。本実施の形態は、アイソ
レータ、バンドパスフィルタ、ＶＣＯ（Ｖｏｌｔａｇｅ　Ｃｏｎｔｒｏｌｌｅｄ　Ｏｓｃ
ｉｌｌａｔｏｒ）、ＬＰＦ（Ｌｏｗ　Ｐａｓｓ　Ｆｉｌｔｅｒ）、カプラ、バランなどの
高周波回路以外であれば、どのような回路にも応用することができる。
【０３４９】
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（実施の形態１０）
本実施の形態を図１４を用いて説明する。図１４は、この実施の形態８で作製するモジュ
ールを含む無線を用いた持ち運び可能な小型電話機（携帯電話）の一態様を示している。
パネル９００はハウジング９８１に脱着自在に組み込んでモジュール９９９と容易に組み
合わせられるようにしている。ハウジング９８１は組み入れる電子機器に合わせて、形状
や寸法を適宜変更することができる。
【０３５０】
パネル９００を固定したハウジング９８１はプリント配線基板９８６に嵌着されモジュー
ルとして組み立てられる。プリント配線基板９８６には、パッケージングされた複数の半
導体装置が実装されている。プリント配線基板９８６に実装される複数の半導体装置は、
コントローラ、中央処理ユニット（ＣＰＵ、Ｃｅｎｔｒａｌ　Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ　Ｕ
ｎｉｔ）、メモリ、電源回路、その他、抵抗、バッファ、容量素子等のいずれかの機能を
有する。さらに、マイクロフォン９９４及びスピーカー９９５を含む音声処理回路、送受
信回路などの信号処理回路９９３が備えられている。パネル９００はＦＰＣ９０８を介し
てプリント配線基板９８６に接続される。
【０３５１】
このようなモジュール９９９、ハウジング９８１、プリント配線基板９８６、入力手段９
９８、バッテリー９９７は筐体９９６に収納される。パネル９００の画素部は筐体９９６
に形成された開口窓から視認できように配置されている。
【０３５２】
図１４で示す筐体９９６は、電話機の外観形状を一例として示している。しかしながら、
本実施の形態に係る電子機器は、その機能や用途に応じてさまざまな態様に変容し得る。
以下に示す実施の形態で、その態様の一例を説明する。
【０３５３】
（実施の形態１１）
本発明に係る電子機器として、テレビジョン装置（単にテレビ、又はテレビジョン受信機
ともよぶ）、デジタルカメラ、デジタルビデオカメラ等のカメラ、携帯電話装置（単に携
帯電話機、携帯電話ともよぶ）、ＰＤＡ等の携帯情報端末、携帯型ゲーム機、コンピュー
タ用のモニター、コンピュータ、カーオーディオ等の音響再生装置、家庭用ゲーム機等の
画像再生装置等が挙げられる。その具体例について、図１５を参照して説明する。
【０３５４】
図１５（Ａ）に示す携帯情報端末機器は、本体９２０１、表示部９２０２等を含んでいる
。表示部９２０２は、本発明の発光装置を適用することができる。その結果、より消費電
力の低く、高信頼性及び高画質の携帯情報端末機器を提供することができる。
【０３５５】
図１５（Ｂ）に示すデジタルビデオカメラは、表示部９７０１、表示部９７０２等を含ん
でいる。表示部９７０１は本発明の発光装置を適用することができる。その結果、より消
費電力の低く、高信頼性及び高画質のデジタルビデオカメラを提供することができる。
【０３５６】
図１５（Ｃ）に示す携帯電話機は、本体９１０１、表示部９１０２等を含んでいる。表示
部９１０２は、本発明の発光装置を適用することができる。その結果、より消費電力の低
く、高信頼性及び高画質の携帯電話機を提供することができる。
【０３５７】
図１５（Ｄ）に示す携帯型のテレビジョン装置は、本体９３０１、表示部９３０２等を含
んでいる。表示部９３０２は、本発明の発光装置を適用することができる。その結果、よ
り消費電力の低く、高信頼性及び高画質の携帯型のテレビジョン装置を提供することがで
きる。またテレビジョン装置としては、携帯電話機などの携帯端末に搭載する小型のもの
から、持ち運びをすることができる中型のもの、また、大型のもの（例えば４０インチ以
上）まで、幅広いものに、本発明の発光装置を適用することができる。
【０３５８】



(53) JP 2008-182164 A 2008.8.7

10

20

30

40

50

図１５（Ｅ）に示す携帯型のコンピュータは、本体９４０１、表示部９４０２等を含んで
いる。表示部９４０２は、本発明の発光装置を適用することができる。その結果、より消
費電力の低く、高信頼性及び高画質の携帯型のコンピュータを提供することができる。
【０３５９】
また、本発明の発光素子及び発光装置は、照明装置として用いることもできる。本発明の
発光素子を照明装置として用いる一態様を、図２２乃至図２４を用いて説明する。
【０３６０】
図２２は、本発明の発光装置をバックライトとして用いた液晶表示装置の一例である。図
２２に示した液晶表示装置は、筐体５２１、液晶層５２２、バックライト５２３、筐体５
２４を有し、液晶層５２２は、ドライバＩＣ５２５と接続されている。また、バックライ
ト５２３は、本発明の発光装置が用いられおり、端子５２６により、電流が供給されてい
る。
【０３６１】
本発明の発光装置を液晶表示装置のバックライトとして用いることにより、無機ＥＬ特有
の長寿命なバックライトが得られる。また、本発明の発光装置は、面発光の照明装置であ
り大面積化も可能であるため、バックライトの大面積化が可能であり、液晶表示装置の大
面積化も可能になる。さらに、発光装置は薄型であるため表示装置の薄型化も可能となる
。
【０３６２】
また、自動車、自転車、船などのヘッドライトとして用いることが可能である。
【０３６３】
図２３は、本発明を適用した発光装置を、照明装置である電気スタンドとして用いた例で
ある。図２３に示す電気スタンドは、筐体２１０１と、光源２１０２を有し、光源２１０
２として、本発明の発光装置が用いられている。本発明の発光装置は、薄型で低消費電力
であるため、薄型化、低消費電力化の照明装置として用いることが可能となる。
【０３６４】
図２４は、本発明を適用した発光装置を、室内の照明装置３００１として用いた例である
。本発明の発光装置は大面積化が可能であるため、大面積の照明装置として用いることが
できる。また、本発明の発光装置は、薄型で低消費電力であるため、薄型化、低消費電力
化の照明装置として用いることが可能となる。このように、本発明を適用した発光装置を
、室内の照明装置３００１として用いた部屋に、図１２（Ａ）（Ｂ）で説明したような、
本発明に係るテレビジョン装置を設置して公共放送や映画を鑑賞することができる。この
ような場合、両装置は低消費電力であるので、電気料金を心配せずに、明るい部屋で迫力
のある映像を鑑賞することができる。
【０３６５】
照明装置としては、図２２、図２３、図２４で例示したものに限られず、住宅や公共施設
の照明をはじめ、様々な形態の照明装置として応用することができる。このような場合に
おいて、本発明に係る照明装置は、発光媒体が薄膜状であるので、デザインの自由度が高
いので、様々な意匠を凝らした商品を市場に提供することができる。
【０３６６】
このように、本発明の発光装置により、より消費電力の低く、高信頼性及び高画質の電子
機器を提供することができる。本実施の形態は、上記の実施の形態と自由に組み合わせる
ことができる。
【図面の簡単な説明】
【０３６７】
【図１】本発明の発光素子を説明する図。
【図２】本発明の発光素子を説明する図。
【図３】本発明の発光素子のモデルを説明する図。
【図４】本発明の発光素子のモデルを説明する図。
【図５】本発明の発光素子を説明する図。
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【図６】本発明の発光装置を説明する図。
【図７】本発明の発光装置を説明する図。
【図８】本発明の発光装置を説明する図。
【図９】本発明の発光装置を説明する図。
【図１０】本発明の発光装置を説明する図。
【図１１】本発明の発光装置を説明する図。
【図１２】本発明が適用される電子機器を示す図。
【図１３】本発明が適用される電子機器を示す図。
【図１４】本発明が適用される電子機器を示す図。
【図１５】本発明が適用される電子機器を示す図。
【図１６】本発明の発光装置の上面図。
【図１７】本発明の発光装置の上面図。
【図１８】本発明が適用される電子機器を説明する図。
【図１９】本発明の発光装置を説明する図。
【図２０】本発明の発光素子を説明する図。
【図２１】本発明の発光装置を説明する図。
【図２２】本発明が適用される電子機器を説明する図。
【図２３】本発明が適用される電子機器を説明する図。
【図２４】本発明が適用される電子機器を説明する図。
【図２５】本発明の発光装置を説明する図。
【図２６】本発明の発光装置を説明する図。
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